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1.1 業務目的 

SIP（Cross-ministerial Strategic Innovation Promotion Program: 戦略的イノ

ベーション創造プログラム）は、総合科学技術・イノベーション会議が府省・分野

の枠を超えて自ら予算配分して、基礎研究から出口（実用化・事業化）までを見据

え、規制・制度改革を含めた取組を推進するために創設されたプログラムであり、

平成 26 年度の対象課題、各課題のプログラムディレクター、各課題の予算配分に

ついては、平成 26 年度 SIP の実施方針（平成 26 年 5 月 23 日総合科学技術・イノ

ベーション会議決定）において決定された。  

 

対象課題の一つである自動走行システムについては、研究開発計画に基づき、  

① 交通事故低減等  国家目標の達成  

② 自動走行システムの実現と普及  

③ 東京オリンピック・パラリンピックを一里塚として飛躍  

を目的・出口戦略として関係各省庁と連携して研究開発を推進することとしている。 

 

このうち、内閣府では、 

内１：自動走行システムの実現に向けた諸課題とその解決の方向性に関する  

調査・検討  

内２：交通事故死者低減の国家目標達成に向けた調査・検討  

を実施する。  

 

SIP 自動走行システムでは、バス車両と道路インフラを活かし、自動走行技術を

積極的に活用することによって、従来のバス、BRT の機能を大幅に高度化（定時性、

速達性、大量輸送能力、存在感、ユニバーサルデザイン、効率性、環境親和性等）

し、先進国における高齢化社会と交通制約者の社会参加を促進させる次世代都市交

通システムとして、ART（Advanced Rapid Transit）を検討している。 

 

公共交通の利用者の視点では、イベント会場近郊の速達性やアクセシビリティー

の確保に加え、各々の自宅から目的地に至るすべての移動において渋滞や混雑を回

避した快適で最適な移動経路および移動時間帯が選択できることが望まれる。とく

に、高齢者等の交通制約者は、過度な混雑下で移動することは極めて困難であるこ

とが想定されるため、移動に先立って混雑を避けられる経路や時間帯情報を提供す

ることが有用と考えられる。そこで、公共交通利用者（とくに交通制約者）が、オ

リンピック・パラリンピック等の大規模イベント時に、快適かつ安全に移動するた
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めの情報を取得し、予め行動を選択ができるよう、市民自らも参加して混雑経路や

混雑時間帯をつくらないように移動経路や時間帯を分散させる手法が期待される。  

 

本委託では、移動情報提供に関する過去のオリンピック・パラリンピックの好事

例等を調査するとともに、お台場周辺で日常的に行われている大小のイベントに関

わる東京近郊地区からの移動情報の大量データを、マクロ的およびミクロ的視点か

ら解析し、日本人および外国人観光客等の移動に関わる経路選択や移動集中時間帯

情報を抽出し、事前情報提供方法、行動変容の促し方、啓発活動等について行動心

理を含め調査検討を行うものである。  

 

 

1.2 業務内容 

調査検討内容は以下の通りである。  

 

(1) 過去の参考事例調査  

既存の混雑・渋滞予測技術の調査と課題抽出を実施する。国内外における成功事

例、失敗事例を詳細に調査し、その要因を示す。また、ロンドンオリンピック・パ

ラリンピックなどにおける混雑・渋滞緩和に関する市民への情報提供、行動誘導、

事前の啓発活動などについて、公表されている情報に加え、効果の裏側にある背反

事項や効果の持続性、背景情報としての国民性や社会特性等を含め調査を実施する。

これら調査を基に、日本での適用可否を検討する。  

 

(2) 移動に関わるビッグデータ解析  

交通系 IC カード利用等によって得られる公共交通機関の利用情報、タクシープ

ローブ等によって得られる道路混雑状況、携帯電話の位置 /移動情報、交通センサス

等の人の移動に関する大量のデータを解析し、特に東京周辺の人の移動動態に関す

る取り組みを整理する。 

これらを基として、次のマクロ解析・ミクロ解析を実施するための手法を明らか

にする。 

1) マクロ解析 

過去の様々なデータを基として、イベントの種類や開催場所、季節、天候、曜日、

時間帯等によって、マクロ的な動態を把握する。また、イベント以外にも、自然災

害、事故等で生じる広域もしくは狭域の突発事象についても検討すること。  
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2) ミクロ解析 

国民性（国籍等）、移動目的（観光、買物、ビジネス、等）、人数構成（単独、カ

ップル、友人、家族、等）、年齢層、性別等の情報を基として、移動選択（経路、時

間帯等）における傾向や実際の動態を把握する。  

 

(3) 混雑情報等の提示による行動心理の解析および行動変容の仮説構築  

混雑情報等の提示による人々の行動心理を解析し、市民の理解と参画のもとに実

施される行動変容に対する複数の仮説（シナリオ）を設定する。仮説シナリオは、

1 次的な因果関係だけではなく、それにともなって生じる 2 次、3 次的な要素も勘

案し、現実的な事象との乖離（想定外）を極力なくすことが望ましい。  

 

(4) 実証実験計画および啓発シナリオ設計  

(1)～(3)の検討結果に基づき、平成 28 年度以降に実際のイベント時等の現場で実

証実験計画および、啓発シナリオ設計を行う。実証実験計画の検討にあたっては、

場面、時期、取得データおよび定量的な評価指標と目標値を設定するとともに、シ

ステムの有効性や市民の親和性・受容性などを定量的に評価することを含め計画を

立案する。 

また、啓発シナリオの設計においては、市民への情報提供など啓発活動の中長期

シナリオを描く。情報提供にあたっては、様々な情報提供媒体（Web サイト、フェ

イスブック、TV、ラジオ、新聞、今後出現する新たな媒体等）との連携を含め検討

を行う。 
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2.1 既存の混雑・渋滞予測技術の調査と課題抽出 

2.1.1  調査概要 

調査フローを図 2-1 に示す。 

本節では、「一般的な混雑・渋滞予測技術の整理」、「大規模イベント実施状況の調

査」、「大規模イベント実施時の混雑・渋滞予測技術の調査」、「ヒアリング調査」、「成

功・失敗事例の要因把握」を行った。  

「一般的な混雑・渋滞予測技術の整理」では、交通事業者やアプリ等情報提供会

社が混雑・渋滞予測をどのように行っているかを整理した。また、「大規模イベント

実施状況の調査」において、国内の大規模イベントをインターネット検索により把

握した上で、「大規模イベント実施時の混雑・渋滞予測技術の調査」と、「ヒアリン

グ調査」において大都市で実施されたイベントの混雑・渋滞予測方法を調査した。

これらを踏まえ、オリンピック・パラリンピックの混雑・渋滞を予測する上で参考

となる要素や留意点を「成功・失敗事例の要因把握」として整理した。  

 

 

図 2-1 調査フロー   
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2.1.2  一般的な混雑・渋滞予測技術の整理  

ここでは、高速道路会社や鉄道事業者、航空会社といった交通事業者と、アプリ

等情報提供会社に着目し、混雑・渋滞予測技術を整理した。なお、テーマパーク等

の民間施設やイベント関連については、次項で扱った。  

また、調査内容は、交通需要の予測・設定方法、交通容量の予測・設定方法、交

通状態算出手法(渋滞有無の判定方法等)、予測情報提供内容・表現方法に着目した。  

 

(1) 一般的な混雑・渋滞予測の概念  

一般的な混雑・渋滞予測の概念を図 2-2 に示す。  

一般的な混雑・渋滞予測は、「事前予測」と「リアルタイム予測」に区分すること

ができる。 

「事前予測」は交通需要と交通容量を予測・設定し、両者を比較することが多い。

この時交通容量は既知であることが多い。比較の結果、交通需要が交通容量を超え

ていれば渋滞となり、超えていなくとも交通需要が一定値以上であれば混雑となり、

それを情報提供することになる。  

「リアルタイム予測」は、現時点の交通状態を観測することから始めることが多

い。その上で、過去のトレンド等より交通状態を推定する等を行い、情報を提供す

る。 

 

 

図 2-2 一般的な混雑・渋滞予測の概念  
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(2) 高速道路会社 

NEXCO 東日本の「ドラとら」における渋滞予測の一例を図 2-3 に示す。また、

渋滞予測方法を図 2-4～図 2-5 に示す。 

NEXCO 東日本をはじめ各高速道路会社は、HP 上で渋滞予測情報を提供してい

る。渋滞予測は日別に行われ、ボトルネック毎に渋滞時間や最大渋滞長が示されて

いる。 

具体的には、過去 3 年間の渋滞実績データをもとに、曜日配列、特異事象の影響、

イベント等の開催状況、ネットワーク整備状況などを考慮し、渋滞予測を行ってい

る。そのため、交通需要と交通容量は算定しておらず、過去と交通需要やその時間

変動パターンが同様であることを前提としている。なお、さらに詳細な渋滞予測方

法については、ヒアリング調査結果を踏まえて後述した。  

 

 

出典 ：NEXCO 東日本 HP 

URL ：https://www.drivetraffic.jp/map.html 

図 2-3 NEXCO 東日本の「ドラとら」における渋滞予測結果の一例  
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出典 ：NEXCO 東日本 HP 

URL ：http://www.driveplaza.com/safetydrive/mamechishiki/013.html 

図 2-4 高速道路の渋滞予測方法(1/2) 
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出典 ：NEXCO 東日本 HP 

URL ：http://www.e-nexco.co.jp/pressroom/press_release/head_office/ 

 h21/0717b/pdfs/reference_9.pdf 

図 2-5 高速道路の渋滞予測方法(2/2)  
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(3) 自動車交通全般  

自動車交通のシミュレーションモデルの体系図を図 2-6 に示す。また、交通需要

と交通容量の比較による渋滞判定イメージを図 2-7 に示す。 

自動車交通のシミュレーションモデルは、大きく離散モデルと流体モデルに区分

できる。離散モデルの多くは追従モデルを内包した車両 1 台 1 台の挙動を再現した

ものである。一方、流体モデルは車両を単位時間・リンクあたりのブロック内台数

で表現したものであり、アクセスコントロールされた高速道路での適用実績が多い。

いずれも、交通需要と交通容量を比較して渋滞を生成していることが特徴である。

これらシミュレーションは、パラメータの設定こそ煩雑であるものの、交通需要や

交通容量を自由に設定できることから、ネットワークの変化や渋滞対策実施に伴う

将来の渋滞予測に用いられる。  

 

 

図 2-6 自動車交通のシミュレーションモデルの体系図  
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図 2-7 交通需要と交通容量の比較による渋滞判定イメージ  
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(4) 鉄道事業者 

JR 東海の「JR CYBER STATION」による渋滞情報の一例を図 2-8 に示す。 

JR 東海では、東海道・山陽道新幹線の空席案内に関する情報提供を行っている。

具体的には、列車毎に空席有無を知らせるものであり、交通需要は座席の予約数、

交通容量は指定席の数と考えれば、一種の渋滞予測とみなすことができる。  

 

 

出典 ：JR 東海 HP 

URL ：http://www.jr.cyberstation.ne.jp/ 

図 2-8 JR 東海の「JR CYBER STATION」による渋滞情報の一例  
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鉄道事業者は、混雑率を測定し公表している。混雑率は、今後のシミュレーショ

ン結果の表現方法として十分に参考になると考えられたため、ここで整理した。混

雑率の目安を図 2-9 に示す。 

混雑率は以下の指標として表現される。ただし、大半の事業者は、輸送人員を目

視で計測しているとのことである。  

混雑率=輸送人員÷輸送力 

 ※輸送力=車両定員×通過車両数  

 ※車両定員は国土交通省が規定する標準定員(都市交通年報に記載) 

 

 

出典 ：国土交通省 HP 

URL ：http://www.mlit.go.jp/tetudo/toshitetu/03_04.html 

図 2-9 鉄道における混雑率の目安  
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(5) 航空会社 

ANA の混雑情報の一例を図 2-10 に示す。  

ANA や JAL では、航空便の空席案内に関する情報提供を行っている。具体的に

は、航空便毎に空席有無を知らせるものであり、前述の JR 東海の例と同様である。  

 

 

出典 ：ANA HP 

URL ：https://www.ana.co.jp/promotop_dom.html 

図 2-10 ANA の混雑情報の一例  
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(6) アプリ等情報提供会社  

NAVITIME の鉄道駅に関する混雑予測の一例を図 2-11 に示す。 

NAVITIME では、検索された駅を集計し、過去の一定期間と比べて際立って検索

数が上昇している駅とその日時を表示している。前述の JR 東海や航空会社と同様、

インターネットのアクセスを介して交通需要を見積もるというものである。  

 

 

出典 ：NAVITIME 

URL ：http://www.navitime.co.jp/forecast/station 

図 2-11 NAVITIME の鉄道駅に関する混雑予測の一例  

  



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-13 

 

NAVITIME の列車に関する混雑予測の一例を図 2-12 に示す。 

NAVITIME では、同社が実地調査を行い、列車種別や停車駅などの列車情報を元

に予測システムを開発している。アイコンは混雑度のレベルごとに 6 段階で表示さ

れる。また、車内の混雑度のほか、ベビーカーを使用したまま乗車できるスペース

も確認できる。  

ベビーカーを例にした混雑状態の情報提供方法は、今後、東京オリンピックやパ

ラリンピック時の情報提供として十分に参考となる。  

 

 

出典 ：NAVITIME 

URL ：http://corporate.navitime.co.jp/topics/pr/201411/13_2808.html 

図 2-12 NAVITIME の列車に関する混雑予測の一例  
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2.1.3  大規模イベント実施状況の調査  

国内における大規模イベントをインターネット検索より整理した。この際、表 2-1

に示すとおり、「施設」と「イベント」に区分し、合計 27 の中分類で整理した。  

 

表 2-1 大規模イベントの大・中分類  

 

  

1  遊園地 8  駅伝

2  動物園 9  マラソン

3  水族館 10  サッカー

4  テーマパーク 11  F1

5  ミュージアム 12  コンサート

6  観光地 13  AKB総選挙

7  休憩施設 14  初詣

15  花火

16  祭り

17  パレード

18  ファッション

19  モータショー

20  アニメ

21  ギャンブル

22  グルメ

23  ゲーム

24  宗教儀式

25  ソーシャルネットサービス

26  展示会

27  イルミネーション

大分類 No. 中分類

イベント

大分類 中分類

施設

No.
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インターネット検索して収集した大規模イベントを表 2-2～表 2-6 に示す。  

大規模イベントに関する情報として、全 225 事例収集した。  

 

表 2-2 大規模イベント一覧(1/5) 

 

  

1 施設 遊園地  東京ドームシティアトラクション 東京都

2 施設 遊園地  よみうりランド 東京都

3 施設 遊園地  としまえん 東京都

4 施設 遊園地  ナガシマリゾート 三重県

5 施設 遊園地  鈴鹿サーキット 三重県

6 施設 遊園地  ひらかたパーク 大阪府

7 施設 遊園地  コドモニアKodomonia 大阪府

8 施設 動物園  旭川市旭山動物園 北海道

9 施設 動物園  東京都恩賜上野動物園 東京都

10 施設 動物園  東武動物公園 埼玉県

11 施設 動物園  名古屋市東山動植物園 愛知県

12 施設 動物園  神戸市立王子動物園 兵庫県

13 施設 水族館  すみだ水族館 東京都

14 施設 水族館  サンシャイン水族館 東京都

15 施設 水族館  海遊館 大阪府

16 施設 水族館  名古屋港水族館 愛知県

17 施設 水族館  沖縄美ら海水族館 沖縄県

18 施設 テーマパーク  アンパンマンミュージアム 神奈川県

19 施設 テーマパーク  サンリオピューロランド 東京都

20 施設 テーマパーク  東京ディズニーランド・東京ディズニーシー 千葉県

21 施設 テーマパーク  ユニバーサル・スタジオ・ジャパン 大阪府

22 施設 テーマパーク  ハウステンボス 長崎県

23 施設 テーマパーク  志摩スペイン村 パルケエスパーニャ 三重県

24 施設 テーマパーク  琉球村　　 沖縄県

25 施設 テーマパーク  ギャラクシティ 東京都

26 施設 ミュージアム  広島平和記念資料館 広島県

27 施設 ミュージアム  新横浜ラーメンミュージアム 神奈川県

28 施設 ミュージアム  満天 池袋サンシャインシティ 東京都

29 施設 ミュージアム  国立新美術館 東京都

30 施設 ミュージアム  金沢21世紀美術館 石川県

31 施設 ミュージアム  名古屋市科学館 愛知県

32 施設 観光地  立山黒部アルペンルート 富山県

33 施設 観光地  国宝姫路城 兵庫県

34 施設 観光地  スカイツリー 東京都

35 施設 観光地  東京タワー 東京都

36 施設 休憩施設  海ほたる 千葉県

37 イベント 駅伝  箱根駅伝 東京都、神奈川県

38 イベント 駅伝  全日本実業団対抗駅伝競走大会(ニューイヤー駅伝) 群馬県

39 イベント 駅伝  天皇盃全国都道府県対抗男子駅伝競走大会 広島県

40 イベント 駅伝  皇后盃全国都道府県対抗女子駅伝競走大会 京都府

41 イベント マラソン  北海道マラソン 北海道

42 イベント マラソン  かすみがうらマラソン 茨城県

43 イベント マラソン  さいたまシティマラソン 埼玉県

44 イベント マラソン  東京マラソン 東京都

45 イベント マラソン  サンスポ千葉マリンマラソン 千葉県

No 大分類 中分類 小分類 所在地
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表 2-3 大規模イベント一覧(2/5) 

 

  

46 イベント マラソン  湘南国際マラソン 神奈川県

47 イベント マラソン  焼津みなとマラソン 静岡県

48 イベント マラソン  山中湖ロードレース 山梨県

49 イベント マラソン  名古屋ウィメンズマラソン 愛知県

50 イベント マラソン  大阪マラソン 大阪府

51 イベント マラソン  神戸マラソン 兵庫県

52 イベント マラソン  福岡マラソン 福岡県

53 イベント マラソン  NAHAマラソン 沖縄県

54 イベント サッカー  ワールドカップ2002(国立競技場、埼玉2002スタジアム) 東京都、埼玉県

55 イベント モーターレース  鈴鹿8時間耐久ロードレース 三重県

56 イベント モーターレース  F1日本グランプリ 三重県

57 イベント コンサート  嵐コンサート(札幌ドーム) 北海道

58 イベント コンサート  嵐コンサート(東京ドーム) 東京都

59 イベント コンサート  嵐コンサート(ナゴヤドーム) 愛知県

60 イベント コンサート  嵐コンサート(京セラドーム大阪) 大阪府

61 イベント コンサート  嵐コンサート(福岡 Yahoo!JAPANドーム) 福岡県

62 イベント コンサート  嵐(ARASHI BLAST in Hawaii)※日本の企業が主催しているため対象とした ハワイ

63 イベント コンサート  ももいろクローバーz(横浜アリーナ) 神奈川県

64 イベント コンサート  ももいろクローバーz(福岡 Yahoo!JAPANドーム) 福岡県

65 イベント コンサート  ももいろクローバーz(エコパスタジアム) 静岡県

66 イベント コンサート  ももいろクローバーz(幕張メッセ) 千葉県

67 イベント コンサート  ROCK IN JAPAN FESTIVAL(国営ひたち海浜公園) 茨城県

68 イベント コンサート  summer sonic(QVCマリンフィールド＆幕張メッセ,舞洲サマーソニック大阪特設会場) 千葉県、大阪府

69 イベント コンサート  FUJI ROCK FESTIVAL(苗場スキー場) 新潟県

70 イベント コンサート  AKBコンサート(さいたまスーパーアリーナ) 埼玉県

71 イベント コンサート  AKBコンサート(福岡 Yahoo!JAPANドーム) 福岡県

72 イベント コンサート  AKBコンサート(日産スタジアム) 東京都

73 イベント AKB総選挙  AKB総選挙(福岡 Yahoo!JAPANドーム) 福岡県

74 イベント 初詣  武蔵一宮 氷川神社 埼玉県

75 イベント 初詣  浅草寺 東京都

76 イベント 初詣  明治神宮 東京都

77 イベント 初詣  鶴岡八幡宮 神奈川県

78 イベント 初詣  川崎大師 平間寺 神奈川県

79 イベント 初詣  成田山新勝寺 千葉県

80 イベント 初詣  熱田神宮 愛知県

81 イベント 初詣  伏見稲荷大社 京都府

82 イベント 初詣  住吉大社 大阪府

83 イベント 初詣  生田神社 兵庫県

84 イベント 初詣  太宰府天満宮 福岡県

85 イベント 花火  東北町湖水まつり花火大会 青森県

86 イベント 花火  石巻川開き祭り花火大会 宮城県

87 イベント 花火  仙台七夕花火祭 宮城県

88 イベント 花火  全国花火競技大会 秋田県

89 イベント 花火  山形大花火大会 山形県

90 イベント 花火  赤川花火大会 山形県

No 大分類 中分類 小分類 所在地
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表 2-4 大規模イベント一覧(3/5) 

 

  

91 イベント 花火  酒田花火ショー 山形県

92 イベント 花火  いわき小名浜港花火大会 福島県

93 イベント 花火  須賀川市釈迦堂川全国花火大会 福島県

94 イベント 花火  土浦全国花火競技大会 茨城県

95 イベント 花火  古河花火大会 茨城県

96 イベント 花火  水戸黄門まつり花火大会 茨城県

97 イベント 花火  わたらせ・サマー・フェスタ足利花火大会 栃木県

98 イベント 花火  うつのみや花火大会 栃木県

99 イベント 花火  おやまサマーフェスティバル～小山の花火～ 栃木県

100 イベント 花火  真岡市夏まつり大花火大会 栃木県

101 イベント 花火  高崎まつり大花火大会 群馬県

102 イベント 花火  戸田橋花火大会 埼玉県

103 イベント 花火  あついぞ！熊谷　熊谷花火大会 埼玉県

104 イベント 花火  朝霞市民まつり「彩夏祭」 埼玉県

105 イベント 花火  越谷花火大会 埼玉県

106 イベント 花火  たたら祭り 埼玉県

107 イベント 花火  小川町七夕まつり 埼玉県

108 イベント 花火  「市川市制施行75周年記念」第25回市川市民納涼花火大会 千葉県

109 イベント 花火  浦安市納涼花火大会 千葉県

110 イベント 花火  木更津港まつり 千葉県

111 イベント 花火  千葉市民花火大会 千葉県

112 イベント 花火  隅田川花火大会 東京都

113 イベント 花火  江戸川区花火大会 東京都

114 イベント 花火  立川まつり国営昭和記念公園花火大会 東京都

115 イベント 花火  足立の花火 東京都

116 イベント 花火  いたばし花火大会 東京都

117 イベント 花火  葛飾納涼花火大会 東京都

118 イベント 花火  江東花火大会 東京都

119 イベント 花火  調布市花火大会 東京都

120 イベント 花火  せいせき多摩川花火大会 東京都

121 イベント 花火  あつぎ鮎まつり大花火大会 神奈川県

122 イベント 花火  鎌倉花火大会 神奈川県

123 イベント 花火  神奈川新聞花火大会 神奈川県

124 イベント 花火  相模原納涼花火大会 神奈川県

125 イベント 花火  よこすか開国祭「開国花火大会」 神奈川県

126 イベント 花火  金沢まつり花火大会 神奈川県

127 イベント 花火  新潟まつり花火大会 新潟県

128 イベント 花火  長岡まつり大花火大会 新潟県

129 イベント 花火  ぎおん柏崎まつり海の大花火大会 新潟県

130 イベント 花火  片貝まつり浅原神社秋季例大祭奉納大煙火 新潟県

131 イベント 花火  川北まつり北國大花火川北大会 石川県

132 イベント 花火  北國花火2009金沢大会 石川県

133 イベント 花火  とうろう流しと大花火大会 福井県

134 イベント 花火  笛吹市夏まつり第45回石和温泉花火大会 山梨県

135 イベント 花火  諏訪湖祭湖上花火大会 長野県

No 大分類 中分類 小分類 所在地



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-18 

 

表 2-5 大規模イベント一覧(4/5) 

 

  

136 イベント 花火  全国新作花火競技大会 長野県

137 イベント 花火  全国花火大会 岐阜県

138 イベント 花火  全国選抜長良川中日花火大会 岐阜県

139 イベント 花火  安倍川花火大会 静岡県

140 イベント 花火  沼津夏まつり・狩野川花火大会 静岡県

141 イベント 花火  按針祭海の花火大会 静岡県

142 イベント 花火  焼津海上花火大会 静岡県

143 イベント 花火  清水みなと祭り海上花火大会 静岡県

144 イベント 花火  海の日名古屋みなと祭花火大会 愛知県

145 イベント 花火  豊田おいでんまつり花火大会 愛知県

146 イベント 花火  濃尾大花火 愛知県

147 イベント 花火  日本ライン夏まつり納涼花火大会 愛知県

148 イベント 花火  宇治橋架け替え奉祝記念第57回伊勢神宮奉納全国花火大会 三重県

149 イベント 花火  四日市花火大会 三重県

150 イベント 花火  びわ湖大花火大会 滋賀県

151 イベント 花火  宇治川花火大会 京都府

152 イベント 花火  なにわ淀川花火大会 大阪府

153 イベント 花火  天神祭奉納花火 大阪府

154 イベント 花火  みなとこうべ海上花火大会 兵庫県

155 イベント 花火  松江水郷祭湖上花火大会 島根県

156 イベント 花火  おかやま桃太郎まつり 第36回納涼花火大会 岡山県

157 イベント 花火  広島みなと夢花火大会 広島県

158 イベント 花火  あしだ川花火大会 広島県

159 イベント 花火  おのみち住吉花火まつり 広島県

160 イベント 花火  宮島水中花火大会 広島県

161 イベント 花火  関門海峡花火大会 山口県

162 イベント 花火  さぬき高松まつり花火大会「どんどん高松」 香川県

163 イベント 花火  西日本大濠花火大会 福岡県

164 イベント 花火  筑後川花火大会 福岡県

165 イベント 花火  くきのうみ花火の祭典 福岡県

166 イベント 花火  させぼシーサイドフェスティバル2009花火大会 長崎県

167 イベント 花火  やつしろ全国花火競技大会 熊本県

168 イベント 祭り  YOSAKOI　ソーラン祭り(札幌市) 北海道

169 イベント 祭り  青森ねぶた祭 青森県

170 イベント 祭り  さっぽろ雪まつり 青森県

171 イベント 祭り  仙台七夕まつり 宮城県

172 イベント 祭り  秋田竿燈まつり 秋田県

173 イベント 祭り  山形花笠まつり 山形県

174 イベント 祭り  越中八尾 おわら風の盆 富山県

175 イベント 祭り  浅草サンバカーニバルパレードコンテスト 東京都

176 イベント 祭り  神田祭 東京都

177 イベント 祭り  三社祭 東京都

178 イベント 祭り  浅草歳の市　羽子板市 東京都

179 イベント 祭り  浅草酉の市　 東京都

180 イベント 祭り  日本橋・京橋まつり　大江戸活粋パレード 東京都

No 大分類 中分類 小分類 所在地
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表 2-6 大規模イベント一覧(5/5) 

 

  

181 イベント 祭り  秩父夜祭 埼玉県

182 イベント 祭り  にっぽんど真ん中まつり(名古屋市) 愛知県

183 イベント 祭り  祇園祭 京都府

184 イベント 祭り  岸和田だんじり祭 大阪府

185 イベント 祭り  阿波おどり 徳島県

186 イベント 祭り  よさこい祭り 高知県

187 イベント 祭り  博多どんたく港まつり 福岡県

188 イベント 祭り  博多祇園山笠 福岡県

189 イベント パレード  荒川静香凱旋パレード(仙台市) 宮城県

190 イベント パレード  羽生結弦仙台凱旋パレード(仙台市) 宮城県

191 イベント パレード  楽天イーグルス優勝パレード(仙台市) 宮城県

192 イベント パレード  青山学院大学箱根駅伝優勝パレード(相模原市) 神奈川県

193 イベント パレード  ロンドン五輪メダリスト凱旋パレード(銀座) 東京都

194 イベント パレード  皇太子雅子妃成婚パレード 東京都

195 イベント パレード  今上天皇ご成婚パレード 東京都

196 イベント パレード  読売ジャイアンツ優勝パレード(銀座) 東京都

197 イベント パレード  阪神タイガース優勝パレード(御堂筋) 大阪府

198 イベント パレード  福岡ソフトバンクホークス優勝(福岡市) 福岡県

199 イベント ファッション  東京ガールズコレクション(国立代々木競技場) 東京都

200 イベント モータショー  東京モーターショー(東京ビックサイト) 東京都

201 イベント アニメ  コミックマーケット(東京ビッグサイト) 東京都

202 イベント ギャンブル  日本ダービー(東京競馬場) 東京都

203 イベント グルメ  Food Nations 肉フェスTOKYO 2015 春(昭和記念公園) 東京都

204 イベント グルメ  東京ラーメンショー(駒沢オリンピック公園) 東京都

205 イベント グルメ  横浜オクトーバーフェスト2015 神奈川県

206 イベント グルメ  ご当地グルメでまちおこしの祭典! B-1グランプリ 毎年開催地変更

207 イベント ゲーム  東京ゲームショー(幕張メッセ) 千葉県

208 イベント 宗教儀式  池上本門寺 お会式 東京都

209 イベント 宗教儀式  善光寺御開帳 長野県

210 イベント ソーシャルネットサービス  ニコニコ超会議(幕張メッセ) 千葉県

211 イベント 展示会  トミカ博 in YOKOHAMA(パシフィコ横浜) 神奈川県

212 イベント イルミネーション  SENDAI　光のページェント 宮城県

213 イベント イルミネーション  ビッグツリーページェント・フェスタ 福島県

214 イベント イルミネーション  表参道イルミネーション 東京都

215 イベント イルミネーション  ミッドタウン 東京都

216 イベント イルミネーション  カレッタ汐留 東京都

217 イベント イルミネーション  東京ミチテラス(旧称：東京ミレナリオ) 東京都

218 イベント イルミネーション  JR赤羽駅東口駅前・西口駅前商店街 東京都

219 イベント イルミネーション  多摩センターイルミネーション 東京都

220 イベント イルミネーション  さいたま新都心けやきひろば 埼玉県

221 イベント イルミネーション  つくば光の森 茨城県

222 イベント イルミネーション  OSAKA光のルネサンス 大阪府

223 イベント イルミネーション  御堂筋イルミネーション 大阪府

224 イベント イルミネーション  神戸ルミナリエ 兵庫県

225 イベント イルミネーション  ひろしまドリミネーション 広島県

No 大分類 中分類 小分類 所在地



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-20 

 

2.1.4  大規模イベント実施時の混雑・渋滞予測技術の調査  

(1) 対象イベントの抽出  

対象イベントの抽出結果を図 2-13 に示す。  

本業務では東京オリンピック・バラリンピックを見据えていることから、前項で

収集した国内の大規模イベント 225 件のうち、都市部の 87 件(施設：19 件、イベン

ト：68 件)を対象とした。また、地方部の大規模スポーツイベント (F1 日本グランプ

リ)1 件も追加し、計 88 件を対象とした。  

 

 

図 2-13 対象イベントの抽出結果  
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(2) 混雑・渋滞予測実施有無  

対象とした大規模イベントの混雑・渋滞予測実施有無の調査結果を図 2-14 に示

す。 

対象とした 88 件の混雑・渋滞予測の実施有無を各施設・イベントの公式 HP を

もとに調査した。調査の結果、交通機関の混み具合を予測し情報提供したものは皆

無であった。また、施設の混み具合については、19 件のうち「満天  池袋サンシャ

インシティ」と「ギャラクシティ」の 2 件のみであり、イベントについては 69 件

中 0 件であった。  

なお、混雑・渋滞予測を実施していない 84 件は、公式 HP で確認できなかった

ものであり、実際に内部で予測をしていないものではない。  

 

 

図 2-14 混雑・渋滞予測実施有無の調査結果  
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(3) 交通機関の混雑・渋滞予測  

交通機関に関する混雑・渋滞の情報提供例を図 2-15～図 2-16 に示す。 

大規模イベントにおいては、交通機関の混雑･渋滞予測まで対象範囲を広げていな

いことがわかった。イベントの中には名古屋ウィメンズマラソンや福岡マラソンの

ように、公共交通機関を利用することを推奨したり、ノーマイカーデーを広報して

いる事例があるものの、その程度にとどまっている。  

道路や鉄道の予測は、各事業者が行っていると想定される。  

 

 

出典 ：名古屋ウィメンズマラソン事務局 HP 

URL ：http://womens.marathon-festival.com/access/ 

図 2-15 交通機関に関する混雑・渋滞の情報提供例(1/2) 
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出典 ：福岡マラソン実行委員会事務局 

URL ：http://www.f-marathon.jp/data/traffic/traffic_map.pdf 

図 2-16 交通機関に関する混雑・渋滞の情報提供例(2/2) 
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(4) 施設の混雑予測(公式 HP) 

公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例を図 2-17～図 2-18 に示す。  

公式 HP において混雑の情報提供を行っている施設は、満天  池袋サンシャインシ

ティとギャラクシティの 2 つであった。これらは、過去の実績に基づいて情報提供

しているが、予測方法まで言及されていない。あくまでも参考値、目安として、情

報を提供しているようである。  

 

 

出典 ：満天 池袋サンシャインシティ HP 

URL ：http://www.planetarium.konicaminolta.jp/tenku/program/schedule.html 

図 2-17 公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例(1/2) 
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出典 ：ギュラクシティ HP 

URL ：http://www.galaxcity.jp/modules/info/index.

 php?action=PageView&page_id=50 

図 2-18 公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例(2/2) 
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(5) 施設の混雑予測(非公式 HP) 

非公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例を図 2-19～図 2-22 に示す。  

公式 HP では、施設の混雑情報を提供しているものが非常に少ない。一方、ディ

ズニーランドやディズニーシー、ユニバーサルスタジオジャパンをはじめ、非公式

HP では混雑に関する予測情報を提供している。なお、ディズニーランドでは、混

雑の目安を、「ガラガラ」、「かなり空いている」、「空いている」、「まぁ混雑 (慣れて

いると普通)」、「やや混雑(慣れていないと辛い)」、「混雑(慣れていないとかなり辛

い)」、「非常に混雑(入園制限に注意)」、「激しく混雑(入園制限に注意)」の 8 段階表

示している。また、予測する際に考慮する要因として、団体制限や長期休暇・連休、

テスト休み、修学旅行シーズン、卒業旅行シーズン、県民・都民・市民の日、運動

会・文化祭の振替休日、海外の休日、天候等、多岐に渡っている。  

公式 HP において混雑情報を提供しない理由として、予測が大幅に外れることに

よるサービス低下の懸念や、そもそも混雑を抑制したいわけではないことが考えら

れる。 

 

  



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-27 

 

 

URL ：http://www15.plala.or.jp/gcap/disney/ 

図 2-19 非公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例(1/4) 
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URL ：http://www15.plala.or.jp/gcap/disney/ 

図 2-20 非公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例(2/4) 
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URL ：http://www15.plala.or.jp/gcap/disney/ 

図 2-21 非公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例(3/4) 
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URL ：http://usjinfo.com/ 

図 2-22 非公式 HP に掲載された施設の混雑情報提供例(4/4) 
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(6) 施設の混雑情報提供(混んでる？.com) 

「混んでる？ .com」の HP を図 2-23 に示す。  

「混んでる？ .com」は個人が運営している HP であり、対象は東京スカイツリー、

東京タワーをはじめ、テーマパーク、遊園地、水族館、動物園など関東地域の約 20

施設である。このサイトは、ツイッターの件数を集計することで過去から現在の混

雑情報を提供するものである。  

なお、「混んでる？ .com」の運営者へのヒアリング調査結果は後述した。  
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URL ：http://www.konderu.com/ 

図 2-23 混んでる？ .com の HP 
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2.1.5  ヒアリング調査  

インターネット検索では混雑・渋滞予測方法を詳細に把握することができなかっ

たため、4 事業者にヒアリング調査を実施した。ヒアリング調査概要を表 2-7 に示

す。また、ヒアリング議事録を表 2-8～表 2-17 に、東京マラソン 2016 のチラシを

図 2-24～図 2-25 に示す。 

ヒアリング調査では、混雑・渋滞予測実施有無、予測等に関する課題や問題点、

混雑回避の仕掛け等を確認した。  

 

表 2-7 ヒアリング調査概要  

 

 

  

No. ヒアリング日

1
「混んでる？.com」運営者
(hanachan)

平成28年1月22日(金)

2
東日本高速道路(株)
関東支社

平成28年1月27日(水)

3 東京地下鉄(株) 平成28年2月10日(水)

4 警視庁 平成28年3月2日(水)

ヒアリング先
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表 2-8 ヒアリング議事録(1/10) 
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表 2-9 ヒアリング議事録(2/10) 
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表 2-10 ヒアリング議事録(3/10) 
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表 2-11 ヒアリング議事録(4/10) 
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表 2-12 ヒアリング議事録(5/10) 
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表 2-13 ヒアリング議事録(6/10) 
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表 2-14 ヒアリング議事録(7/10) 
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表 2-15 ヒアリング議事録(8/10) 
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表 2-16 ヒアリング議事録(9/10) 
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表 2-17 ヒアリング議事録(10/10) 
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図 2-24 東京マラソン 2016 のチラシ(1/2)  
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図 2-25 東京マラソン 2016 のチラシ(2/2)  
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2.1.6  成功・失敗事例の要因把握  

(1) インターネット検索の概要  

インターネット検索により一般的な混雑・渋滞予測方法を確認した結果、多くは

事前予測、またはリアルタイムの状況を知らせるものであり、リアルタイム予測は

行われていないようであった。また、事前の混雑・渋滞予測は、多くが交通需要と

交通容量を比較することで実施している。この時、交通容量は既知であることから、

交通需要をどう設定・見積もるかが重要となる。座席の予約数等実績の交通需要を

設定する例があり、交通需要の予測技術は公表されていない。なお、表現方法とし

ては、NAVITIME のベビーカーに考慮したものが参考になる。  

都市部における大規模イベント・施設の混雑・渋滞予測方法を調査したところ、

公式 HP では混雑･渋滞予測情報を提供していないことを確認した。混雑情報を提供

しない理由として、予測が大幅に外れることによるサービス低下の懸念や、そもそ

も混雑を抑制したいわけではないことが考えられる。一方、個人あるいはその他企

業が独自方法で混雑状況を予測しており、これらサイトは充実している。  

インターネットによる情報収集では、情報量に限界があるためヒアリング調査を

4 事業者に対して実施し、オリンピック･パラリンピックの混雑･渋滞を予測する上

で参考となり得る、成功・失敗事例の要因把握を行った。  

 

(2) ヒアリング調査による成功・失敗事例の要因把握  

1) 混んでる?.com 

混んでる？.com は、ツイッターの文字を自動検索し(指定した観光施設名と混雑

状況を類推できる単語)、ツイート件数を「空いてる」、「気になる」、「混んでる」に

区分して集計している。サイト内では、「混雑予想」としている箇所において、混ん

でいる曜日・時間帯と空いている曜日・時間帯を表示しているが、あくまでも過去

の実績であり、季節特性や施設のイベントは考慮していないとのことである。  

運営者も予測することの困難さを示している。ツイッターの性質上、あくまでも

リアルタイムの状況を示しているため、当日の行動変容の役に立つことを想定して

いる。ここでは、混雑・渋滞予測を行うにあたって、短期、中期、長期の視点が必

要であることを確認した。混んでる？ .com のようなツイッターの件数は短期に位置

付けられ、交通の場面に当てはめれば直前の経路選択に資すると考えられる。また、

長期的予測であれば、移動有無の判断に役立つと考えられる。  
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2) 東日本高速道路(株) 

NEXCO 東日本が HP で公表している渋滞予測は、過去のうち 3 年分の渋滞実績

をもとに、渋滞発生 kp、渋滞開始・終了時刻、最大渋滞長を予測している。過去 3

年間を参照するということは、各年の交通需要や利用者の行動パターンが同様であ

ることを前提としており、ここでも交通需要やその変動パターンを見積もることが

困難であることがわかる。  

渋滞予測の影響要因は、天気、曜日の組合せ、ガソリン価格、ネットワークの変

化、料金割引、イベントである。新規路線の供用や料金改定等条件が変化する時は、

交通需要の総量が変わるのみでなく、交通需要の時間パターンが変化するため、予

測が困難であり、想像しながら作業を進めているそうである。また、地域ごとのイ

ベントについては、HP の検索などを行い、イベントカレンダーを作成することで

整理している。毎年行われているものは過去の渋滞実績があるため、それを参照に

している。認識していないイベントによって渋滞が発生してしまった場合は、翌年

から考慮するということをしている。イベントに対してどの程度の交通需要が見込

まれるかを予測することは困難であるとの認識であった。  

 

3) 東京地下鉄(株) 

東京メトロにおいても、イベント時の需要予測は行っていない。イベントの大小

にかかわらず、過去の経験から対策を講じている。需要予測の大変さ、または困難

さを示しているといえる。  

東京オリンピック・パラリンピックに向けては、外苑前駅と青山一丁目駅を対象

に、シミュレーションを用いた流動予測を行っている。組織委員会の動きがわから

ないため、予測の前提条件が把握できず、細かい検討ができていないというのが現

状である。具体的には、都内のホテル不足によって、観客が横浜、茨城、千葉等の

郊外にホテルに泊まることが想像されている。ホテルが不足した場合は、電車を利

用するか、長距離バスを利用するかの選択もあり、予測の前提条件が変わってしま

う。また、競技によっては、終了時刻が遅くなるため、何時まで列車を運行するか

が問題となる。これら上位計画の必要性が明らかとなった。その他、シミュレーシ

ョンにおいて歩行スピードを低くするべき属性は、外国人、車いす利用者、キャリ

ーバックを持っている人など多岐にわたり、これらの属性別速度については、今後

調査をする必要があると考えている。  
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4) 警視庁 

通常のプロ野球の試合であれば、特に規制はしていない。施設内で行われるイベ

ントは、収容人数が決まっているため、問題になることは少ない。一方、路上イベ

ントは人数を見積もることが容易ではなく、混雑することが多いため、警察官が現

場に出向くことが多い。東京オリンピック･パラリンピック開催時も、路上競技の混

雑に留意する必要がある。警視庁が最も気にしているのは、雑踏事故にならないよ

うに、歩行者を会場に誘導することである。  

また、東京マラソンの事例は、参考になると考えられる。主催者である一般財団

法人東京マラソン財団に対して、どのような協議を、どのようなメンバーで行った

かをヒアリングするとよいと思う。  
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2.2 ロンドンオリンピック・パラリンピックに関する調査  

2.2.1  交通需要予測方法  

ここでは、ロンドンオリンピック・パラリンピックの交通需要予測方法を調査・

整理した。 

(1) 経緯 

ロンドンオリンピック・パラリンピックにおいて、交通需要予測を行うにあたっ

ての経緯を表 2-18 に示す。  

ロンドンオリンピック・パラリンピックの交通需要予測は、2003 年の招致段階か

ら行われていた。また、2005 年に正式に開催地として決定した後、2006 年にロン

ドンオリンピック・パラリンピック法が制定され、必要な組織が設定された。その

組織によって、継続的に交通需要予測が実施されてきた。  

 

表 2-18 交通需要予測の経緯  

 

 

(2) オリンピック・パラリンピックの概要  

ロンドンオリンピック・パラリンピックの概要を表 2-19 に示す。また、用語の

解説を表 2-20 に示す。  

 

表 2-19 オリンピック・パラリンピックの概要  

  

時期

2003年～ 招致に向けて招致会社がロンドン交通局(TfL)と協力して交通戦略を策定した。

2005年7月6日 第117次IOC総会@シンガポールにて、ロンドンが開催地として決定された。

2006年 ロンドンオリンピック・パラリンピック法が制定された(必要な組織が設定された)。

法律制定以降 交通需要予測を中心的なツールとした交通計画の策定作業が継続的に進められた。

経緯

区分

開催日 2012年7月27日～8月12日(16日間)

競技会場 29会場(サッカー会場を含む)

観客数 約800万人(ピーク日は80万人)

オリンピック
ファミリー

約5万人(選手・認定メディア・役員・大会関係者)

開催日 2012年8月29日～9月9日(11日間)

観客数 約150万人

概要

オ
リ
ン
ピ
ッ

ク

パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ

ク
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表 2-20 用語の解説  

 

出典 ：(公財)交通エコロジー・モビリティ財団 

 ：オリンピック・パラリンピック開催に向けた 

  移動と交通に関する基礎調査報告書，2014.9 

URL ：http://www.ecomo.or.jp/barrierfree/report/ 

  data/26_09_olypara.pdf 

  

正式名 日本語名称 文章中表記

Department for Transport 英国運輸省 英国運輸省(DfT)

Disabled People’s Transport Advisory Committee 障害者交通諮問委員会 DPTAC

Greater London Authority 大ロンドン市 大ロンドン市(GLA)

Transport for London ロンドン交通局 ロンドン交通局(TfL)

International Olympic Committee 国際オリンピック委員会 IOC

International Paralympic Committee 国際パラリンピック委員会 IPC

the London Organising Committee of the Olympic Games ロンドンオリンピック・パラリンピック組織委員会 LOCOG

Olympics Delivery Authority オリンピック開発公社 ODA

Olympic Transport Specialty Committee オリンピック交通輸送専門委員会 OTSC

London Legacy Development Corporation ロンドンレガシー開発公社 LLDC

正式名 説明 文章中表記

London Underground
ロンドン交通局が運営する地下鉄で11路線が営
業

地下鉄

London Overground
ロンドン交通局が運営する大ロンドン市内および
近郊区間を走る鉄道

London Overground

Docklands Light Railway
ロンドン中心部と、カナリー・ワーフ、ロンドン・シ
ティ空 港、エクセル・エキシビション・センターなど
の東部の主要箇所を結ぶライトレール

DLR

London Tramlink
ロンドン南部を走るLRT。現在、クロイドンを中心
に、ウィンブルドン、ベックナム方面へ、計3路線が
運行

London Tramlink

Network Rail
英国国内の鉄道網のイフラストラクチャーを所有
し運営 している株式有限責任会社

Network Rail

Southeastern

ロンドンのヴィクトリア駅、チャリング・クロス駅、ブ
ラック フライアーズ駅、キャノン・ストリート駅を
ターミナルとし、ロンドンの南東ケント州へと向か
う路線を運営

Southeastern

Heathrow Express
Heathrow空港からロンドン市内を繋ぐ高速鉄道を
民間 事業者及びその路線

Heathrow Express

National Express
英国最大のコーチ事業者
ロンドン市内とHeathrow空港を結ぶリムジンバス
やその他長距離バスを運行

Southeastern

Emirates Air Line Emirates航空により整備されたロープウェイ Emirates Air Line

Private Hire Vehicles ミニキャブ PHV

組織

交通機関関連
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(3) 交通需要予測の手順  

交通需要予測の手順を図 2-26 に示す。 

ロンドンオリンピック・パラリンピックでは、大多数が公共交通機関、徒歩、自

転車を使用して競技会場を行き来できることを目指した。また、2 段階のモデル化

戦略を採用するとともに、不確定要素は適宜更新を行い、精度向上を図った。  

第 1 段階は、交通需要を見積り、OD 表を作成するものである。オリンピック・

パラリンピックの交通需要は日常ではなく、これまで経験したことがないようなも

のであるため、専門家が新たなモデルを構築した。具体的には、各日の交通手段別

OD 表を、観客と従業員に区分して予測した。シドニー・アテネとロンドンでは公

共交通の規模、構造、密度等に大きな差があり、需要予測に関する情報は有効では

なかった。そのため、オリンピック開発公社(ODA)は、マンチェスター(イギリス連

邦競技大会の 2002 年の開催都市：4 年間隔)のデータを追加するとともに、ウィン

ブルドンを含む国内の競技大会における幅広い試験的調査によって交通行動データ

を取得し、補完した。  

第 2 段階は、交通量配分であり、観客と従業員の経路と交通機関を予測した。交

通量配分では、ロンドン全体の公共交通機関をカバーする既存のモデルを全面的に

活用した。なお、以降では第 1 段階と第 2 段階に区分し、各モデルについて記載し

た。 

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-26 交通需要予測の手順   
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(4) 交通需要予測方法  

1) Stage1：Ticket choice model 

Ticket choice model の位置付けを図 2-27 に示す。  

Ticket choice model は、チケット配布枚数より発集量を推定するものである。具

体的には、ロンドンオリンピック・パラリンピック組織委員会 (LOCOG)の競技日程

による会場の定員枠を用いて、multi-tickets と single-tickets を会場間に配分した。

大会関係者や 1 日に 1 人の観客が 2 つ以上の種目のチケットを購入する可能性があ

ることにも留意して予測が行われた。なお、これらの数値には、マラソンに代表さ

れる路上競技のような観戦がチケット制でないものや、ロンドン市やライブサイト

を訪れる観客は含まれていない。  

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-27 Ticket choice model の位置付け  
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発集量の予測結果を図 2-28 に示す。 

オリンピックおよびパラリンピック競技大会の各日に参加すると予想される総観

客数を 5 つの会場グループ(Olympic Park、River Zone、Central Zone、その他の

会場、各地のサッカースタジアム)に分けて示した。 

 

 

出典 ：(公財)交通エコロジー・モビリティ財団 

 ：オリンピック・パラリンピック開催に向けた 

  移動と交通に関する基礎調査報告書，2014.9 

URL ：http://www.ecomo.or.jp/barrierfree/report/ 

  data/26_09_olypara.pdf 

図 2-28 発集量の予測結果  
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2) Stage1：Trip distribution model 

Trip distribution model の位置付けを図 2-29 に示す。 

a. 当初 

分布交通量(OD 表)は、重力モデル(1992)より出発地を推定することで作成した。

重力モデルは、ゾーン間の所要時間を変数とした。所要時間は、道路と鉄道の両者

を加味したものとしたものである。また、2009 年に実施されたスポーツ大会参加者

を対象とした SP 調査より、イベントタイプ別の収入や地域バイアスを把握し、上

記モデルに反映した。  

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-29 Trip distribution model の位置付け 
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b. 更新 

ロンドンオリンピック・パラリンピックでは、OD 表の更新作業を行った。具体

的には、2011 年の第 1 回チケット抽選終了後に、郵便番号をもとに OD 表を修正し

た。第 1 回の規模から、2012 年の第 2 回以降の抽選パターンを代表すると推測さ

れた。また、ごく一部は分布交通量推定モデルを引き続き適用した。これは、スポ

ンサー等他のルートでチケットを入手する観客がいるためである。  

 

c. 出発地の補正 

旅行時間と日帰り旅行割合の関係を図 2-30 に示す。 

Trip distribution model では、移動時間に基づき出発地を補正した。具体的には、

意向調査結果の日帰り有無関数を使用し、宿泊ありのトリップはホテル (1 位)か友人

/親戚宅(2 位)に宿泊すると仮定した。また、ホテル宿泊に関しては、ロンドンおよ

び英国南東部の観光組織が保有するデータベースより、利用可能ベッド数分布を推

定した。この時、データの精度を高めるために、LOCOG が大会関係者のために予

約することが判明している宿泊分は対象外とした。  

海外旅行者のうち北欧からの需要は、英国のアクセスポイントに割り付け、日帰

りは会場へ、宿泊はホテルへ向かうとした。それより遠くの海外からの需要は、総

チケットに対する割合として設定し(5%)、ホテルに割り付けた。  

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-30 旅行時間と日帰り旅行割合の関係   
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d. 当日の長距離移動者のプロファイリング  

当日に長距離移動する観客(マンチェスター、リーズ、ノッティンガム等：図 2-31

参照)は、一般的に試合直前に到着するように計画することはなく、観光や大会中の

ライブサイトでの観戦に充てる時間も含めるとともに、遅延の可能性も見込んで時

間的余裕を加えると考えられる。したがって、会場への往復の長距離プロファイリ

ングに関する想定は、次のとおりとした。  

 グレーター・ロンドン内から来る観客は、直接会場に向かう。  

 ロンドン以外の出発地から開始時刻が 13 時以前の競技の観戦に来る観客は、

直接会場に向かう。試合終了が 20 時以降の場合は、直接会場から帰宅する。 

 ロンドン以外の出発地から来る観客の一部は、観光地、文化遺産、ライブサ

イトに試合開始時間の 2 時間以内に立ち寄ってから競技会場に向かい、帰り

は一般に交通機関の混雑時間帯を外す。  
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図 2-31 主要都市の位置関係  
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e. 宿泊旅行者のプロファイリング  

多数の観客が日帰り旅行ができない地域に居住しており、宿泊が必要であること

から、これを考慮した需要を算出した。これら宿泊を伴う観客は前日に移動すると

想定するのではなく、滞在日数モデルを開発することで予測を行った。主な想定は

以下のとおりである。また、各トリップは、試合観戦当日の到着 /出発日、平日 /週

末に区分した時間曲線により配分した(図 2-32)。 

 木～土曜日の競技種目のチケット保有者の大半は、週末に帰宅する。  

 平日旅行者の 30～50%は 1 泊に留まる。  

 全体の平均滞在日数は 2.5 泊で、この値を中心とした分布は観戦チケットの

曜日により異なる。  

 

以上より、最終的な移動予測の対象は以下のとおりとした。  

 ロンドン市内の日帰り旅行  

 ⇒会場に行き、帰宅。 

 ロンドン以外からの日帰り旅行  

 ⇒会場に行き、帰宅。一部はどこかに立寄り、2 行程の旅行。  

 宿泊旅行 

 ⇒当日目的地まで行き、別日に帰宅。  

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-32 出発・到着時間別宿泊旅行者の割合  
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OD 交通量の予測結果を図 2-33 に示す。 

 

出典 ：(公財)交通エコロジー・モビリティ財団 

 ：オリンピック・パラリンピック開催に向けた 

  移動と交通に関する基礎調査報告書，2014.9 

URL ：http://www.ecomo.or.jp/barrierfree/report/ 

  data/26_09_olypara.pdf 

図 2-33 OD 交通量の予測結果   



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-60 

 

3) Stage1：Mode choice model 

Mode choice model の位置付けを図 2-34 に示す。  

交通手段選択モデル(2001)は、多項ロジットモデルとした。この段階では、各日

をいくつかの時間帯に分割した OD 表が作成された。  

多項ロジットモデルの選択肢は、以下のとおり 5 つであり、上から 2 つの「全行

程で鉄道」と「日常的なレールヘッディング」を合わせた鉄道利用の割合は 75～85%

であった。 

 全行程で鉄道  

 日常的なレールヘッディング  

  (最寄駅ではなく利便性の高い駅まで向かい鉄道を利用 ) 

 全行程で自動車(予測結果は使用しない) 

 オリンピック開発公社(ODA)の運行計画に基づくバス /コーチ 

 チケット所有者専用のパーク&ライド 

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-34 Mode choice model の位置付け  
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会場への主要交通手段の割合予想結果を表 2-21 に示す。 

オリンピックでは 8 割、パラリンピックでは 7 割が地下鉄もしくは DLR で来訪

すると予測されている。 

 

表 2-21 会場への主要交通手段の割合予想結果 

 

出典 ：(公財)交通エコロジー・モビリティ財団 

 ：オリンピック・パラリンピック開催に向けた 

  移動と交通に関する基礎調査報告書，2014.9 

URL ：http://www.ecomo.or.jp/barrierfree/report/ 

  data/26_09_olypara.pdf 
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4) Stage1：Venue movement model 

Venue movement model の位置付けを図 2-35 に示す。 

以下をインプットデータとした会場移動モデルより、会場内の移動を予測した。

multi-tickets の動きは除外し、最初の移動を single-tickets のデータセットの一部

とした。 

 競技種目別の試合前後に会場にいる時間  

 競技種目別の試合前後に会場にいる割合  

 会場エリア別の移動時間  – 会場エリアの入口から会場入り口までの推定所

要時間 

 

 

出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-35 Venue movement model の位置付け 
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5) Stage2：Public transport assignment 

Public transport assignment の位置付けを図 2-36 に示す。 

a. 全般 

ロンドン市内については、ロンドン交通局(TfL)の戦略的鉄道モデル“レールプラ

ン(Railplan)”の修正版を用いて交通量配分を行った。交通需要は、「競技会場の観

客と要員」、「路上競技(マラソン等)の観客」、「ライブサイト、他娯楽施設、文化イ

ベントの参加者」、「オリンピックと関係ない平常時の需要」の 4 つを積み上げるこ

とで実施した。対象は、ロンドン地下鉄(London Underground)、DLR(Docklands 

Light Railway)、グレーター・ロンドンと英国南東部内の鉄道サービスであり、各

日は 7～25 時までを 1 時間毎に分割された。  

”レールプラン”は、鉄道線路の新設や新サービスの導入など、ロンドンの公共

交通網における長期的な事業の影響を計測するものである。そのため、鉄道旅客は、

鉄道網について詳しく、鉄道網の混雑を考慮して行動変容することを前提としてい

る。しかし、オリンピック期間中は、ロンドンの鉄道網に不慣れで、相対的な混雑

度に関して十分に知らない観客が多く訪れる。そのため、観客および要員を 2 つの

セグメントに分け、別の配分方法をそれぞれに用いた。  

 ロンドンをベースとした観客および要員は、典型的な交通状況についての自

身の判断に基づいて、混雑が予想されるルートを避けようとすると想定され

るため、「混雑路線」を使用して配分を行った。  

 ロンドン以外および海外からの訪問者は、最短距離の混んでいないルートで

移動すると想定されたため、混雑なしの配分を行った。  
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出典 ：Bayo Dosunmu：Delivering London 2012: Transport demand forecasting， 

 Institution of Civil Engineers Transport, Vol.165, 2012.11 

URL ：http://www.icevirtuallibrary.com/doi/full/10.1680/tran.12.00039 

図 2-36 Public transport assignment の位置付け 

 

b. 競技会場の観客と要員  

Stage1 の交通手段選択モデルで算出した需要を使用した。  

c. 路上競技(マラソン等)の観客 

オフラインで推定を行い、その結果得られた OD 表を基に交通手段選択モデルで

算出した。 

d. ライブサイト、他娯楽施設、文化イベントの参加者  

オフラインで推定を行い、その結果得られた OD 表を基に交通手段選択モデルで

算出した。 

e. オリンピックと関係ない平常時の需要  

平常時の交通需要と変動パターンは十分把握されていた。ただし、平常時の OD

表は、季節変動を平準化した年平均の需要を表したものである。大会が夏期休暇シ

ーズンに開催されるため、ロンドン市内の平常時における総需要を約 9%削減した。 
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(5) 道路(大会関係者の需要予測) 

大会関係者の需要予測作業を開始した際、これまで過去のオリンピック大会では

明確な方法がなかったこと、少なくとも文書に残っているものがないことが明らか

になった。 

そこで、ロンドンではシミュレーションモデルを使用し (おそらく主は SATURN、

会場周辺の詳細は VISSIM)、いくつかの変数を設定した。2008 年北京大会で収集

されたデータは、大会関係者の行動に関して大いに参考になり、結果として、以下

を含め予測モデルに数多くの重要な変更が加えられた。  

 非競技場会場の場所を含める  

一部のクライアント・グループについては、移動の最大 40%が非競技場会場

(公式行事、会合、ホテルなど)を目的地とするものであった。  

 一部のグループの 1 日当たりの移動回数は、北京のデータと比べて少なく見

積もられていた。  

ある特定のクライアント・グループでは、およそ 6%が 1 日 6 回以上の移動

を行っていた。1 日当たりの移動回数として平均 3 回が想定されていた。  

 事例データに合致するよう数多くの競技種目の人気度に調整を加え、また到

着/出発プロファイルにも調整を加えた。  

 

(6) 障害者の需要予測  

障害を持った観客数は、過去の大会から 9%が階段利用が困難、1%が一切階段を

利用できないと想定し、エレベータの容量等を検証した。直前にはチケット販売か

ら、時間単位の予測も実施した。  
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(7) 輸送実態 

大会時の公共交通機関への影響を図 2-37 に示す。  

TfL：Transport for London (ロンドン交通局)の輸送実態は以下のとおりであっ

た。 

 1 日あたり利用者数約 1,100 万トリップ(地下鉄 400 万、バス 650 万、その他

50 万)、大会期間中は最大で 1,500 万トリップに増加。  

 TDM の効果で、35%の市民が移動手段を変更(自家用車の利用が▲16%)。 

 各交通機関  

鉄道 ：終電を 1 時間延長、深夜の運行本数も増やし、ほぼ一日中ピーク

時運行。  

バス ：200 台増車。 

水上バス ：運行本数を増やし、運行時間も延長。  

その他 ：事前点検の実施、工事実施は行わない。  
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出典 ：(公財)交通エコロジー・モビリティ財団 

 ：オリンピック・パラリンピック開催に向けた 

  移動と交通に関する基礎調査報告書，2014.9 

URL ：http://www.ecomo.or.jp/barrierfree/report/ 

  data/26_09_olypara.pdf 

図 2-37 大会時の公共交通機関への影響  
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(8) 東京オリンピック･パラリンピックにおける留意点の検討  

1) 全体 

オリンピック・パラリンピックを含む既存のスポーツ大会のデータを活用すると

ともに、不足分は国内のスポーツ大会を対象に追加調査を行い、交通行動データを

取得した。不確定要素は適宜更新を行い、精度向上を図った。その際、更新が容易

に行えることを前提としていた。追加調査を行うとともに、適宜更新を行い精度向

上を図る姿勢は十分に参考となる。  

また、Stage1(交通手段別 OD 表作成)と Stage2(交通量配分)の 2 段階に区分し、

Stage1 では新たなモデルを作成、Stage2 では既存モデルを最大限活用した。交通

需要を見積もることが困難であったことを示唆しており、東京オリンピック・パラ

リンピックでも大きな課題といえる。  

 

2) 細部 

以下の作業を行うなど、交通需要予測作業は緻密である。  

チケット抽選結果より OD 表を修正/ホテルのベッド数を推定 /長距離移動

者・宿泊者をプロファイリングし前提条件とする /競技会場・路上競技・観

光・平常時の需要を加味して配分を実施 /平常時の需要は季節変動を考慮 /

ロンドン在住別に配分を実施 /障害者の需要予測を実施  

また、行動データが不足している場合は、積極的に調査を実施するとともにモデ

ル化(日帰り有無関数の作成 /滞在日数モデルの作成等)により精度の向上を図った。  
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2.2.2  啓発活動 

本項では、ロンドンオリンピック・パラリンピックにおける市民への情報提供、

行動誘導、事前の啓発活動などを調査し、日本での適用可否を検討する。  

 

(1) 取組 

ロンドンオリンピック・パラリンピックでは、情報提供等により人々の交通行動

を変えることを促しており、その変え方は「4 つの R」で整理できる。 

・ Reduce（不要な移動は行わない）  

・ Re-route（目的地まで別の経路で移動する）  

・ Re-time（時間帯を変えて移動する）  

・ Re-mode（違うモードを使う）  

 

表 2-22 ロンドンオリンピック・パラリンピックで推奨された  

交通行動の変え方（4 つの R）例 

セグメント 

交通の主体／ 

トリップ目的  

Reduce 

（減らす） 

Re-Route 

（ルートを変える） 

Re-Time 

（時間を変える） 

Re-Mode 

（手段を変える） 

一
般
市
民 

通
勤 

在宅勤務する 
通常勤務地以外で 

勤務する 

午前中のピークを避
けた通勤時間帯に

する 

徒歩、自転車を 
利用する 

休暇を取る 
   

私
事 

 
トリップの最後の部分

は駅から歩く  
徒歩、自転車を 

利用する 

 ORN を避けて送迎する   

 

待合せスポットを 
変更する（定番スポット
は常に混んでいるため） 

  

事

業

者  

従
業
員 

の
通
勤 

自宅勤務、勤
務地外で勤務  

混雑する駅、路線、 
日にちを避ける 

従業員の勤務時間
（シフト）を調整する 

徒歩、自転車を 
利用する 

 
通常勤務地以外で勤

務する 
従業員の始業時間

を変更する  

業
務
・
物
流 

勤務時間の短
縮  

会議場所の変更  
会議時間、 

配送ルートの変更  
小さな荷物は徒

歩・自転車で配送  

人材・資源の
共有  

ホットスポットや規制箇
所を避けたルート設定  

集荷時間の変更  
 

需要変化を考
慮し計画・備蓄   

通常業務時間外の
営業   

不要不急な配
達の延期     

来

訪

者  

観光

等    

イベント終了後、 
周辺エリアにとどま
り、飲食等を楽しん

でもらう 

公共交通での来場
を呼びかける 
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様々なセグメント、提供媒体、チャンネル等により情報を提供し、４つの R を促

した。以下に、その取組事例を示す。  
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表 2-23 交通行動変更の取組別一覧  

 

No 取組 

セグメント 

（交通の主体・トリップ目的） 

交通行動の変え方 

 概要 一般市民 事業者 
来
訪
者 

通
勤 

私
事
等 

従
業
員 

の
通
勤 

業
務
・ 

物
流 

観
光
等 

Re 

duce 

Re- 

Route 

Re- 

time 

Re- 

mode 

1 在宅勤務をする ○ 
  

  ○  
 

 期間中の在宅勤務を呼びかけ、通勤トリップ抑制を図った。 

2 勤務時間を調整、短縮する ○ 
 

○     ○  
勤務時間、始業終業時間を調整して、混雑が集中する時間と通勤が重ならないよう呼びかけた。

事業者に対しては、従業員の勤務時間、始業終業時間の調整を許可し、推奨するように求めた。 

3 混雑する駅、路線、日にちを避ける ○ ○ ○    ○   
混雑する駅、路線、日にちを避けて移動するよう呼びかけた。事業者に対しては、従業員が混

雑する駅、路線、日にちを避けて通勤することを許可し、推奨するように求めた。 

4 休暇を取る ○ 
 

○   ○    
休暇を取ることでトリップを減らすよう呼びかけた。事業者に対しては、従業員の休暇取得を

許可し、推奨するように求めた。 

5 混雑する交通機関を避け徒歩、自転車を利用する ○ ○ ○   ○   ○ 
混雑する交通機関を避け徒歩、自転車を利用、トリップの最後の部分は駅から歩くよう推奨し

た。事業者から従業員に奨励するよう呼びかけた。 

6 イベント終了後はエリアに滞留する ○ ○   ○   ○ 
 

イベント終了後、来訪者に周辺エリアで買物、飲食等によって滞留し、混雑の集中を避ける。

また、イベント会場周辺に勤務する人に対して周辺の提携店がキャンペーンを提供、退社時間

と混雑時間が集中しないよう試みた。 

7 公共交通での来場を呼びかける     ○    ○ 
100%の観客が公共交通利用を用いることを目標に、Spectators Journey Planner を使った情報

提供等により、公共交通利用を呼びかけた。 

8 自宅勤務、通常勤務地以外で勤務する   ○ ○  ○ ○   事業者に対して従業員の自宅勤務と通常勤務地以外での勤務を許可し、推奨するように求めた。 

9 会議時間、配送時間を変更する    ○   
 

○  事業者に対し、会議時間、配送時間を変更し、混雑時間と重ならないよう求めた。 

10 会議場所を変更する    ○   ○ 
 

 
事業者に対し、会議開催が混雑箇所に該当する場合は場所を変更するよう、従業員への呼びか

けを求めた。 

11 通常業務時間外に営業する    ○    ○  事業者に対し、混雑時間を避けた、通常業務時間外の営業（早朝、深夜）を推奨した。 

12 人材・資源を共有する    ○  ○  
 

 
需要増加に伴い、貸し車両の不足も予測されたため、物流事業者に対し、企業間で予備の車両・

運営センター・配達拠点を共有し、不足を補い合うことを推奨した。 

13 需要変化を考慮して計画、備蓄する    ○  ○  ○  
物流事業者に対し、物資の需要変化を考慮してスケジュールや人員シフト、ガソリン、車両を

計画し、物資を事前に備蓄するよう推奨した。 

14 混雑箇所、規制箇所を避けたルートを設定する    ○   ○ 
 

 
物流事業者に対し、道路規制情報と影響予測地図、ルート検索ソフトを提供し、ホットスポッ

ト（混雑箇所）や規制箇所を避けたルート設定を推奨。出発点も、倉庫が複数ある場合は、影

響の少ない地点から出発するよう呼びかけた。 

15 集荷・配達時間を変更する    ○    ○  
物流事業者に対し、道路規制情報と時間外配達の手引きを提供し、道路規制が行われる朝 6 時

～深夜 12 時の時間外での集荷・配達を推奨した。Freight Forum による指導が行われた。 

16 不要不急な配達を延期する  ○  ○  ○    
物流事業者に対し、急ぎでない配達はオリンピック期間の前後にずらすよう、顧客に呼びかけ

ることを推奨した。発注者に対しても、配達時期を検討するよう呼びかけた。 

17 配達をまとめる  ○  ○  ○    
物流事業者に対し、顧客に注文をまとめるよう依頼し、また積載量に余裕のある車両に荷物を

統合して、車両数を減らすことを推奨した。発注者に対しても、家庭内や企業内、近隣で注文

をまとめるよう呼びかけた。 

18 小さな荷物は徒歩・自転車で配送する    ○     ○ 物流事業者に対し、小さな荷物は徒歩・自転車で配送し、道路混雑を回避するよう推奨した。 

19 最初の 1 回で配達を終え、再配達をしない    ○  ○   
 

物流事業者に対し、最初の 1 回で配達を終え、再配達をしないよう呼びかけた。一般事業者は

最初の配達で確実に受け取るよう推奨した。 
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表 2-24 ロンドンにおける取組① 

取組 ①在宅勤務をする 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

○     

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○    

概要 期間中の在宅勤務を呼びかけ、通勤トリップ抑制を図った。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

ロンドンへ通勤する一般市民  

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 

【効果】 

 オリンピック前には通勤者の内 13%が少なくとも週 1 回在宅

勤務をしていたが、期間中には 26%に増加した。オリンピッ

ク後には減少したが、継続的な変化がみられ、開催前より多い

20%のままとなっている。  

 国際人材会社ハーベイ・ナッシュによると、在宅勤務に関する

調査に協力したロンドンの 178 企業のうち 46％が生産性の向

上を報告しており、ワークライフバランス改善の指摘が 54％、

ストレスの低減が 43％、仕事に対する満足度のアップが 51％

に上った。  

 

出典 ：TfL Personal Travel Survey,International Business Times 
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表 2-25 ロンドンにおける取組② 

取組 ②勤務時間を調整、短縮する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

○  ○   

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

  ○  

概要 勤務時間、始業終業時間を調整して、混雑が集中する時間と通勤

が重複しないよう呼びかけた。事業者に対しては、従業員の勤務

時間、始業終業時間の調整を許可し、推奨するように求めた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

ロンドンへ通勤する一般市民、事業者 

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 TfL は「企業向けハンドブック」を配布し事前計画の必要性と、

計画方法を示した。  

 事業者に対し、従業員に事前アンケートを行い、通常の通勤状

況とオリンピック期間中の通勤の希望を把握して、対策に役立

てるよう奨励した。また、アンケートサンプルを配布した。 
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図 従業員への事前アンケートのサンプル
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図 従業員への事前アンケートのサンプル 

 

【効果】 

セントラルロンドン駅の入出場を見ると、オリンピック期間中は

朝のピーク時間の乗客が減り、日中と夜遅くに増加している。 

 

図 1 日におけるピーク時間の変化 

 

 一般事業者の 21％が勤務時間変更を計画し、18％が実行した。

30%が始業時間変更を計画し、25%が実行した。  

 物流事業者の 34％が勤務時間変更を計画し、34％が実行した。

41%が始業時間変更を計画し、41%が実行した。  

出典 ：Get Ahead of the Games website, Travel Advice for business handbook (TfL) Olympic 

Legacy Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators during 

the Games(TfL),Keeping London moving during the 2012 Games(TfL) 
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表 2-26 ロンドンにおける取組③  

取組 ③混雑する駅、路線、日にちを避ける  

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

○ ○ ○   

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

 ○   

概要 混雑する駅、路線、日にちを避けて移動するよう呼びかけた。事

業者に対して従業員が混雑する駅、路線、日にちを避けて通勤す

ることを許可し、推奨するように求めた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

一般市民、事業者 

 

【情報提供の方法】 

 TfL カスタマーデータベースから、メール受信設定者を対象

に、通常利用する駅路線の情報をメール配信（ハイウェイ使用

設定の場合は、道路への影響も配信）。オリンピック期間前

2,700 万通、期間中は 6,000 万通、パラリンピックへの移行期

間、及び開催中 2,000 万通を配信した。  

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 TfL は「企業向けハンドブック」を配布し事前計画の必要性と、

計画方法を示した。  

 エリア別にパンフレットを作成し、行事予定と各日の注意点、

交通への影響をマップに示して提供した。  

 交通行動の変更が行われなかった場合の、駅の混雑予測を公開

し人々に行動変更を求めた。  
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図 配布された交通影響マップ（Central London 版） 

 

 

図 駅の時間帯別混雑度予測 

（交通行動の変更が行われなかった場合）  

出典 ：Get Ahead of the Games website, Travel advice for business area:Central London、

Delivering Transport for the London 2012 Games Travel Demand Management(TfL) 
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表 2-27 ロンドンにおける取組④  

取組 ④休暇を取る 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

○  ○   

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○    

概要 休暇を取ることでトリップを減らすよう呼びかけた。 

事業者に対して、従業員の休暇取得を許可、推奨するよう求めた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

ロンドンへ通勤する一般市民、事業者 

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 TfL が事業者に、「企業向けハンドブック」を配布。事前計画

の必要性と、その立て方を示した。 

 事業者に対し、従業員に事前アンケートで有給取得の希望有無

とその日程を確認し、対策に役立てるよう奨励した。また、事

前アンケートサンプルを配布した。（表 2-25 に掲載）  

 ポスターのテンプレートを配布し、事業所別に計画を記入して

従業員へ呼び掛けるよう求めた。 

 

図 事業所用ポスターのテンプレート 
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【効果】 

 一般事業者の 18％が休暇取得を計画し、17％が実行した。  

 物流事業者の 23％が休暇取得を計画し、21%が実行した。  

出典：Get Ahead of the Games website, Travel Advice for business handbook (TfL)  

Olympic Legacy Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators 

during the Games(TfL) 
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表 2-28 ロンドンにおける取組⑤ 

取組 ⑤混雑する交通機関を避け徒歩、自転車を利用する  

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

○ ○ ○   

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

   ○ 

概要 混雑する交通機関を避け徒歩、自転車を利用し、トリップの最後

の部分は駅から歩くよう推奨。事業者から、従業員に奨励するよ

う呼びかけ。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

一般市民、事業者 

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 主要駅にて 2012 年 5 月～7 月に合計 400 万部のウォーキング

マップを配布した。ロンドンの主要ラインのターミナル駅全て

で作成している。 

 トリップの最後は、他の公共交通へ乗り換えるのではなく、徒

歩で向かうことを推奨した。  

 

 

図 Walking part of your journey may be quicker during the 

Games 
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図 Cycling could be the quickest way during the Games 

 

【効果】 

オリンピック期間中 Re-mode を選択した通勤者の分担率におい

て、徒歩、自転車（active travel）は 18%から 29％に増加した。 

出典 ：  Get Ahead of the Games website  

TfL Personal Travel Olympic Panel Survey 2012、Delivering Transport for the London 2012 

Games Travel Demand Management(TfL) 

  

http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_lady_on_a_bike.jpg
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表 2-29 ロンドンにおける取組⑥  

取組 ⑥イベント終了後はエリアに滞留する  

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

○ ○   ○ 

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

  ○  

概要 イベント終了後、来訪者に周辺エリアで買物、飲食等により滞留

し、混雑時間の集中を避けることを呼びかけた。また、ホットス

ポット（混雑地域）勤務者へ周辺の提携店がキャンペーンを提供

し、退社時間と混雑時間が集中しないよう試みた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

来訪者、ホットスポット（混雑地域）勤務者  

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッターにて、情

報を提供した。  

 退社時間と混雑時間が集中しないよう、イベント会場周辺に勤

務する人へ「アフターワーク」キャンペーンが提供された。  

提供店舗例：スパ施設、映画館、劇場、蝋人形館  

出典 ：The TfL website  
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表 2-30 ロンドンにおける取組⑦  

取組 ⑦公共交通での来場を呼びかける 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

    ○ 

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

   ○ 

概要 100%の観客が公共交通利用を用いることを目標に、チケットに一

日乗車券を同封、来訪者向け経路検索ソフト Spectators Journey 

Planner を使った情報提供等により、公共交通利用を呼びかけた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

来訪者 

 

【情報提供の方法】 

 送付される五輪チケットには、観戦日に有効な 1 日乗車券

「Travel card」が 1 枚ずつ添付された。 

 

図 観戦チケットに添付された Travel card 

 

 来訪者向け経路検索ソフト Spectators Journey Planner は

人々のチケット獲得時期とタイミングを合わせ 2011 年 7 月か

ら提供開始、試合の 1 年前から予約、支払い可能。チケットを

獲得した人は早めに交通計画を始めるよう勧めた。全ての試合

会場への経路検索が可能、ホットスポットを避ける経路を表示

する。 
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 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッターにて、情

報を提供した。  

 

 

 

図 Spectators Journey Planner 操作画面 

出典 ：The TfL website, london.navi, The London Games in Motion(TfL)  
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表 2-31 ロンドンにおける取組⑧  

取組 ⑧自宅勤務、通常勤務地以外で勤務する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

  ○ ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○ ○   

概要 事業者に対して、従業員の自宅勤務と通常勤務地以外での勤務を

許可し、推奨するように求めた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

事業者 

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 TfL は事業者に向けワークショップを開催し 2,979 社が参加し

た。ダイレクトメールを 20 万企業へ発送、送付先への訪問も

行った。オリンピック期間中は 1 日 2 回メール速報を配信し従

業員への展開を求めた。 

 業界団体を通して個々の企業へ情報を拡散するため、20 万以

上の企業を代表する、150 企業団体がサポートに賛同した。  

 TfL は「企業向けハンドブック」を配布し事前計画の必要性と

計画方法を示した。  

 

図 企業向けハンドブック(Travel Advice for business 

handbook) 
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 必要な対策が確認できるチェックシートを事業者へ提供、具体

的対処法を業界別、規模別で記載した。 

 

図 事業者向け対策チェックシート 

 

【効果】 

 一般事業者の 11％が在宅勤務を計画しており、実際に 9％が実

行した。 

 物流事業者の 18％が在宅勤務を計画しており、実際に 18％が

実行した。 

出典 ：Get Ahead of the Games website, Travel Advice for business handbook (TfL)  

Olympic Legacy Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators 

during the Games(TfL) Delivering Transport for the London 2012 Games  Travel Demand 

Management(TfL) 
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表 2-32 ロンドンにおける取組⑨  

取組 ⑨会議時間、配送時間を変更する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

  ○  

概要 事業者に対し、会議時間、配送時間を変更し、混雑時間と重なら

ないよう求めた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

事業者 

 

【情報提供の方法】 

 TfL が事業者に、「企業向けハンドブック」を配布し事前計画

の必要性とその立て方を示した。必要な対策を網羅的に検討で

きるよう行動計画シートを配布した。 

 

図 企業向け行動計画シート 

【効果】 

 一般事業者の 37％が配達集荷時間の変更を計画し、36％が実

行した。 

 物流事業者の 41％が配達集荷時間の変更を計画し、48％が実

行した。 

出典：Get Ahead of the Games website, Travel Advice for business handbook (TfL) 

 Olympic Legacy Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators 

during the Games(TfL) 
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表 2-33 ロンドンにおける取組⑩  

取組 ⑩会議場所を変更する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

 ○   

概要 事業者に対し、会議開催が混雑箇所に該当する場合は場所を変更

するよう、従業員への呼びかけを求めた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

事業者 

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 TfL が事業者に「企業向けハンドブック」を配布。事前計画の

必要性とその立て方を示した。  

 ユーチューブでは、企業向け対策として journey planner を用

いた混雑箇所の把握方法を動画で説明した。  

 

 

図 journey planner を用いた混雑箇所の把握方法 動画 

 

出典：Get Ahead of the Games website, Travel Advice for business handbook (TfL) 
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表 2-34 ロンドンにおける取組⑪ 

取組 ⑪通常業務時間外に営業する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

  ○  

概要 事業者に対し、混雑時間を避け通常業務時間外の営業を推奨した

（早朝、深夜）。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

事業者 

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッター、ポスタ

ー、ユーチューブ等において、情報を提供した。 

 TfL が事業者に、「企業向けハンドブック」を配布。事前計画

の必要性と、その立て方を示した。 

 事業者に対し、顧客に事前アンケートを行い、通常の来店手段

とオリンピック期間中の来店手段、営業時間変更の希望を確認

し、対策に役立てるよう奨励した。また、アンケートサンプル

を配布した。 

 

図 顧客向け事前アンケートのサンプル 
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【効果】 

 一般事業者の 24％が営業時間の変更を計画し、21％が実行し

た。 

 物流事業者の 38％が営業時間の変更を計画し、36％が実行し

た。 

出典：Get Ahead of the Games website, Travel Advice for business handbook (TfL) 

Olympic Legacy Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators 

during the Games(TfL) 
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表 2-35 ロンドンにおける取組⑫ 

取組 ⑫人材・資源を共有する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○    

概要 需要増加に伴い、貸し車両の不足も予測されたため、事業者に対

し、企業間で予備の車両・運営センター・配達拠点を共有し、不

足を補い合うことを推奨。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者 

 

【情報提供の方法】 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布し、

政府、業界団体が提供する情報サイトのリンク、活用方法など

を紹介。 

 

図 物流事業者向けガイド 

（Operator's guide for the 2012 Games） 

【効果】 

 一般事業者の 14％が資源の共有を計画し、13％が実行した。  

 物流事業者の 15％が資源の共有を計画し、5％が実行した。  

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL） 

Olympic Legacy Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators 

during the Games(TfL)  
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表 2-36 ロンドンにおける取組⑬ 

取組 ⑬需要変化を考慮し計画、備蓄する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○  ○  

概要 事業者に対し、物資の需要変化を考慮してスケジュールや人員シ

フト、ガソリン、車両の計画を立て、物資を事前に備蓄するよう

推奨。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者 

 

【情報提供の方法】 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布。 

 VISA がオリンピック期間中の商品とサービスの需要変化予測

をウェブサイトで発表した。 

 トラック協会は混雑による長時間の運転に備え、トラックの休

憩場所を示した地図をウェブサイトで提供した。 

 英国交通省は、業者が需要増加に備えて、許可された車両数を

超えて車両を使用する場合、一時的変更を申請する手順をウェ

ブサイトで公開した。 

 事前計画に沿って物資の備蓄を進め、オリンピック期間中の配

送トリップ数を減らすことを推奨した。 

 

【効果】 

 一般事業者の 23％が備蓄を計画し、25％が実行した。 

 物流事業者では 34％が備蓄を計画し、34％が実行した。  

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL）,Olympic Legacy monitoring:Adaptatio

n to deliveries by businesses and freight operators during the Games 
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表 2-37 ロンドンにおける取組⑭  

取組 ⑭混雑箇所、規制箇所を避けたルートを設定する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

 ○   

概要 物流事業者に対し、道路規制情報と影響予測地図、ルート検索ソ

フトを提供し、ホットスポット（混雑箇所）や規制箇所を避けた

ルート設定を推奨。出発点も、倉庫が複数ある場合は、影響の少

ない地点から出発するよう呼びかけた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者 

 

【情報提供の方法】 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布。 

 政府ウェブサイトで、道路規制情報を提供した。 

 Get Ahead of the Games ウェブサイトで、道路規制情報と影

響予測地図を提供した。 

 ルート検索ソフト Freight Journey Planner を TfL が提供し

た。 

 

図 影響予測地図（Get Ahead of the Games ウェブサイト） 

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL）  
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表 2-38 ロンドンにおける取組⑮  

取組 ⑮集荷・配達時間を変更する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

  ○  

概要 物流事業者に対し、道路規制情報と時間外配達の手引きを提供し、

道路規制が行われる朝 6 時～深夜 12 時の時間外で集荷・配達を

推奨した。Freight Forum による指導が行われた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者 

 

【情報提供の方法】 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布。 

 政府ウェブサイトで、道路規制情報、時間外配達の手引きを提

供した。 

 Freight Forum（貨物輸送関連事業者と道路管理主体が参画す

る組織）により、各社間で配送時間をずらす、早朝・深夜等オ

リンピックでの移動需要が少ない時間に配送を行うよう指導

している。 

 Get Ahead of the Games ウェブサイトで、道路規制情報と影

響予測地図を提供した。 

 

図 道路規制情報地図（TfL ウェブサイト） 



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-95 

 

【効果】 

 セントラルロンドンへ入出するトラックのピークは 2011 年の

平均では午前 7 時から 8 時であったが、オリンピック期間中は

その時間帯の数が減り、一方で早朝と深夜に増えている。  

 

 

図 トラックのピークの変化  

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL） 

Freight in London:Building on the Olympic Legacy（TfL） 

 

  



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-96 

 

表 2-39 ロンドンにおける取組⑯ 

取組 ⑯不要不急な配達を延期する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

 ○  ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○    

概要 物流事業者に対し、急ぎでない配達はオリンピック期間の前後に

ずらすよう、顧客に呼びかけることを推奨した。発注者に対して

も、配達時期を検討するよう呼びかけた。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者、事業者、一般市民  

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッターにて、情

報を提供した。 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布し、

受取側と集荷・配達側から確認すべき点を Freight top tips に

纏め提供した。 

 

図 Freight top tips 

【効果】 

 一般事業者の 25％が急ぎでない配達の延期を計画し、25％が

実行した。  

 物流事業者では 37％が計画し 37％が実行した。 

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL）、Freight top tips (TfL)Olympic Legacy 

Monitoring：Adaptation to deliveries by businesses and freight operators during the 

Games(TfL)   



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-97 

 

表 2-40 ロンドンにおける取組⑰  

取組 ⑰配達をまとめる  

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

 ○  ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○    

概要 物流事業者に対し、顧客に注文をまとめるよう依頼し、また積載

量に余裕のある車両に荷物を統合して、車両数を減らすことを推

奨した。発注者に対しても、家庭内や企業内、近隣で注文をまと

めるよう呼びかけた。  

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者、一般市民  

 

【情報提供の方法】 

 Get Ahead of the Games ウェブサイト、ツイッターにて情報

を提供した。 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布。 

 政府ウェブサイトでは、物流事業者が複数の配達物を一車両に

まとめる際に活用できる統合センター (consolidation centre)

を紹介している。 

 

図 consolidation centre イメージ 

【効果】 

 一般事業者の 27％が配達の統合を計画し 29％が実行した。  

 物流事業者では 23％が計画し 21％が実行した。 

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games、Freight top tips (TfL),Using Construction 

Consolidation Centres to reduce construction waste and carbon emissions(wrap,org.uk)   
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表 2-41 ロンドンにおける取組⑱  

取組 ⑱小さな荷物は徒歩・自転車で配送する 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

   ○ 

概要 物流事業者に対し、小さな荷物は徒歩・自転車で配送し、道路混

雑を回避するよう推奨した。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

物流事業者 

 

【情報提供の方法】 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布、

受取側と集荷・配達側から確認すべき点を Freight top tips に

纏め提供した。  

  

図 徒歩、自転車での配達（DHL、UPS） 

 

【効果】 

 物流事業者の 3％が自転車での配達を計画、実行した。徒歩で

の配達も 3％が計画、実行した。 

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL）Freight top tips (TfL)Logistics Legacy 

(Freight Transport Association) 
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表 2-42 ロンドンにおける取組⑲  

取組 ⑲最初の 1 回で配達を終え、再配達をしない 

セグメント 

交通の主体・ 

トリップ目的 

一般市民 事業者 来訪者 

通勤 私事等 従業員の通勤 業務・物流 観光等 

   ○  

交通行動の 

変え方 

Reduce Re-Route Re-time Re-mode 

○    

概要 物流事業者に対し、最初の 1 回で配達を終え再配達しないよう呼

びかけた。一般事業者は最初の配達で確実に受け取るよう推奨し

た。 

事例 

※対象、情報提供

の方法、効果等 

【対象】 

一般事業者、物流事業者, 

 

【情報提供の方法】 

 対応手順を示した「物流事業者向けガイド」を TfL が配布。 

 

【効果】 

 一般事業者の 40％が最初の 1 回で配達を受け取り再配達をし

ない計画を立て、実際に 47％が実行した。  

 物流事業者の 38％が最初の 1 回で配達を終え再配達をしない

計画を立て、実際に 38％が実行した。  

出典 ：Operator's guide for the 2012 Games（TfL）,Olympic Legacy Monitoring Adaptations 

to deliveries by businesses and freight operators during the Games（TfL）  
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(2) 情報提供のコンテンツ  

ロンドンオリンピックにおける TDM で掲げた「4 つの R」は、各交通の主体（一

般市民、事業者、来訪者）に対してさまざまなメディアを通じて呼びかけ・情報提

供がされた。具体的には、一般市民および来訪者に対してバスや地下鉄におけるポ

スターの提示や市長のアナウンスの放送、ウェブサイト等を活用し情報を提供した。 

一方、事業者に対しては、メールやウェブサイト等を活用した情報提供だけでな

く、情報パックの配布、個別訪問、ワークショップの開催等を通じ、交通への配慮

を企業が実践するための具体的な支援も行った。  

ロンドンオリンピックで実施されたこれらの情報提供のコンテンツについて、交

通の主体、トリップ目的、タイミング、提供主体、自発性の観点から表 2-43 に整

理した。 
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表 2-43 ロンドンオリンピックにおける情報提供の方法  

No コンテンツ 情報提供の方法 

セグメント 
（交通主体・トリップ目的） 

タイミング 

提供主体 
自発性 

（強制性） 

一般市民 事業者 来訪者 事前 直前 その時 

通
勤 

私
事
等 

従
業
員 

の
通
勤 

業
務
・ 

物
流 

観
光
等 

数ヶ月 
以上前 

数週間
前 

イベン
ト時 

1 
Get Ahead of the 

Games 

マスメディアやウェブ（サイト、
SNS）を用いた情報提供キャンペー
ン。 

○ ○    
○ 

2012.1～ 
○ ○ ロンドン交通局(TfL） 

自発的な変化を
促す取組 

2 Journey Planner ウェブサイトを用いた情報提供。 ○ ○   ○ 
○ 

2011.7～ 
○ ○ ロンドン交通局(TfL） 

自発的な変化を
促す取組 

3 
Spectator Journey 

Planner (SJP) 

ウェブサイトを用いた情報提供。
チケット購入者に SJP サイトへ誘
導するメールを送付。 

 ○   ○ 
○ 

2011.7～ 
○ ○ ロンドン交通局(TfL） 

自発的な変化を
促す取組 

4 
London 2012 

ActiveTravel 

Programme (ATP) 

ウォーキングマップの配布、学校
や地域を通した徒歩・自転車の利
用を促す働きかけ。 

○ ○    ○ ○ ○ 
ロンドン交通局(TfL） 
ロンドン市、ロンドン
自治区 

自発的な変化を
促す取組 

5 Travel Ambassador 
TfL 職員による主要駅での誘導案
内。 

○ ○   ○   ○ ロンドン交通局(TfL） 
自発的な変化を
促す取組 

6 
Road Freight 

Management 

Programme 

ワークショップの開催、メール配
信、ツールの配布、ウェブサイト
等を用いた総合的な情報提供。 

  ○ ○  ○ ○ ○ ロンドン交通局(TfL） 
産官連携による
強制力もある取
組 

7 
London Freight 

Forum 

物流事業者を対象としたワークシ
ョップ。 

   ○  ○   
ロンドン交通局(TfL） 
ロンドン市 

産官連携による
強制力もある取
組 

8 
Freight Journey 

Planner 

物流事業者、道路管理者を対象と
したウェブサイトを用いた情報提
供。 

   ○  
○ 

2012.3～ 
○ ○ ロンドン交通局(TfL） 

産官連携による
強制力もある取
組 

9 Freight web portal 
物流事業者を対象としたウェブサ
イトを用いた情報提供。 

   ○  ○ ○ ○ ロンドン交通局(TfL） 
産官連携による
強制力もある取
組 
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1) Get Ahead of the Games 

a. 概要 

Get Ahead of the Games（GAOTG）は TfL が中心となって、ロンドン市民や来

訪者に、市内の交通渋滞や、影響があると予想されるイギリスの道路や鉄道網の情

報を提供するために立ち上げたキャンペーンである。GAOTG は高い PR 性と双方

向コミュニケーションを特徴とし、街頭広告、ラジオ、オンライン、ソーシャルメ

ディアを通じて実施した。なお、「Get Ahead of the Games」とは、「オリンピック

に勝て／先手を打て）」いう意味である。 

 

 

出典 ：The London Games in Motion 

図 2-38  Get Ahead of the Games のポスター 

 

  

http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_horse_escalator.jpg
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b. 情報提供の対象（セグメント）  

 オリンピック開催時の混雑を避けるため、観客を対象とした公共交通の利用方法

に関する情報提供とあわせて、ロンドン市民、日常的なロンドンへの通勤者、およ

び英国への来訪者を対象として実施した。  

 

c. 情報提供の方法 

【ツイッター】 

オリンピック開催の 6 ヶ月前に、@GAOTG は Twitter での対象者を増やすためにプ

ロモアカウントを作成した。@GAOTG は地域の関連情報だけでなく、オリンピック、

交通、競技チーム、エンターテイメント、バー、レストラン、ニュース配信元など

の幅広いジャンルの興味関心をターゲットとした。また、GAOTG キャンペーンは双

方向の総合的なコミュニケーションを実施するため様々なメディアを利用したが、

その中心にツイッターを置き、 @GAOTG のツイッターアカウントはすべての広告の

中でも目立つ形で取り上げられた。 

出典 ：https://biz.twitter.com/ja/success-stories/get-ahead-games 

 

出典 ：https://twitter.com/GAOTG 

図 2-39  Get Ahead of the Games のツイッター画面   
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【ウェブサイト】 

オリンピックにより影響が出ると考えられる公共交通機関や道路に関する情報を

分かりやすく提供するためのもので、渋滞が予想される場合の異なるルートの検索

や道路規制についての情報、混雑が予想される駅の詳細等を発信した。双方向性を

重視し、誰でも情報提供ができるようツイッターも利用した。  

具体的には、影響のある場所を示したインタラクティブ地図、主に混雑が予想され

る駅の詳細、Games lanes（オリンピック専用レーン）、Olympic Route Network 

(ORN)、Paralympic Road Network (PRN)（共に関係者用レーン）等交通規制の情

報、イベント情報、ロンドン交通情報等である。また、ロンドンの通勤者に対して、

退社後の過ごし方や施設の割引情報を掲載した。  

2012 年 8 月時点で、4.7 百万人以上がこのサイトにアクセスし、16 百万以上のペ

ージビューがあった。  

出典 ：Delivering Transport for the London 2012 Games 

 

 

出典 ：https://everydaylifestyle.wordpress.com/tag/transport-for-london/ 

図 2-40  Get Ahead of the Games のウェブサイト画面（1/6） 

 

  



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-105 

 

 

 

出典 ：The National Archives> 2012 Olympic and Paralympic Games and Cultural Olympiad 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http://www.getaheadofthegame

s.com/ 

図 2-41  Get Ahead of the Games のウェブサイト画面（2/6） 
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出典 ：The National Archives> 2012 Olympic and Paralympic Games and Cultural Olympiad 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http://www.getaheadofthegame

s.com/travel-in-affected-areas.html 

図 2-42  Get Ahead of the Games のウェブサイト画面（3/6） 

  

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http:/www.getaheadofthegames.com/travel-in-affected-areas.html
http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http:/www.getaheadofthegames.com/travel-in-affected-areas.html
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出典 ：The National Archives> 2012 Olympic and Paralympic Games and Cultural Olympiad 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http://www.getaheadofthegame

s.com/what-will-be-different/changes-roads.html 

図 2-43  Get Ahead of the Games のウェブサイト画面（4/6） 
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出典 ：The National Archives> 2012 Olympic and Paralympic Games and Cultural Olympiad 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http://www.getaheadofthegame

s.com/going-to-the-games.html 

図 2-44  Get Ahead of the Games のウェブサイト画面（5/6） 

 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http:/www.getaheadofthegames.com/going-to-the-games.html
http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http:/www.getaheadofthegames.com/going-to-the-games.html
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出典 ：The National Archives> 2012 Olympic and Paralympic Games and Cultural Olympiad 

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http://www.getaheadofthegame

s.com/travel-advice-for-business/support-advice-and-tools.html 

図 2-45  Get Ahead of the Games のウェブサイト画面（6/6） 

 

 

  

http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http:/www.getaheadofthegames.com/travel-advice-for-business/support-advice-and-tools.html
http://webarchive.nationalarchives.gov.uk/20120503040423/http:/www.getaheadofthegames.com/travel-advice-for-business/support-advice-and-tools.html
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【街頭広告】 

駅構内や通路、改札口、ラッピング車両等、市民の目に留まりやすい場所に広告を掲載し

た。 

 

図 2-46 通路における Get Ahead of the Games のポスター  

 

図 2-47  駅構内における Get Ahead of the Games のポスター  
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出典 ：The London Games in Motion 

図 2-48  改札口における Get Ahead of the Games の広告  

 

 

出典 ：Delivering Transport for the London 2012 Games 

図 2-49 Get Ahead of the Games のラッピング車両  
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【街頭キャンペーン】  

 元オリンピック選手であるイワン・トーマスは、3 日間、主要路線の駅で GAOTG

の”ジャンピング・ジャック”をバックアップし、オリンピック期間中に自転車や徒

歩による移動も考慮するよう市民を啓発した。あるウエイトリフターは GAOTG の

ポスターを実演した。  

 

図 2-50  元オリンピック選手も参加した街頭キャンペーン  

 

 

出典 ：The London Games in Motion 

図 2-51  Get Ahead of the Games のポスターの実写版  



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-113 

 

d. タイミング 

 GAOTG キャンペーンはオリンピックが開催される半年前の 2012 年 1 月に開始

され、パラリンピックが終了する 2012 年 9 月まで人々に交通行動の変容を促す大々

的なキャンペーンを実施した。  

GAOTG キャンペーンは大きく 3 つのステージで構成され、人々がオリンピック

から受ける影響に『気づく』ことから、混雑を避けるために『行動に移す』ことへ

ステージごとに主題を変化させた。具体的なステージの主題と提供した内容を下表

に示す。 

表 2-44 GAOTG キャンペーンのステージと情報提供の内容  

ステージ 主題 情報提供の内容 

第 1 段階 

(2012.1～3) 
認識の向上  

・オリンピックの規模を強調し、特定の時間や場

所で交通に影響を与える可能性を周知  

・GAOTG ウェブサイトへ人々を誘導  

第 2 段階 

(2012.4～6) 
行動変化の推奨 

・ホットスポットを避ける変更ルートを検討する

よう推奨  

・もっとも混雑する日には移動の時間変更、ルー

ト変更、在宅勤務、または部分的な徒歩、自転

車への切り替えを推奨  

第 3 段階 

(2012.6～9) 
行動変化の実施  

・計画した変更の実行を促進  

・多くの人々がオリンピック開始時は通常通り移

動し、それから変更するかどうかを決めるとい

う調査予測があり、「移動をリスクにさらさない

よう」アドバイス  

・この開催直前のメッセージに注目を集めるため、

ロンドン市長による録音声明を放送 

出典：The London Games in Motion、Delivering Transport for the London 2012 Games 
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e. 情報提供主体 

GAOTG キャンペーンは”Capital planning, national aware”な位置付けとされ、

オリンピック委員会、DfT（英国交通省）、大ロンドン市、Highways Agency（高速

道路管理局）、National Rail（英国鉄道）の協力の元、TfL が運営を行った。  

人々が通勤する際、あるいは空港への旅程を計画する際に、オリンピックが与え

る影響の可能性を考慮し、移動の代替案を計画するように促す必要があった。その

ため、GAOTG のツイッターでは、上記組織以外にも鉄道事業者をリツイートし、

幅広く情報を提供した。 

 

表 2-45 GAOTG がリツイートした主な情報発信者  

 

出典 ：https://twitter.com/GAOTG  

No アイコン 登録日 フォロワー数 リンク先

1 Transport for London ロンドン交通局 2009/06 858,719 https://twitter.com/TfL

2 TfL Bus Alerts ロンドンバスのトラベルアラート 2011/10 169,329 https://twitter.com/TfLBusAlerts

3 TfL Traffic News ロンドン交通局 交通ニュース 2011/07 486,179 https://twitter.com/TfLTrafficNews

4 TfL Travel Alerts ロンドン交通局のトラベルアラート 2011/08 181,087 https://twitter.com/TfLTravelAlerts

5 London Overground ロンドン・オーバーグラウンド 2011/11 177,567 https://twitter.com/LDNOverground

6 DLR ドックランズ・ライト・レイルウェイ 2011/12 43,099 https://twitter.com/LondonDLR

7 Bakerloo line
ベーカールー線
（ロンドン地下鉄の路線）

2011/11 36,964 https://twitter.com/bakerlooline

8 National Rail 英国鉄道 2009/04 597,291 https://twitter.com/nationalrailenq

9 Greater Anglia
アベリオ・グレーター・アングリア
（鉄道事業者）

2010/06 58,621 https://twitter.com/greateranglia

10 South West Trains
サウスウェスト・トレインズ
（鉄道事業者）

2011/09 215,491 https://twitter.com/SW_Trains

11 Southeastern
サウスイースターン
（鉄道事業者）

2011/08 95,349 https://twitter.com/Se_Railway

12 Network Rail
ネットワーク・レール
（イギリス鉄道網のインフラ管理会社）

2011/08 96,740 https://twitter.com/networkrail

13 London 2012 ロンドンオリンピック協会 2009/02 1,342,472 https://twitter.com/London2012

14 ParalympicsGB パラリンピック協会 2009/05 119,092 https://twitter.com/ParalympicsGB

15 Team GB 英国オリンピックチーム 2000/03 666,047 https://twitter.com/TeamGB

発信者
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f. ポスターの内容 

 全てのポスターにはオリンピックとパラリンピックの開催期間、ウェブサイトの

アドレス、ツイッターのアカウント、キャッチコピー、関係主体の名称が記載され

ている。また、日常のシーンにオリンピック種目を交えたユーモアや風刺の効いた

統一されたデザインとなっている。  

 

How will your travel be affected 

during the Games? 

 

 

Certain journeys will be affected  

during the Games? 

 

Share a lift during the Games 

 

 

 

Walking part of your journey may be 

quicker during the Games 

図 2-52  Get Ahead of the Games の各種ポスター（1/6）  

  

http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_horse_escalator.jpg
http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_weightlifters.jpg
http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_try_car_sharing.jpg
http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_why_not_walk_it.jpg
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Cycling could be the quickest way 

 during the Games 

 

 

The Games will last longer than 

you think 

 

  

Certain roads will be affected  

during the Games 

 

 

Walking could be the quickest 

way during the Games 

図 2-53  Get Ahead of the Games の各種ポスター（2/6）  

 

  

http://theinspirationroom.com/daily/print/2012/7/gaotg_lady_on_a_bike.jpg
http://www.sianlouise.co.uk/get-ahead-of-the-games-ads/s36-22634-oda-online-a4-pdfs-indd-3/
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Certain roads will be affected during the Games 

 

 

 

Don’t get delayed during the Paralympic Games 

 

 

 

Walking part of your journey may be quicker during the Games  

 

図 2-54  Get Ahead of the Games の各種ポスター（3/6）  

 

  

http://akritidevi.com/?attachment_id=1460
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Get ready for the Games. 

Leave more time for your journey 

 

 

Find out about road restriction  

and closures at  

 

 

Consider catching the bus  

during the Games 

 

 

Certain bus routes will be on diversion 

during the Games 

図 2-55  Get Ahead of the Games の各種ポスター（4/6）  
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Get the latest travel information  

during the Games 

 

 

Travel will be affected 

during the Games 

 

 

The DLR will be much busier than usual 

during the Games 

 

 

Get the latest travel information and advice 

during the Games 

 

図 2-56  Get Ahead of the Games の各種ポスター（5/6）  
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Certain stations will operate differently 

during the Games 

 

 

Get ready to change the way you travel 

図 2-57  Get Ahead of the Games の各種ポスター（6/6）  

 

g. 行動変容の自発性（強制性）  

GAOTG のキャンペーンは、一般市民に対し自発的な行動変容を促すための情報

提供であり、一般市民に何らかの強制力を伴う施策ではないと考えられる。  

 

h. 我が国での適用可能性  

ポスターから公式ツイッター、ツイッターから公式 Web サイトへの誘導等、マル

チメディアによる情報提供手法は、我が国でも適用の可能性は高い。 

また、オリンピックの開催とその影響を喚起させるポスター（広告）のデザイン

は、日常のあらゆる場面に遭遇するキャンペーンの露出度の高さによる相乗効果に

より、一般市民への取組みに対する訴求効果は大きいと考えらる。  

 

  

http://www.thedigitalage.com/gallery/Olympic-Posters-(London-2012)-Get-Ahead-of-the-Games/4942805
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2) Journey Planner 

a. 概要 

Journey Planner は TfL と交通事業者がオリンピックをきっかけに共同開発し

た経路検索サイトである。イギリスのどの地点からでも全ての試合会場への経路検

索が可能であり、期間限定の長距離バスサービスを含む交通手段から調べられる。

オプション設定により、バリアフリー情報も提供している。Journey Planner とリ

ンクした Direct Enquiries では、アクセス状況を写真で事前に確認でき、自分で移

動可能か判断することが可能である。  

 

【設定可能なオプション】  

－車椅子でアクセスできる車両（車両までアクセス可能駅の経路を自動表示） 

－階段・エレベータ・エスカレータ等が利用できない（全てあるいは一部を選

択可能） 

－徒歩のオプション（乗換歩行距離を短く、徒歩時間や速度に上限設定可能） 

－段差フリーアクセス（整っていない駅については警告表示）  

 

 

出典：ロンドンオリンピック・パラリンピックにおける交通バリアフリー施策 

図 2-58  Journey Planner の概要  

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

Journey Planner は一般市民、来訪者を対象としている。 
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c. 情報提供の方法 

Journey Planner はウェブサイトを通じて現在も情報を提供している。  

 

 

出典：http://www.roughluxe.co.uk/xslt_trip_request2.html 

図 2-59 Journey Planner の画面  

  

http://www.roughluxe.co.uk/xslt_trip_request2.html
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d. タイミング 

オリンピック開始の 1 年前となる、2011 年 7 月からサービスの提供を開始し、

現在もサービスを提供している。  

 

e. 情報提供主体 

TfL と交通事業者が情報を提供している。  

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

経路を検索すると交通容量を最大限に活用するため、来訪者がホットスポットを

避けるように勧める特定の経路を強制的に表示した。しかしながら、利用者の経路

選択は自発的なものであり、強制性を伴うものではない。  

 

g. 我が国での適用可能性  

我が国には TfL のように都市圏のマルチモーダルな交通手段を一元的に管理・運

営する組織は存在しないものの、首都圏には公共交通オープンデータ協議会が 2015

年 9 月に設立され、今後、交通情報を一元管理したサービスの開発がしやすくなる

ことが予想される。  

そのため、我が国でも同様の施策が適用できる可能性は高いと考えられる。  
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3) Spectator Journey Planner (SJP) 

a. 概要 

SJP は Journey Planner 同様、TfL と交通事業者が共同開発したルート検索サ

イトである。イギリスのどの地点からでも全ての試合会場への経路検索が可能であ

り、期間限定の長距離バスサービスを含む交通手段から調べられる。  

SJP はチケット購入者限定のサイトであり、個々の観客が持っているチケットに

応じて、会場への行き方を案内した。オプション設定（エレベーター使用、乗換の

少ないルート等）ができ、会場までアクセスできるルートを計画することができた。  

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

Journey Planner は一般市民、来訪者を対象としているが、SJP は対象をチケッ

ト購入者に限定した。  

 

c. 情報提供の方法 

SJP はウェブサイトを通じて情報を提供した。チケット購入者にはチケット購入

後に SJP ウェブサイトへ誘導するメールが送られ、249 万人の来訪者のうち 9 割が

サイトを利用した。  

 

出典：http://kavitakapoor.org/wp-content/uploads/2012/10/sjp1.jpg 

図 2-60  Spectator Journey Planner の画面（1/2）  

http://kavitakapoor.org/wp-content/uploads/2012/10/sjp1.jpg
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出典：http://kavitakapoor.org/wp-content/uploads/2012/10/sjp2.jpg 

図 2-61  Spectator Journey Planner の画面（2/2）  

 

d. タイミング 

オリンピック開始の 1 年前となる、2011 年 7 月からサービスの提供を開始し、

人々のチケット入手時期とタイミングを合わせた。  

 

e. 情報提供主体 

TfL と交通事業者が情報を提供した。  

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

経路を検索すると交通容量を最大限に活用するため、来訪者がホットスポットを

避けるように勧める特定の経路を強制的に表示した。しかしながら、利用者の経路

選択は自発的なものである。  

 

g. 我が国での適用可能性  

先に示した Journey Planner と同様、我が国でも同様の施策が適用できる可能性

は高いと考えられる。  

  

http://kavitakapoor.org/wp-content/uploads/2012/10/sjp2.jpg
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4) London 2012 Active Travel Program (ATP) 

a. 概要 

London 2012 ATP とはオリンピックをきっかけにした自転車や徒歩での移動を

推奨する取組である。オリンピック前、ロンドン中心部での移動手段は車、バス、

地下鉄が中心であり、自転車で街中を移動する人は少なかった。そこで、公共交通

の負担を軽減すべく、レンタサイクルシステムの導入をはじめ、自転車や徒歩での

移動に向けた様々な基盤整備や広報活動、イベント・キャンペーンや自転車や徒歩

での移動マップの提供等の取り組みが行われた。 

 

出典：Leaving a transport legacy, Olympic and Paralympic Transport Legacy Action Plan 

図 2-62  Active Travel Program の一例  

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

Active Travel Program はロンドンのすべてのコミュニティと年齢層を対象とし

た。特に、将来的には彼ら自身の子供たちへの影響も大きいと思われる児童や学生

向けのプログラムには注力した。 
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c. 情報提供の方法 

 主要路線のターミナル駅にてウォーキングマップを配布、若年層をターゲットと

したキャンペーン、子ども向けの自転車教室などさまざまな取組みを通して情報提

供を行った。 

 

出典：Learning legacy:London 2012 Active Travel program 

図 2-63 マーク・フォスター（競泳選手）が始めた ATP と 

ハックニー区における自転車道の拡大  

 

d. タイミング 

第 1 ステージはオリンピック前、第 2 ステージはオリンピック期間中、第 3 ステ

ージはオリンピック後、と明確に 3 つのステージに分けて実施した。  

 

表 2-46 London 2012 ATP のステージと情報提供の目的  

ステージ 情報提供の目的  

第 1 段階 

オリンピック前 

・オリンピックをきっかけとした健康的で低炭素な移動オプ

ションとしての新しい徒歩・自転車利用の各種プロジェク

トへの周知 

第 2 段階 

期間中 

・100%の観客が会場への移動に公共交通または徒歩・自転

車を利用する、というオリンピック TDM の目的の実現を

サポート  

・オリンピック後も徒歩・自転車を続けられるよう、ポジテ

ィブな交通行動体験の提供 

第 3 段階 

オリンピック後 

・健康面へのメリットを強調し、行動変化の継続を促進  

・ATP をオリンピックのレガシーとすること 

出典：Leaving a transport legacy, Olympic and Paralympic Transport Legacy Action Plan 
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e. 情報提供主体 

 TfL、ロンドン自治区、ロンドン市  

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

 強制性は皆無と考えられる。  

 

g. 我が国での適用可能性  

 自転車利用については、健康志向の高まり、地球環境への配慮、東日本大震災の

影響による節電意識の高まり、災害時における機動性等を背景に、我が国において

も人気が高まっている。また、シェアサイクルや自転車道等のインフラも徐々に整

備され、イベント時における自動車や公共交通からの代替手段としての適用可能性

は極めて高いと考えられる。一方、徒歩については自転車ほどの人気ではないため、

魅力的なプログラムを複数用意することで適用の可能性は高まると考えられる。  
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5) Travel Ambassador  

a. 概要 

Travel Ambassador とは TfL ネットワーク内に配置され、おそろいのマゼンダ色

のユニフォームを着用した移動の案内を専門としたボランティアスタッフである。

TfL もこれに参加し、3,000 名を超える職員が主要な駅に立ち、来訪者への案内を

行った。案内に立った TfL の Travel Ambassador はタブレット端末を所持してお

り、これを活用して多様な言語で多様な情報を提供し、駅から会場や観光地への案

内に活躍した。  

出典：London 2012 Games Transport – Performance, Funding and Legacy 

Delivering Transport for the London 2012 Games 

図 2-64  マゼンダのユニフォームを着用した Travel Ambassador による移動案内  

 

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

来訪者、市民 

 

c. 情報提供の方法 

face-to-face の案内をした。Travel Ambassador は交通事情に精通しており、フ

レンドリーで効果的なサービスであると、世界中の来訪者やメディアから非常に多

くの賞賛を受けた。  

 

d. タイミング 

オリンピック期間中限定の情報提供であった。  

 

e. 情報提供主体 

TfL 

 



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-130 

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

Travel Ambassador の案内は強制性はなく、案内に従うかどうかは来訪者の自発

性によるものであった。 

 

g. 我が国での適用可能性  

 イベントのために教育されたボランティアスタッフだけでなく、多数の鉄道職員

による積極的な案内は、我が国でも適用可能性は高いと考えらえる。  

 鉄道の運行をサポートするスタッフはオレンジ、セキュリティを担当とするスタ

ッフはグリーン、移動の案内をサポートするスタッフはマゼンダといった役割によ

り色分けしたユニフォームは、来訪者にとっても、スタッフにとっても識別しやす

く、我が国でも参考になり、また適用可能性も高いと考えられる。  

 

出典：Delivering Transport for the London 2012 Games 

図 2-65  オレンジのユニフォームを着用した 

鉄道の運行をサポートするボランティア  
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6) Road Freight Management Programme 

a. 概要 

ロンドン市における交通の 17%、ロンドン市中心部における交通の 25%は物流車

両であることから、その一部の企業の努力による交通量の減少も交通全体の渋滞緩

和に与える影響は大きい。Road Freight Management Programme は①対象となる

企業や事業者のオリンピック期間中における効果的な業務の継続②道路網に与える

影響を最小限に抑制、という 2 大目標を掲げ、Travel Advice for Businesses 

Programme と合わせて実施された。  

このプログラムにおけるモニタリング結果は、Olympic Legacy Monitoring：

Adaptations to deliveries by businesses and freight operators during the Games

にて報告された。  

 

図 2-66  Olympic Legacy Monitoring,Adaptations to deliveries by businesses and 

freight operators during the Games 

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

 事業者、物流事業者  

 

c. 情報提供の方法 

 物流業者等の貨物輸送関連事業者と道路管理主体が参画する London Freight 

Forum や、規模や立地別に対象を限定した事業者向けのワークショップ、Freight 

Journey Planner、Freight web portal などの公式ウェブサイト、テレビやラジオ

における広告キャンペーン、ダイレクトメールや電子メール等さまざまなメディア

を通じて情報提供を実施した。   
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d. タイミング 

2010 年春より、会議やワークショップ、ダイレクトメールや業界紙への広告、掲

示板やラジオを通じて情報発信を実施した。  

 【実施内容】 

－ロンドンの大企業にはコンサルタントを派遣。 

－約 3,000 の中規模企業向けにはワークショップを開催し、約 25,000 社がワ

ークショップやプレゼンテーションに参加。  

－中小企業 約 20,000 社へ TDM チームメンバーが訪問。 

－小企業には Web サイトを用意し、情報提供と対策立案のツールを提供。  

－企業へのアドバイスメール 100 万通以上のニューズレーターを発行、従業員

611,000 人に提供。 

－企業へ 1 日 2 回メール速報。当日と翌日のアドバイス、企業から雇用者へ提

供できる情報などを含む。（期間中 午前 4：30 と午後 14：00） 

－250,000 社へのビジネスアドバイスパックの発送。  

－情報パック（information packs）を 42,000 企業へ郵送。 

－最初のダイレクトメールを 20 万企業へ送付（2011 年春～）。 

－2 回目のダイレクトメールはホットスポットエリアにある中小企業を対象、

42000 個のインフォメーションパックを送付、その後送付先に直接訪問。さ

らに 2 万パックを配布（2012 年 2 月～3 月）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 ：The London Games in Motion 

図 2-67  事業者向けのワークショップ   
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e. 情報提供主体 

 TfL 

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

 TfL および物流事業者と道路管理主体の連携により、強制性が高いプログラムで

あったと考えられる。  

 

g. 我が国での適用可能性  

 ステークホルダーを集めた組織作りから、イベント終了後も見据えた長期的な実

施計画の実現には課題も多数あると想定されるが、イベント時および非常時や緊急

時への対応も含めて、我が国での適用が高く望まれるプログラムの一つである。  
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7) London Freight Forum 

a. 概要 

この London Freight Forum は、Road Freight Management Programme の一環

としてオリンピック開催前に組織されたワークショップであり、ロンドンオリンピ

ックのレガシーの一つである。物流関係の企業が集う場としてオリンピック後も継

続して運営されており、輸送における安全性の確保、タイミング調整による効率的

な輸送の実施といった課題の解決に向け、各種取り組みを行っている  

London Freight Forum の下には、現在の業界における優先度の高い問題に特化

したワーキンググループも組織化されている。  

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

物流業者、地方自治体、トラック協会などの組織団体。  

 

c. 情報提供の方法 

ワークショップ形式。  

 

 

 

出典：http://www.theapn.co.uk/uploaded/documents/TfL-presentation-23.2.12.pdf  

図 2-68  Freight Forum ワークショップの開催地  
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d. タイミング 

ロンドンオリンピック前に組織され、ロンドンの内外にてワークショップが開催

された。現在では、年に 2 回開催されている。 

 

e. 情報提供主体 

 TfL（このワークショップの窓口）  

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

 産官連携、および業界団体を通じた取組であり、強制性は高いと考えられる。  

 

g. 我が国での適用可能性  

業界団体を通じた情報提供は強制性も高く、行動変容に与える影響は大きい。  

我が国における物流業界全体と道路管理者との密接な連携には適用可能性はある

が、組織作りにおいて誰が主導的な立場となるかなど課題も多いと考えらえる。  
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8) Freight Journey Planner  

a. 概要 

Freight Journey Planner は Road Freight Management Programme の一環とし

て立ち上げられた英国初となる貨物車両のための無料のオンラインサイトである。

配達のルート計画を支援することを目的とし、高さ制限や重量制限、道路規制など

の情報を網羅し、車両の種類に合わせた経路計画情報を提供しており、特に首都圏

における高速道路の通行障害発生時に重宝されている。オリンピック前に開設され、

現在もサービスを提供している。  

 

b. 情報提供の対象（セグメント）  

物流事業者だけでなく、地方自治体、トラック協会も対象としている。地方自治

体は、独自の規制データをシステムに追加することができる。  

 

c. 情報提供の方法 

ウェブサイトによる情報提供。 
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出典：http://www.freightjourneyplanner.co.uk/about/ 

図 2-69  Freight Journey Planner のウェブサイト（1/2）   
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出典：http://www.freightjourneyplanner.co.uk/ 

図 2-70  Freight Journey Planner のウェブサイト（2/2） 
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d. タイミング 

2012 年 3 月にサイトを立ち上げ、現在も継続して情報を提供している。  

 

e. 情報提供主体 

TfL より委託を受けた民間会社 PIE がサービスを提供している。  

出典：http://www.piemapping.com/about-us/ 

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

 Freight Journey Planner は Road Freight Management Programme の実施の

ためのツールであり、その活用も強制性の高いものだと考えられる。 

 

g. 我が国での適用可能性  

 貨物車両および道路管理者を対象とした産官連携の公式ウェブサイトによる交通

情報提供サービスは我が国においても適用可能性は高い。  
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9) Freight web portal 

a. 概要 

Freight web porta は Road Freight Management Programme の一環で立ち上げ

られ、オリンピック期間中のケーススタディの例、ダウンロードデータ、オリンピ

ック期間中の運用ガイダンス、詳細情報へのリンクといった貨物情報に関するワン

ストップのウェブサイトであり、データは高頻度で更新された。 

 

 

出典：http://www.theapn.co.uk/uploaded/documents/TfL-presentation-23.2.12.pdf 

図 2-71  Freight web portal のウェブサイト  

 



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-141 

 

 

 

出典：

http://www.fta.co.uk/export/sites/fta/_galleries/downloads/olympic_conference_2011/2011.12.01_Ian_
Wainwright_-_Road_Freight_Management_Programm.pdf 

図 2-72  Freight web portal のウェブサイト  

 

  

http://www.fta.co.uk/export/sites/fta/_galleries/downloads/olympic_conference_2011/2011.12.01_Ian_Wainwright_-_Road_Freight_Management_Programm.pdf
http://www.fta.co.uk/export/sites/fta/_galleries/downloads/olympic_conference_2011/2011.12.01_Ian_Wainwright_-_Road_Freight_Management_Programm.pdf
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b. 情報提供の対象（セグメント）  

 物流事業者 

 

c. 情報提供の方法 

ウェブサイトによる情報提供。  

 

d. タイミング 

 オリンピック前からオリンピック期間中に情報提供。 

 

e. 情報提供主体 

 TfL。 

 

f. 行動変容の自発性（強制性）  

 Freight web portal は Road Freight Management Programme の実施のための

ツールであり、その活用も強制性の高いものだと考えられる。  

 

g. 我が国での適用可能性  

 貨物情報に関するワンストップの公式ウェブサイトの構築に際し、実施主体など

の課題もあると考えられるが、適用が望まれるコンテンツの一つである。  
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(3) 効果 

「4 つの R」を軸とした取組の結果、私事目的の交通と通勤交通、業務物流交通

のそれぞれに効果が見られ、一部の効果はオリンピック・パラリンピック以降も継

続していた。以下にその内容を記載する。  

 

1) 全体 

a. オリンピック期間中  

ロンドン交通移動者の平日平均 35％が交通行動を変更し、パラリンピック期間中

は 31％が変更した。 

オリンピック期間中（2 週間）で見ると、ロンドン交通移動者の 77％が交通行動

を変更した。その内訳は下図に示す通り、63% が移動を減らし（Reduce）、28％が

時間を変更（Re-time）、21％が経路を変更（Re-route）、19％が交通機関を変更し

た（Re-mode）。合計では、全交通移動者の半数近くが 1 つ以上の変更を行ったこ

とになる。 

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2 

図 2-73 ロンドンの交通移動者がオリンピック期間中に行った行動変更  

 

b. オリンピック期間後  

TDM プログラムの目標はオリンピック期間中の交通行動の変更であったが、何

らかの変更は継続されると予測していた。変更した人の内、その方法がより良いと

判断した 11％の人々は継続し、4R それぞれが 3～4%程度となっている。次の図に

内訳を記載する。  
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出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2,3 

図 2-74 オリンピック期間後の変更継続割合  

 

期間中の移動者は移動回数を減らす（Reduce）傾向が高かったが、期間後は継続

されず、それ以外の変更がより継続された。また、有給を使う、時間を遅らすとい

った短期間的に交通移動を減らす手段の多くは継続されなかった。 

 

図 2-75 オリンピック中に行われた変更の種類  

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey 

図 2-76 オリンピック後に継続された変更の種類  
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c. 交通パフォーマンスに対する事前予測と評価  

オリンピック開催前は、ロンドン交通移動者は交通ネットワークのパフォーマン

スについて悲観的であり、58％が上手く対処できないと予測していた。しかし実際

のパフォーマンスは予測を裏切り、92％が非常に良い、良いと評価した。 

 

 

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey 

図 2-77 交通ネットワークのパフォーマンスに対する事前予測と評価  

 

交通ネットワークが結果的に高評価を得られたのは、運営に努力がなされたこと

は勿論であるが、パフォーマンスに対する事前予測が人々の行動変更に影響したと

考えられる。 

下記表に示した通り、調査の結果、交通ネットワークのパフォーマンスが良くな

い、全く良くないと予測した人の多くが行動変更を計画したことが分かった。一方

でパフォーマンスが非常に良い、良いと予測した人は変更を計画しない傾向にあっ

た。 

例えば通勤者で変更を計画した人の内、パフォーマンスが良くない、全く良くな

いと予測していた人は 62％を占めている。一方で非常に良い、良いと予測していた

人は約半数の 33％となっている。 

開催前の予測 

実際の評価 

非常に良い 良い 良くない 全く良くない わからない/無回答 
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出典：TfL Personal Travel Panel Survey 

図 2-78 交通ネットワークのパフォーマンスに対する事前予測と変更計画  

 

2) 公共交通 

オリンピック期間中の交通機関混雑の予測を受け、地下鉄を管轄するロンドン交

通局は混雑を緩和するため、職員を在宅勤務に切り替えることを企業に求めた。ロ

ンドンの交通網が旅行者の急増でパンクすることを恐れ、多くの企業が在宅勤務と

いう選択肢を提示した結果、鉄道・地下鉄網の混雑は通常よりも緩和され、ラッシ

ュ時でさえも観光客が座れる状態となった。  

 

交通ネットワークの運行スケジュールを見ると、97％以上が大会期間中に予定通

り運行しており、通常の 98～99％と比較しても同等、又はより良い運行であったと

言える。 

出典：International Business Times（http://jp.ibtimes.com/articles/320883）, Travel Demand 

Management,Lessons learnt from the Olympic Games 

  

変更を計画 

変更を計画 

変更を計画 
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3) Active Travel（徒歩、自転車）  

London 2012 Active Travel Program(ATP)および新たに導入されたレンタサイ

クルシステムの定着・拡充の相乗効果により、オリンピック後も自転車を通勤で日

常的に利用する人が増加する等、ロンドン中心部の移動手段に変化が生じている。 

オリンピック期間中に通勤手段を変更した人の内、徒歩/自転車の分担率は 18％

から 29％に増加した。下記に分担率の変化を記載する。  

 

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2 

図 2-79 交通分担率の変化（通勤手段を変更した人）  

 

また、オリンピック期間中にロンドンのテムズ川を横断した人を調査したところ、

徒歩と自転車の分担率が増加していた（自転車 22％増加、歩行者 20％以上増加）。 

出典：Leaving a transport legacy, Olympic and Paralympic Transport Legacy Action Plan, 

Travel Demand Management,Lessons learnt from the Olympic Games,  
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4) 道路（道路全体、オリンピックレーンの運用）  

オリンピック期間中、セントラルロンドン、インナーロンドンの道路交通量は全

体的に 15％前後減少した。午前のピーク時で 16.3％減少、午後のピーク時で 9.4％

減少、8 月の前年同月比で 5～10％減少、通常交通量比で最大 15％の減少であった。  

これは多くのドライバーがオリンピック・レーンと会場の近くを避けるようにと

いうアドバイスを聞き入れた結果である。地域住民による ORN 制限の遵守率は約

97％であり、多くの通勤利用者が事前に通勤経路の変更を行った。  

 

オリンピック・ファミリーの車両の 90%は目標時間内に移動出来た。しかし実際

には多くのオリンピック・ファミリーと VIP が公共交通機関を使っていた。予想以

上に公共交通機関が利用されたため、オリンピック・ファミリーが利用する車両の

交通量は予測より 30～40％低くなった。これによりオリンピック・レーンの稼働は

各日 40％前後、パラリンピック期間中は 30％前後に留まり、オリンピック・レー

ンの約 60％は状況を見て柔軟に一般車両へ解放された。  

出典：Travel Demand Management,Lessons learnt from the Olympic Games, 

ロンドンオリンピックにおける交通関連の実績と評価（運輸と経済 第73巻 第3号 ’13.3, 運輸調査局） 
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5) 通勤目的の移動  

オリンピック期間中、業務・通勤の移動者の 3 分の 2 近くが交通行動の変更を行

った。一方で私事目的の移動者の変更割合は 42％であり、比較するとロンドン市民

は仕事関連の移動をより変更する傾向にあると言える。  

ロンドンの全通勤者の 27%が移動自体を減らし（Reduce、全期間休暇取得者を含

めると 31％）、25％が時間を変更（Re-time）、16％が経路を変更（Re-route）、11％

が交通機関を変更した（Re-mode）。また、期間中就業した人の 54％が 1 つ以上の

変更を行ったことになる。次に、変更形態別に効果を記載する。  

 

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2 

図 2-80 ロンドンの通勤者がオリンピック期間中に行った行動変更  
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a. Reduce 

ロンドンの全通勤者の 27%が移動自体を減らしたが（全期間休暇取得者を含める

と 31％）その内訳は 20％がオリンピックを理由に休暇を取得、13％が通常より多

く在宅勤務を実施、5％が通常より多く勤務地外で勤務した。なお、調査回答者は、

1 つ以上の手段を合わせて Reduce を実施している。通常勤務地で勤務する日数を

見ると、オリンピック期間前は平均 4.5 日/週であったが、期間中は 3.8 日/週に減少

した。 

 

在宅勤務に関しては、オリンピック前は通勤者の 13%が少なくとも週 1 回行って

いたが、期間中は 26%に増加した。その数値はオリンピック後に減少したが、継続

的な変化がみられ、開催前より多い 20%のままとなっている。  

今後の在宅勤務の頻度意向を、オリンピック期間中の在宅勤務実施の有無と、継

続の有無別に調査した。以下に結果を記載する。  

 

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey 

図 2-81 今後の在宅勤務の頻度意向（在宅勤務実施の有無、継続の有無別）  
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b. Re-mode 

期間中就業した人の 13％（ロンドンの全通勤者の 11％）が交通機関を変更した

結果、全通勤者の交通分担率において地下鉄 /DLR の占める割合は 30％から 22％に

減少し、一方で徒歩 /自転車が 20％から 27％に増加している。  

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey 

図 2-82 交通分担率の変化（全通勤者） 

 

通勤手段を変更した人の交通分担率の内訳は、下記の通りである。バス /電車は

14％から 9％に減少、LU/DLR は 31％から 24％に減少、徒歩/自転車は 18％から

29％に増加し、全般的に公共交通の使用から徒歩 /自転車に変更されたと言える。  

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2 

図 2-83 交通分担率の変化（通勤手段を変更した人の内）  
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トラム 

LU/ 

DLR 

期間前の主な手段 

期間中の主な手段 

徒歩/自転車 

自動車 

地下鉄/DLR 

バス/トラム 

英国鉄道/Overground 
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c. Re-route 

期間中就業した人の 18％（ロンドンの全通勤者の 16％）が少なくとも 1 回、通

常と異なるルートで通勤したと回答している。ルートを変更した人の交通分担率は、

地下鉄/DLR が 36％、英国鉄道 /London Overground が 29％となっており、他のモ

ードより多い。 

 

出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2 

図 2-84 通勤ルートを変更した人の交通分担率  

 

d. Re-time 

期間中就業した人の出勤時間は 22％が通常より早く、6％が遅く出勤している。

帰宅時間については 15％が通常より早く、7％が遅く帰宅したと回答している。  

下記表は、オリンピック期間中に通勤時間を変更した人の平均出発時間である。

通常早い時間に出勤している人はより早い時間に変更し、遅い時間に移動している

人は更に遅い時間にずらして移動している。  

表 2-47 オリンピック期間前・期間中の通勤時間の変化  

  

出典：TfL Personal Travel Panel Survey,Wave1 and 2 

期間中 

期間前 

出勤 出勤 帰宅 帰宅 

通勤時間を早めた

人の平均出発時間 

通勤時間を遅らせた

人の平均出発時間 

徒歩 自転車 自動車 バス/トラム 地下鉄

/DLR 

英国鉄道
/Overground 



第 2 章 過去の参考事例調査 

2-153 

 

e. 雇用主による情報提供の影響 

混雑地区の通勤者の行動変更を、雇用主からの情報・アドバイス提供の有無で比

較する。Re-time の実行は情報提供有りで 28％、情報提供無しで 21％、在宅勤務

も情報提供有りでは 13％、情報提供無しで 6％となっている。１つも変更を行わな

かった人は、提供有りで 54％、提供無しで 64％と大きく異なった。雇用主は従業

員の行動変更に大きな影響を与えたと言える。  

 

出典：TfL Oyster and Hotspot User Survey 2012 

図 2-85 雇用主の情報提供有無による行動変更（混雑地区の通勤者）  

 

また社員 250 人以上の大規模企業は、より事前に計画を立て、その従業員も行動

を変更する傾向にある。最も交通影響を受ける地区の企業の 3 分の 1 が、従業員に

勤務パターンの変更を奨励している。最も実施された変更は、始業・終業時間の変

更で影響を受ける企業の 4 分の 1 が実施した。しかし殆どの企業（84%）が変更継

続の必要が無いと判断し、いずれの変更も継続されなかった。 

  

Reduce(勤務地以外で就業) 
 

Re-duce(在宅勤務) 
 

全て 雇用主からの情報提供あり 雇用主からの情報提供なし 

1 つも変更なし 

その他 

Re-route 

Re-time 

Re-mode 
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6) 物流 

物流事業者が行った変更は Reduce と Re-time が多く、どちらも 45％が実行した。

次いで Re-route が多く 42％となっている。最も実行されなかった変更は Re-mode

で 5％に留まった。下図はその実行計画と結果の割合である。次に、変更形態別に

効果を記載する。  

 

 

出典：Olympic Business & Freight Survey,Games time Wave 

図 2-86 4R 実行計画と結果の割合  

  

一般事業者 一般事業者 物流事業者 物流事業者 

期間中 期間前 
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a. Reduce 

物流事業者が Reduce として最も実行した手段は「配達を最初の 1 回で完了する」

で 38％となっている。次いで「不急の配達を延期する」が 37％、「備蓄する」が

34％であった。全体として計画通りに実行されている。  

 

 

出典：Olympic Business & Freight Survey,Games time Wave 

図 2-87 物流事業者の Reduce の実行計画と結果割合  

 

b. Re-time 

物流事業者が Re-time として最も実行した手段は「配達・集荷時間の変更」で回

答者の半数が実行している。「時間外の営業」も多く、36％であった。また結果と

して、計画よりも多く「配達・集荷時間の変更」「配達・集荷日の変更」が実行され

た。 

一時的な保管倉庫を利用する 

資源を共有する 

在宅勤務する 

トリップを統合する 

従業員が休暇を取得する 

備蓄する 

不急の配達を延期する 

配達を最初の 1 回で完了する 

計画 実行   
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出典：Olympic Business & Freight Survey,Games time Wave 

図 2-88 物流事業者の Re-time の実行計画と結果割合  

 

最も実行された「配達・集荷時間の変更」の時間帯別の変更割合を以下に記す。

21 時～翌 5 時の時間帯を増やした物流事業者は 8％、ピーク時間の前後である 5 時

～7 時と 14 時～16 時を増やした物流事業者は 10％であった。  

 

 

出典：Olympic Business & Freight Survey,Games time Wave 

図 2-89 時間ごとの変更割合（一般事業者、物流事業者）  

痛みにくい物は事前に注文、配達する 

運転手、スタッフのシフト変更 

時間外の営業 

配達、集荷日の変更 

運転手、スタッフの始業時間の変更 

配達、集荷時間の変更 

実行  計画 

物流事業者  一般事業者 

21 時-5 時を減らす 

21 時-5 時を増やす 

10 時-14 時を減らす 

10 時-14 時を増やす 

19 時-21 時を減らす 

19 時-21 時を増やす 

7 時-10 時、16 時-19 時を減らす 

7 時-10 時、16 時-19 時を増やす 

5 時-7 時、14 時-16 時を減らす 

5 時-7 時、14 時-16 時を増やす 
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c. Re-route 

10 社中 6 社の物流事業者が、「ホットスポットや道路規制を避けるため経路を変

更した」と回答し、いずれも計画より多くの事業者が実行している。「影響の少ない

倉庫等、代替地点から出発する」方法により経路を変えた事業者も 24％に上る。 

 

出典：Olympic Business & Freight Survey, Games time Wave 

図 2-90 物流事業者の Re-route の実行計画と結果割合  

 

d. Re-mode 

物流事業者が Re-mode として最も取り入れた変更は徒歩、自転車での配達でそれ

ぞれ 3％が計画し、実行した。全体的に計画通り実施されているが「川、ボートを

使っての配達」は計画が 3％、実行が 1％に留まった。  

 

出典：Olympic Business & Freight Survey,Games time Wave 

図 2-91 物流事業者の Re-mode の実行計画と結果割合   
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(4) 知見 

 ロンドンオリンピック・パラリンピックにおける「4 つの R」を軸とした取組と

各交通の主体（一般市民、事業者、来訪者）に応じ、タイミングによって内容を変

化させるといった情報提供の効果から、ロンドンオリンピック・パラリンピック成

功の要因および我が国での適用可能性について整理した。  

 

1) ロンドンオリンピック・パラリンピック成功の要因 

 ロンドン大会における啓発活動の成功要因は大小さまざまな点が挙げられるが、

3 点に絞って整理した。  

 

a. TfL が主体となった情報提供 

ロンドン大会において、すべての取組は TfL が主体となって情報提供を実施した

ことが一番の成功要因であると考えられる。TfL から各ステークホルダーへの情報

提供を効率化するために設置された TCC(Transport Coordination Centre：全ての

交通関連組織、政府、警察、組織委員会の代表者から構成 )では、全ての事象につい

て情報を共有し、交通障害に対する対応で連携が図られた。さまざまな取組みを TfL

が主体となることで、オリンピック前に交通制御に関するテストを多数実施するこ

とも可能であった。  

 

出典：Delivering Transport for the London 2012 Games 

図 2-92 オリンピック前における交通制御のテストとプログラムの実行  
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b. 長期的な見通しに基づいて実施  

多くの取組はオリンピックレガシーとして大会後も継続することを目標に計画・

実施された。情報提供においては、『人々がオリンピックから受ける影響に気づく』

ことから、最終的には『混雑を避けるために行動に移す』ことへ主題を変化させ、

オリンピック半年前、数か月前、直前、期間中といったタイミングに合わせたコン

テンツを更新した。これらの情報提供の影響や 4 つの R に基づいた取組の結果は、

ロンドンの交通移動者（居住者、通勤者、来訪者）およびロンドンの事業者（一般

事業者、物流事業者）を対象とした 2 つの長期的なモニタリング調査を通じて把握

することができた。 

 

c. 企業への働きかけ  

市民参加への働きかけに対し、企業への働きかけは交通行動を変更させられるポ

テンシャルが大きい。そこで、ロンドン大会では期間中の交通変動を促し、効果的

な業務の継続を実施できるよう企業向けのアドバイスメール（ニューズレター）の

配信やダイレクトメール、情報パックの送付の他に、企業の規模や立地（ホットス

ポット周辺を対象）に合わせたきめ細やかな働きかけを実施した。具体的には、大

企業向けにはコンサルタントの派遣、中規模企業向けにはワークショップの開催、

TDM メンバーによる個別訪問、小企業には Web サイトによる対策立案ツールの提

供をした。 

ロンドン市における交通の 17%は物流車両であることから、物流事業者やトラッ

ク協会等の組織、行政、一般事業者を対象とした Road Freight Management 

Programme を立ち上げ、London Freight Forum、Freight Jouney Planner、Freight 

web portal などのコンテンツを用意した。これらの取組の効果により、期間中、セ

ントラルロンドン、インナーロンドンの道路交通量は全体的に 15％前後減少し、道

路網に与える影響を最小限に抑制することに成功した。 

 

2) 我が国での適用可能性  

a. 情報の一元管理 

我が国には TfL のように都市圏のマルチモーダルな交通手段を一元的に管理・運

営する組織は存在せず、個々の運行事業者や道路管理者等が個別に情報提供等を行

っている現状にある。  

一方、首都圏には公共交通オープンデータ協議会が 2015 年 9 月に設立され、今

後、交通情報を一元管理したサービスの開発がしやすくなることが予想される。ま

た、我が国ではいくつかの民間主体が、複数事業者をまたぐ鉄道の運行ダイヤ検索

ウェブサイトを提供していたり、マルチモーダルな交通手段をまたぐ経路検索シス
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テムのウェブサイトを公表している現状にある。  

このこと等を踏まえると、我が国では、上記に述べたような民間主体の協力を得

ることによって、複数の交通機関・交通事業者をまたぐような情報提供施策がロン

ドンと同様に適用できる可能性は高いと考えられる。  

 

b. 市民参加へ働きかけ  

GAOTG のようなポスターから公式ツイッター、ツイッターから公式 Web サイト

への誘導等、マルチメディアによる情報提供手法は、我が国でも適用の可能性は高

い。また、オリンピックの開催とその影響を喚起させるポスター（広告）のデザイ

ンは、日常のあらゆる場面に遭遇するキャンペーンの露出度の高さによる相乗効果

により、強制力はないまでも一般市民への取組みに対する訴求効果は大きいと考え

られる。 

チケット購入者に対して観戦チケットに公共交通の無料チケットを合わせて送付

することやチケット購入者限定ウェブサイトへの誘導メールを送付することは、我

が国でも適用可能性は高い。  

自転車利用については、イベント時における自動車や公共交通からの代替手段と

しての適用可能性は極めて高く、シェアサイクルや自転車道等のインフラ整備の拡

大とともに、自転車利用の適用性はさらに高まると考えられる。一方、徒歩につい

ては自転車ほどの人気ではないため、魅力的なプログラムを複数用意することで適

用の可能性は高まると考えられる。  

 

c. 企業への働きかけ  

企業向けのアドバイスメールの配信やダイレクトメール、情報パックの送付の他

に、企業の規模や立地に合わせたワークショップの開催、個別訪問、小企業には

Web サイトによる対策立案ツールの提供などは我が国での適用可能性は高いと考

えらる。Freight Jouney Planner のような物流車両を対象とした経路計画サイトや

貨物情報に関するワンストップの公式ウェブサイトの構築は、情報の一元管理と合

わせて我が国における適用が望まれる。しかしながら、物流業界全体と道路管理者

との密接な連携において、どのように組織作りをするか、誰が主導的な立場となる

かなど課題も多いと考えらえる。  

 

d. 長期的なモニタリング調査 

ロンドンで実施されたような期間前・期間中・期間後の行動変容に関する交通移

動者（居住者、通勤者、来訪者）および事業者（一般事業者、物流事業者）を対象

としたモニタリング調査は適用可能性が高い。  
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e. 対面方式による移動案内 

交通混雑を緩和し、来訪者のスムーズな移動を支援するために、イベントのため

に教育されたボランティアスタッフだけでなく、より交通事情に精通した鉄道職員

による誘導案内は、我が国でも適用可能性は高いと考えらえる。TfL の Travel 

Ambasador のように、タブレット端末を活用した多様な言語による多様な情報提供、

および駅から会場や観光地への案内は適用可能性が高い。  
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3.1 概要 

本章では、ビッグデータをはじめとする多様なデータを用いて、東京区部を中心

とする人の移動に関する大量のデータ利用可能性とその具体的な解析を行った。こ

の検討および解析にあたっては、マクロ解析・ミクロ解析のそれぞれの視点から実

施し、今後の実証実験、オリンピック・パラリンピック等のイベント開催に向けた

解析手法について検討した。 

 

 

3.1.1  分析方針 

オリンピック・パラリンピック開催期間中に開催会場周辺で混雑経路や混雑時間

帯を作らないようにあらかじめ情報提供を行い、行動変容を促すことが重要である。 

情報提供を実施するためには、情報提供を行うべきターゲットがどのような交通

行動を行っているかを把握しておく必要がある。  

そこで、情報提供を行うターゲットとなる個人属性別の交通実態をビッグデータ

によって解析し、行動変容の仮説の設定に活用する。また、交通実態の日変動や大

規模イベントや災害等の突発事象における交通動態や、個人属性等の違いによる特

性を把握することで、情報提供のタイミング等の検討を行った。 

 

 

図 3-1 分析方針  

  

通勤

業務

物流

海外からの来訪

ビッグデータ
解析

【使用データ】
・国勢調査
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・道路交通センサス
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（NTTドコモ）
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行動変容のターゲットと
なる活動ごとのシナリオ
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実証実験
（H28年度）

私事
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イベント・災害等の突
発事象
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海外からの来訪
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3.1.2  分析における視点の整理  

啓発シナリオを検討する上での分析の視点、分析内容、使用データを整理した。  

また、大規模なイベント時や災害等の突発事象が発生した際の交通実態についても

同様に整理を行った。  

 

 

(1) マクロ解析の視点  

マクロ解析では、各種データを活用し、東京 23 区を対象とした交通流動特性を

把握した。 

具体的には、国勢調査（2010 年）、経済センサス（2012 年）、東京都市圏パーソ

ントリップ調査（2008 年）を使用した。また、これらのデータは、平日１日のデー

タであり季節・天候・曜日（特に休日）による変化やイベントの種類や開催場所に

よる特性を把握することはできない。そのためイベント時や自然災害時の交通実態

は、株式会社ドコモ・インサイトマーケティングが提供している「モバイル空間統

計」を活用した。  

また、交通系 IC カード利用等によって得られる公共交通機関の利用情報の活用

を試みたが、入手が困難であったため入手可能なデータで解析を実施した。  

 

表 3-1 マクロ解析の視点  

分析の視点 分析内容 使用データ 

オリンピック開催時には、現状のオリン

ピック会場周辺の定常的な交通量に加え

て、観客や選手等の移動需要を処理する

ことが困難である？  

開催場所周辺の定

常的な需要量の分

析（総量の把握）  

国勢調査  

H20 東京 PT 調査 

道路交通センサス  

災害時における滞留人口の動向は、平常

時と異なるのか？  

災害時における時

刻別滞留人口の分

析 

モバイル空間統計  

イベント時における集客状況は、平常時

と異なるのか？  

イベント時におけ

る時間帯別来訪者

の分析 

モバイル空間統計  

 

 

  



第 3 章 移動に関わるビッグデータ解析 

3-4 

 

＜参考：モバイル空間統計とは＞ 

モバイル空間統計とは、ドコモの携帯電話ネットワークのしくみを使用して作成

される人口の統計情報である。  

日本全国の 1 時間ごとの人口分布を、24 時間 365 日把握することが可能である。  

国内人口は性別・年齢層別・居住地域別、訪日外国人※は国別の人口構成を知るこ

とが可能である。  

※ 約 250 万台(2014 年現在：ドコモ独自調べ)の運用データを基に推計 

 

 

 

出典：NTTdocomo ホームページ  

図 3-2 人口分布の時間変動  

 

 

出典：NTTdocomo ホームページ  

図 3-3 国別外国人来訪者数  
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(2) ミクロ解析の視点  

ミクロ解析は、マクロ解析に用いたビッグデータを利用し、国籍、移動目的、年

齢階層、性別等の情報をもとに、移動選択における傾向や実際の動態を把握した。  

 

表 3-2 ミクロ解析の視点  

分析の視点 分析内容 使用データ 

オリンピック会場周辺のどんな個人属性

のどんな目的での移動に対して行動変容

の働きかけを行えば良いのか？  

開催場所周辺の定常

的な需要量の分析（個

人属性の把握）  

国勢調査  

H20東京 PT 調査 

災害時の滞留人口の動向は、性別や年齢

別に平常時と異なるのか？  

災 害 時 に お け る 性

別・年齢階層別時刻別

滞留人口の分析  

モバイル空間統

計 

イベント時における集客状況は、性別・

年齢・国籍別に平常時と異なるのか？  

イベント時における

時間帯別来訪者 (日本

人・外国人別)の分析 

モバイル空間統

計 

 

(3) 分析対象とした大規模イベントと災害  

マクロ解析・ミクロ解析を実施する上で、大規模なイベントと自然災害の２つの

事例を選定した。大規模イベントは、平常時でも訪日外国人が多く、イベント時の

集客人数も非常に多い隅田川花火大会とし、浅草寺周辺を集計対象地域とした。  

自然災害は、平成 26 年の台風 18 号の影響を受けた日とした。当該日は、オリン

ピック・パラリンピック会場として活用される臨海部を走行するゆりかもめに、運

休と遅れが生じていた。 

 

表 3-3 分析対象とした大規模イベントと災害 

イベント・災害等 分析の視点 使用データ 集計内容 

平成 27 年 

7 月 25 日（土） 

隅田川花火大会  

オリンピックの競技会場が多く

立地する臨海部にて実施された

イベント時における交通状況の

分析 

モバイル 

空間統計 

メッシュ別時刻

別滞留人口  

平成 26 年 

10 月 5 日（日） 

台風 18 号 

暴風雨にてゆりかもめに運休と

遅れが生じた日の交通状況の分

析 

モバイル 

空間統計 

メッシュ別時刻

別滞留人口  
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3.2 マクロ解析 

3.2.1  マクロ解析の概要  

マクロ解析では、以下の図に示す３つの分析をそれぞれの視点に応じて実施した。 

定常的な需要量の分析は、国勢調査、経済センサス、東京都市圏パーソントリッ

プ調査のデータを活用し、平常時の行動実態を把握する分析を行った。オリンピッ

クなどの大規模なイベント時においては、平常時の行動に加え、選手、大会関係者

（イベント関係者等）および観客の移動需要が集中することが想定される。大会の

開催時刻によっては、朝・夕のピーク時と重なるため、どの程度の定常的な需要が

生じているか、また、どの程度追加的な需要に対応できるかを把握する。  

災害時の分析は、モバイル空間統計のデータを活用した。災害時の需要を把握す

ることで、平常時との違いを分析し、啓発シナリオを検討する上での知見を得る。  

イベント時の分析は、モバイル空間統計のデータを活用した。イベント時の需要

は、イベントの内容や開催場所等によって異なるが大規模な人が集中する際の国籍

による違いの有無等による知見を得る。  

上記の分析を通じ、啓発シナリオを検討する上での留意点をとりまとめた。  

 

 

 

図 3-4 マクロ解析の概要 

 

  

定常的な需要量の分析

【分析の視点】
・オリンピック時の移動需要に対応できるのか？

災害時の分析

【分析の視点】
・災害時の移動需要は通常時と異なるのか？

イベント時の分析

【分析の視点】
・イベント時の集客状況は、平常時とどの程度
異なるのか？

啓発シナリオの
検討
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3.2.2  定常的な需要量の把握 

(1) 東京都心部の定常的な需要量  

 オリンピック開催場所となる国立競技場、臨海部周辺では、居住人口に対して

従業人口が多く、定常的な通勤・通学等の集中需要がある。そこにオリンピッ

ク需要が同時に生じるとピーク時の混雑緩和が課題となる。  

 

図 3-5 居住人口分布（2010 年国勢調査 500m メッシュ） 

 

図 3-6 従業人口分布（2012 年経済センサス 500m メッシュ）  

国立競技場

東京ビッグサイト

有明テニスの森

東京ドーム

味の素スタジアム

凡例
0
1～499
500～999
1000～1999
2000～2999
3000～3999
4000～4999
5000人～

国立競技場

東京ビッグサイト

有明テニスの森

東京ドーム

味の素スタジアム

凡例
0
1～499
500～999
1000～1999
2000～2999
3000～3999
4000～4999
5000人～
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図 3-7 従業人口/居住人口の比率（経済センサス・国勢調査 500m メッシュ）  

 

 

図 3-8 事業所数（全業種）（2012 年経済センサス 500m メッシュ） 

  

国立競技場

東京ビッグサイト

有明テニスの森

凡例
～1
1～4
5～9
10～19
20倍～

従業人口/居住人口

東京ドーム

味の素スタジアム

国立競技場

東京ビッグサイト

有明テニスの森

東京ドーム

味の素スタジアム

凡例
0
1～49
50～99
100～249
250～499
500～999
1000事業所～
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(2) 施設別の定常的な需要量  

1) 国立競技場周辺  

 国立競技場は、オリンピック・パラリンピックの開会式として活用される予定

であり、現在約 6.8 万人収容可能な国立競技場の建設が進められている。  

 国立競技場周辺の集中量のピークは 8 時台であり、ピーク率は 17％である。（目

的計） 

 集中量のピーク時である 8 時台の 72％は、通勤目的である。  

 

 

 

図 3-9 時間帯別目的別発生量・集中量・発生集中量  

出典：H20 東京都市圏パーソントリップ調査  

 

表 3-4 施設別収容人数 

建物名 収容人数 

新国立競技場  約 6.8 万人 

旧国立競技場  約 5 万人 
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2) 東京臨海部周辺  

 臨海部周辺は、有明テニスの森や東京ビッグサイトなどがあり、オリンピッ

ク・パラリンクックでは、テニス・バスケットボール・水泳などの開催会場と

して活用される予定である。  

 東京ビッグサイト周辺の集中量のピークは 9 時台であり、ピーク率は約 20％

である。（目的計）  

 集中量のピーク時である 9 時台の 44％は通勤目的、23％は業務目的（自宅-

業務）である。  

 

 

 

図 3-10 時間帯別目的別発生量・集中量・発生集中量  

出典：H20 東京都市圏パーソントリップ調査  

 

表 3-5 施設別収容人数 

建物名 収容人数 

有明テニスの森  約 1 万人 
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3) 味の素スタジアム周辺  

 味の素スタジアムは、サッカー、近代５種（水泳、馬術、ランニング、射撃）、

7 人制ラグビーの開催が予定されている。  

 味の素スタジアム周辺の集中量のピークは、8 時台であり約 14％である。 

 集中量のピーク時である 8 時台の 44％は通勤目的であり、約 41％は通学目的

である。 

 

 

 

図 3-11 時間帯別目的別発生量・集中量・発生集中量  

出典：H20 東京都市圏パーソントリップ調査  

 

表 3-6 施設別収容人数 

建物名 収容人数 

味の素スタジアム  約 4.9 万人 
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4) 国立競技場に観客を収容するためにかかる時間の検討  

国立競技場の立地する小ゾーンの時間帯別集中量からピーク時の交通量を算出し、

ピーク時の交通量と同じ集中量の場合、6.8 万人を収容するためには 13 時間必要と

なる。 

13 時間かけて観客が来訪するのは現実的ではないため、5 時間程度で来訪する場

合は、ピーク時の 1.7 倍の交通量が集中することになる。  

実際には、平日の定常的な集中量よりも多くの人数を処理することができると考

えられるため、5 時間よりも短い時間で観客を収容できる可能性がある。ただし、

その場合、集中量はさらに多くなるため混雑緩和が課題となる。  

 

 

図 3-12 国立競技場における観客数の収容にかかる時間の想定  

 

参考：鉄道駅別乗降者数 

乗車人員：信濃町駅  約 25,000 人/日（2014 年） 

千駄ヶ谷駅  約 19,000 人/日（2014 年） 

国立競技場駅  約 5,000 人/日（2014 年） 

出典：JR 東日本ホームページ  

乗降人員：外苑前駅  約 76,000 人/日（2014 年） 

青山一丁目駅  約 111,000 人/日（2014 年） 

出典：東京メトロホームページ  
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＜参考：東京ドーム周辺＞ 

 東京ドームはプロ野球のシーズン中、試合の開催日には４～５万人程度の観客

が来場しているため、オリンピック・パラリンピックの会場の参考として分析

を行った。  

 東京ドーム周辺の集中量のピークは、8 時台であり約 19％である。  

 集中量のピーク時である 8 時台の 74％は通勤目的である。また、18 時台に私

事目的のピークがある。これは他の会場候補地周辺と比較して、商業施設の集

中状況の違いや東京ドームの集客力の影響が考えられる。  

 

 

 

出典：H20 東京都市圏パーソントリップ調査  

図 3-13 時間帯別目的別発生量・集中量・発生集中量  
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3.2.3  災害時における滞留人口の動向把握  

平成 26 年の台風 18 号が東京に上陸する直前の休日の時間帯別の滞留人口につい

て分析を行った。分析対象とした平成 26 年の台風 18 号の概要を以下に示す。  

 

(1) 災害の概要 

9 月 29 日 15 時にトラック諸島近海で発生した台風第 18 号は、発達しながら日

本の南海上を北上し、大型で非常に強い勢力で南大東島の近海を通って 10 月 5 日

には九州の南海上に達した。台風は、その後、進路を東寄りに変え、大型で強い勢

力を維持したまま潮岬の南を通って、10 月 6 日 8 時過ぎに静岡県浜松市付近に上陸

した。台風は速度を速めながら東海地方及び関東地方を北東に進み、6 日 21 時に日

本の東海上で温帯低気圧に変わった。  

台風と本州付近に停滞した前線の影響で、東日本太平洋側を中心に大雨となった。

また、沖縄・奄美と西日本・東日本の太平洋側を中心に暴風となり、猛烈なしけと

なった。 

 

表 3-7 台風 18 号による被害状況 

被害項目 内容 被害項目 内容 

死者 6 名 住宅全壊  2 棟 

行方不明者 1 名 半壊 4 棟 

負傷者 72 名 一部損壊  251 棟 

 床上浸水  671 棟 

床下浸水  1,869 棟 

 

出典：気象庁ホームページ  

図 3-14 平成 26 年 10 月 5 日の気象状況 
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図 3-15 平成 26 年 10 月 5 日の時間帯別降水量 

表 3-8 雨の強さと降り方  

 

 

図 3-16 台風経路図  

出典：いずれも気象庁ホームページ  
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(2) 時間帯別滞留人口  

 滞留人口のピークと想定される 14 時は、同月の休日平均（平成 26 年 7 月の

日曜＆祝日の平均）と比較して約 15％（8 千人）程度滞留人口が減少している。 

 外国人の傾向は、10 時台までは休日平均と比較して減少しているが、14 時台

になると休日平均を約 7％上回っている。これは、外国人の多くは観光客と想

定され、時間的な制約があるために台風が接近していても目的地を訪れている

ことが考えられる。  

 

 

図 3-17 臨海部の時間帯別滞留人口分布（平成 26 年 10 月 5 日：日曜） 

※休日平均：平成 26 年 10 月の休日（日曜＆祝日）平均値 ※日本人のみ  

 

 

図 3-18 臨海部の時間帯別滞留人口分布（平成 26 年 10 月 5 日：日曜） 

※休日平均：平成 26 年 10 月の休日（日曜＆祝日）平均値 ※外国人のみ  
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＜参考：臨海部集計対象範囲＞ 

 

図 3-19 臨海部の集計対象範囲  
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3.2.4  イベント時における滞留人口動向の把握  

平成 27 年の隅田川花火大会時における滞留人口の動向について分析を行った。

分析対象としたイベントである隅田川花火大会の概要を以下に示す。  

 

(1) 隅田川花火大会の概要  

隅田川花火大会は、隅田川沿いの墨田区・台東区の河川敷において毎年 7 月の最

終土曜日に開催される花火大会である。1773 年の江戸中期に始まった「両国川開き

花火大会」を継承する花火大会である。  

 

表 3-9 隅田川花火大会の概要  

項目 内容 

開催日 2015 年（平成 27 年）7 月 25 日（土）  

開催場所  東京都墨田区・台東区  

第 1 会場：隅田川桜橋下流～言問橋上流  

第 2 会場：駒形橋下流～厩橋上流  

打ち上げ時刻  19:05～20:30 

来場者 約 95 万人（主催者発表） 
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(2) 時間帯別滞留人口  

 隅田川花火大会当日の滞留人口は、休日平均と比較して花火大会開催直前の

19 時で約 2.5 倍の人出があった。  

 外国人は日本人と同様の傾向であり、19 時では約 1.9 倍の滞留人口であった。 

 

 

図 3-20 浅草寺周辺の時間帯別滞留人口分布（平成 27 年 7 月 25 日：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※日本人のみ  

 

図 3-21 浅草寺周辺の時間帯別滞留人口分布（平成 27 年 7 月 25 日：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※外国人のみ  

  

3.8 3.9 3.7 

4.7 

3.3 

6.1 

3.0 

7.0 

2.6 

5.7 

2.0 
2.3 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月26日

13:00 15:00 17:00 19:00 21:00 3:00

万人

1,659 

1,350 
1,419 1,384 

1,198 

1,765 

1,042 

1,944 

664 

1,030 

492 

327 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月25日 休日平均 7月26日

13:00 15:00 17:00 19:00 21:00 3:00

人



第 3 章 移動に関わるビッグデータ解析 

3-20 

 

 

＜参考：浅草寺周辺集計対象範囲＞ 

 

 

図 3-22 浅草寺周辺の集計対象範囲  
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3.3 ミクロ解析 

3.3.1  ミクロ解析の概要  

ミクロ解析では、下図に示す 3 つの分析をそれぞれの視点に応じて実施した。  

定常的な需要量の分析は、東京都市圏パーソントリップ調査のデータを活用し、

平常時の行動実態を把握する分析を行った。ミクロ解析では、個人属性や交通手段

等に着目し、行動変容を働きかけるターゲットに対する知見を得ること目的とした。 

災害時の分析は、モバイル空間統計のデータを活用した。災害時の滞留人口にお

ける性別・年齢等の違いを分析し、行動変容しやすい層について分析を行った。  

イベント時の分析は、モバイル空間統計のデータを活用した。イベント時の需要

は、イベントの内容や開催場所等によって異なるが大規模な人が集中する際の性

別・年齢・国籍による違いの有無等による知見を得る。  

上記の分析を通じ、啓発シナリオを検討する上での留意点をとりまとめた。また、

ビッグデータ解析の手法に関する知見も合わせてとりまとめた。  

 

 

 

図 3-23 ミクロ解析の概要  

 

  

定常的な需要量の分析

【分析の視点】
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3.3.2  定常的な需要量の把握 

(1) 施設別の定常的な需要量  

施設別の定常的な需要量を把握するため東京都市圏交通計画協議会にデータ申請

を行い、東京都市圏パーソントリップ調査の集計結果を入手した。  

入手したデータをもとに代表交通手段、年齢階層、性別に着目し、定常的な需要

量を分析した。  

 

1) 国立競技場周辺 

 国立競技場周辺の交通手段は、発生量のピーク時である 17 時台、集中量のピ

ーク時である 8 時台で約 8 割が鉄道である。  

 発生集中量のピーク時である 8 時台の約 5 割は、20～39 歳である。  

 男女ともに発生集中量の朝のピーク時間は、8 時～9 時台に集中している。  

 男性の夕方のピークは、17 時～18 時を中心になだらかに減少しているのに対

し、女性は、19 時台で急減に減少する傾向である。  

 

図 3-24 時間帯別代表交通手段別発生集中量・発生量・集中量  

出典：H20 東京都市圏パーソントリップ調査   
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図 3-25 時間帯別年齢階層別発生集中量・発生量・集中量  

 

 

図 3-26 時間帯別性別発生集中量・発生量・集中量  

出典：いずれも H20 東京都市圏パーソントリップ調査   
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2) 東京臨海部周辺 

 臨海部周辺の発生集中量のピーク時である 8～9 時台の交通手段は、約 8 割が

鉄道である。 

 発生集中量の朝のピーク時である 8～9 時台の年齢階層は、20～39 歳・40～

65 歳ともに 46％であった。  

 臨海部周辺は、男性・女性の差が大きく、どの時間帯においても概ね 7：3 の

割合で男性が多い。臨海部は港湾等での労働者が一定程度含まれていることが

要因であると想定される。 

 

 

 

出典：H20 東京都市圏パーソントリップ調査  

図 3-27 時間帯別代表交通手段別発生集中量・発生量・集中量  
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図 3-28 時間帯別年齢階層別発生集中量・発生量・集中量  

 

 

図 3-29 時間帯別性別発生集中量・発生量・集中量  

出典：いずれも H20 東京都市圏パーソントリップ調査   
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3.3.3  災害時における滞留人口の動向把握  

(1) 時間帯別滞留人口  

 滞留人口のピークと想定される 14 時は、同月の休日平均（平成 26 年 7 月の

日曜＆祝日の平均）と比較して約 15％（8 千人）程度滞留人口が減少している。 

 年齢階層別の構成比は、時間帯別年齢階層別に 14 時の 30 歳台の変化が最も

大きく、休日平均と比較して 1.3 ポイント（3 千人）減少していた。  

 

 

図 3-30 臨海部の時間帯別滞留人口分布（平成 26 年 10 月 5 日：日曜） 

※休日平均：平成 26 年 10 月の休日（日曜＆祝日）平均値 ※日本人のみ  

 

図 3-31 臨海部の時間帯別滞留人口構成比（平成 26 年 10 月 5 日：日曜）  
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 外国人の傾向は、10 時台までは休日平均と比較して減少しているが、14 時台

になると休日平均を約 7％上回っている。これは、外国人の多くは観光客と想

定され、時間的な制約があるために台風が接近していても目的地を訪れている

ことが考えられる。  

 国籍別の構成比は、14 時台では、大韓民国・台湾の構成比は減少しているが、

中華人民共和国・アメリカ合衆国は構成比が増加している。特に、中華人民共

和国は、どの時間帯においても休日平均を上回っており、他国と傾向が異なる。 

 

 

図 3-32 臨海部の時間帯別滞留人口分布（平成 26 年 10 月 5 日：日曜） 

※休日平均：平成 26 年 10 月の休日（日曜＆祝日）平均値 ※外国人のみ  

 

図 3-33 臨海部の時間帯別滞留人口構成比（平成 26 年 10 月 5 日：日曜） 
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(2) 居住地別時間帯別滞留人口  

 14 時の休日平均と台風 18 号が東京に上陸する直前（10/5）では、東京区部の

居住者が約 3 千人少なく、東京区部以外の居住者が約 1 万人少ない。その結果、

東京区部居住者の構成比が 42％から 49％に高まっている。  

 

 

図 3-34 臨海部の居住地別時間帯別滞留人口分布（平成 26 年 10 月 5 日：日曜） 

※休日平均：平成 26 年 10 月の休日（日曜＆祝日）平均値 ※日本人のみ  

※性年齢階層別の滞留人口と居住地別の滞留人口は、秘匿処理が行われているために一
致しない。秘匿処理は、あるカテゴリーにおいてサンプルが少ない場合に実施され
ている。  
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 休日平均を 100％としたときの 10 月 5 日の居住地域別の時間帯別割合は、東

京区部から離れるほど低い傾向がある。  

 

 

 

図 3-35 休日平均を 100％とした時の時間帯別滞留者の比率  

※性年齢階層別の滞留人口と居住地別の滞留人口は、秘匿処理が行われているために一
致しない。秘匿処理は、あるカテゴリーにおいてサンプルが少ない場合に実施され
ている。  
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3.3.4  イベント時における滞留人口動向の把握  

(1) 時間帯別滞留人口  

 隅田川花火大会当日の滞留人口は、休日平均と比較して花火大会開催直前の

19 時で約 2.5 倍の人出があり、特に 15 歳～20 歳代の増加が顕著である。  

 

 

図 3-36 浅草寺周辺の時間帯別年齢階層別滞留人口（H27.7.25：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※日本人のみ  

 

図 3-37 浅草寺周辺の時間帯別年齢階層別滞留人口構成比（H27.7.25：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※日本人のみ  
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 外国人は、19 時では約 1.9 倍の滞留人口であった。  

 浅草寺周辺の休日平均は、台湾人の構成比が高く花火大会当日の 17 時は 5 割

近い構成比であった。  

 

 

図 3-38 浅草寺周辺の時間帯別年齢階層別滞留人口（H27.7.25：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※外国人のみ  

 

図 3-39 浅草寺周辺の時間帯別国籍別滞留人口構成比（H27.7.25：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※外国人のみ  
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(2) 居住地別時間帯別滞留人口  

 7 月 25 日の 19 時の滞留人口は、東京区部居住者が最も多く 4.2 万人である。 

 19時の休日平均と 7 月 25日の滞留人口を比較すると神奈川県居住者が 3.8 倍、

東京都多摩部居住者が 3.8 倍であった。  

 

 

図 3-40 浅草寺周辺の時間帯別居住地別滞留人口（H27.7.25：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※日本人のみ  

 

図 3-41 19 時における居住地別の平日平均との比率（H27.7.25：土曜） 

※休日平均：平成 27 年 7 月の土曜平均値 ※日本人のみ  

※性年齢階層別の滞留人口と居住地別の滞留人口は、秘匿処理が行われているために一
致しない。秘匿処理は、あるカテゴリーにおいてサンプルが少ない場合に実施され
ている。  
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3.4 ビッグデータ解析のまとめ 

(1) 実証実験の実施に向けた留意点の整理  

ビッグデータを活用したマクロ解析・ミクロ解析の結果を踏まえ、次年度に実施

する予定の実証実験を行う上での留意点について整理を行った。  

 

 時間帯別の発生トリップおよび集中トリップは、周辺の施設立地の状況によって

異なっている。また、周辺環境により、発生・集中する人の性別・年齢階層が異

なるため、オリンピック・パラリンピックの実証実験は、なるべく実際に使用す

る施設でのイベントを対象とすることが望ましい。  

⇒施設立地の特性が異なる地域で実証実験を行うことが望ましい。  

 

 災害時における滞留人口は、日本人は平均と比較して減少する傾向があったが、

外国人は増加している時間帯もあった。外国人は、国内での滞在時間が限られて

いるため、日本人ほど天候等による影響が生じない可能性が示唆された。  

⇒実証実験では、国籍の違いが把握できる調査が必要である。  

 

 イベント時（隅田川花火大会）における滞留人口は、外国人と比較して日本人の

方が平常時よりも早い時間から来訪し、滞留時間も長いと想定される。日本人の

場合、花火大会においては、あらかじめ座る場所を確保する傾向があるため、外

国人と比較して滞留時間が長い傾向があると考えられる。イベントにおける自由

席の有無によって、集中する時間帯に差が生じる可能性がある。  

⇒オリンピック・パラリンピックでは、自由席は無いと思われるため、座席の

指定されるイベントでの実験が望ましい。 

 

 

  



第 3 章 移動に関わるビッグデータ解析 

3-34 

 

(2) 解析手法に関するまとめ  

マクロ解析・ミクロ解析の結果を踏まえ、オリンピック・パラリンピック等のイ

ベント開催に向けた解析手法に関する知見を整理した。  

 

1) マクロ解析 

 国勢調査や経済センサス、東京都市圏パーソントリップ調査結果などを活用する

ことで、マクロ的な視点で定常的な交通状況は、周辺施設の立地状況により異な

ることが確認された。 

 使用するデータによって解像度（データの最小単位）が異なることに留意する必

要がある。  

 

2) ミクロ解析 

 性別・年齢階層・目的・交通手段などによって交通実態に違いが確認されたため、

情報提供主体の検討においてセグメントごとの特徴を分析することは有益であ

る。 

 国籍による違いも大きいため、国際的なイベントにおいては、国籍の違いを考慮

することが重要である。 
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4.1 混雑情報等の提示による人々の行動心理の解析 

本節では、混雑情報等の提示による人々の行動心理を解析し、市民の理解と参画

のもとに実施される行動変容に対する複数の仮説（シナリオ）を設定する。  

混雑情報等を提示することにより、人々がどのように考え、どのように行動を変

えるか、については、社会心理学的な視点を含めた交通行動・心理分析とそれに基

づく交通政策である「モビリティ・マネジメント」の考え方を援用することが適切

であると考えられる。  

 

(1) モビリティ・マネジメントとは  

1) モビリティ・マネジメントの定義  

我が国におけるモビリティ・マネジメントの普及・推進を目指した法人である「日

本モビリティ・マネジメント会議（JCOMM）」によれば、モビリティ・マネジメン

ト(Mobility Management, 略称 MM)は以下のように定義される。  

 

渋滞や環境、あるいは個人の健康等の問題に配慮して、過度に自動車に頼る状態

から公共交通や自転車などを「かしこく」使う方向へと自発的に転換することを促

す、一般の人々や様々な組織・地域を対象としたコミュニケーションを中心とした

持続的な一連の取り組み。具体的には、コミュニケーション施策を中心として、様々

な運用施策、システムの導入や改善、それらの実施主体の組織の改変や新たな組織

の創出などを実施しつつ、持続的に展開していく一連の取り組みを意味する 1。 

 

また、主に学術的観点からモビリティ・マネジメントの普及・推進に関与する土

木学会がとりまとめた手引き書2では、MM は以下のように、より厳密に定義されて

いる。 

 

ひとり一人のモビリティ（移動）が、社会的にも個人的にも望ましい方向に自発

的に変化することを促す、コミュニケーションを中心とした交通政策   

 

2) モビリティ・マネジメントの分類（働きかけの対象） 

モビリティ・マネジメントは、先に述べたように「コミュニケーションを中心と

した交通政策」であることから、交通行動の転換を働きかける主体と、その働きか

けを受ける主体が存在する。モビリティ・マネジメントは、その働きかけの対象と

                                                   
1 日本モビリティ・マネジメント会議 ウェブサイト http://www.jcomm.or.jp/ 
2 土木学会：モビリティ・マネジメントの手引き  
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なる主体に応じて、「居住地域（住民）」「職場」「学校」の 3 種類に大別されること

が多い。 

 

a. 居住地域におけるモビリティ・マネジメント  

居住地域の「世帯」を対象としたコミュニケーション施策で、地域の交通状況の

改善や地方公共交通の活性化等をめざした取組がみられる。  

 

b. 職場におけるモビリティ・マネジメント  

職場の従業員、あるいは事業所そのもの（事業所の意思決定者や総務担当者等）

への働きかけを行うコミュニケーション施策であり、通勤や業務交通の変化を目指

した取組が見られる。  

 

c. 学校におけるモビリティ・マネジメント  

小中学校等で児童・生徒に対し、公共交通や自動車の使い方などを題材とした関

する授業等を行い、公民的資質の涵養を図る施策である。自分自身の交通行動が環

境や社会、周りの人々などに及ぼす影響を考え、社会的にも個人的にもより望まし

い方向に自分の交通行動を決めることができるようになることをねらっており、長

期的な行動変容が見込まれる施策である。また、児童・生徒が授業の内容を自宅に

持ち帰ることで、家族の短期的な行動変容を狙った取組も見られる。  
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3) 行動心理の解析に基づく働きかけの内容  

モビリティ・マネジメントにおける働きかけの内容は、大きく「動機付け情報の

提供」「交通情報の提供」「行動のフィードバック」「行動プランの策定」が挙げられ

る。これらの働きかけは、社会心理学分野で「態度・行動変容」と呼ばれる一連の

行動心理プロセスに関する研究成果を背景にしたものである。  

以下に示す考え方を用いることで、混雑情報等の提供により人々の意識がどのよ

うに変化し、その結果行動がどのように変わるかを解析的に記述することが可能と

なる。 

 

 

図 4-1 態度・行動変容のプロセス  

 

a. 動機付け情報の提供  

過度な自動車利用を控えることが、自分自身にとっても社会的にも望ましいこと

である、という情報を提供することにより、「交通行動を変えよう」と思ってもらい、

それによって行動変容を期待する手法である。  

提供する情報としては、自動車を利用する場合と公共交通や徒歩、自転車等を利

用する場合とで、移動の「コスト」や「事故のリスク」、「時間」などに違いが出る

ことや、公共交通が生活習慣病リスクの低下等につながる、という「健康」に関す

る情報、公共交通の利用により「環境」や「渋滞緩和」、「公共交通の維持」や「中

心市街地のにぎわい維持」等といった、社会的な側面からのメリットを提示するも

のなどがある。  

 

b. 交通情報の提供 

過度な自動車利用を控え、バスや鉄道等に乗り換えてもらうことをねらいとして、
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バスや電車の路線図や時刻表等を提供したり、利用方法を知らない人のために利用

方法を示したりすることで、「クルマを控えるのは難しくない」等と考えてもらい、

行動の変化を促す手法である。対象者の居住地や通勤・通学時間等に合わせて、カ

スタマイズした路線図や時刻表を配布する事例も見られる。  

 

c. 交通行動のフィードバック 

対象者がどのような交通行動を行っているかを数値等で示し、フィードバックす

ることにより、対象者が自分の行動を見直すきっかけを与え、「クルマを控えた方が

得だ」「クルマを控えるべきだ」等と考えてもらい、行動の変化を促す方法である。

我が国では、トラベル・フィードバック・プログラム（TFP）と呼ばれるパッケー

ジ型の施策が多く実施されている。  

 

d. 具体的な変更の方法を想定してもらう（行動プラン法）  

人々が行動を変えようと思ったときに、「いつ」「どこで」「どのように」変えるか

を具体的に想定してもらうことにより、実際の行動変容につなげてもらうことを意

図した手法である。  

 

 

 

図 4-2 動機付け情報、交通情報の提供事例 
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図 4-3 情報提供等が態度・行動変容に及ぼす影響  

 

4) モビリティ・マネジメントの効果  

我が国では 2000 年代より多くの MM 事例が蓄積されており、その効果も定量

的・定性的に把握されている。  

鈴木・谷口・藤井（2006）3は、2005 年までに実施された 31 事例を整理した上

で、モビリティ・マネジメント施策の実務的な効果の平均値として自動車利用が約

19%削減、公共交通利用が約 32%増加という数値をメタ分析により示した。他の事

例においても、適切な情報提供等の手法により、人々の行動がおおむね 1～3 割程

度変わりうることが示されている。  

 

  

                                                   
3 •鈴木春菜・谷口綾子・藤  聡：国内 TFP 事例の態度・行動変容効果についてのメ

タ分析，土木学会論文集, 62,(4), pp.574-585, 2006． 
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(2) 混雑情報等の提供による人々の行動心理の解析  

以上に述べた態度・行動変容プロセス、ならびにこれをベースにした交通政策で

あるモビリティ・マネジメントの考え方に基づくと、混雑情報等の提供による人々

の行動心理も同様に表現できる。  

混雑情報等を提供することにより、第 2 章で示した「4 つの R」の行動変容がも

たらされる、というプロセスは、下図のように表現できる。  

 

 

図 4-4 混雑情報等の提供による人々の行動心理  

 

上図に示すように、混雑情報を提示することにより、移動時間が通常より大きく

なることが分かって「4 つの R をするほうが得だ」と思うことが想定される。また、

事前に混雑予測を提示し、あわせて「我々が行動を変えることで、混雑を減らして

海外からの訪問者をもてなそう」等といったオリンピックの意義等の動機付け情報

を提示することで、「4 つの R をするべきだ」という意識を持ってもらい、実際の 4

つの R につなげることが想定される。  
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4.1.2  オリンピックにおけるシナリオ案・仮説  

本調査では、混雑情報等の提供によって、人々の行動心理が先に示したようなプ

ロセスによって「4 つの R」を行う方向に促される、という基本的な仮説を設定す

る。その上で、情報提供によって市民の理解と参画のもとに実施される行動変容に

ついて、以下のようなシナリオを設定する。  

 

1. 通常の平日・休日の市民・企業の交通需要のみの場合  

2. 1．に加えて、オリンピック・パラリンピックの観客、関係者等の交通需要が

見込まれた場合  

3. 2.に対して、ART（次世代型交通システム）等による交通システムの改善が

図られた場合  

4. 2.もしくは 3.に対して、混雑情報等によって、市民の理解と参画のもとに「4

つの R」が一定程度実施される場合  

 

 

図 4-5 オリンピックや混雑情報等の提供による需要の変化のイメージ  

 

 本業務では、上記のシナリオについて、オリンピック会場及び東京臨海部を中心

とした交通需要がどの程度のボリュームになるか（通常の市民・企業の交通需要に

対して、どの程度の増加になるか）を想定し、公共交通機関の需給バランス（混雑

度・交通サービス）を分析することを想定したシミュレーションを構築した。シミ

ュレーションの詳細について次節に示す。  
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なお、上記のシナリオのうち、4.において「4 つの R」に伴って交通需要が低下

し、交通状況の改善が期待されるものの、手法によっては企業活動への影響や通勤・

通学への影響、物流等生活サービスへの影響も勘案される。下図に、オリンピック

によって働きかけるべき交通の主体・目的・手段と、その手法（4 つの R のいずれ

を働きかけるか）を整理した。  

下図に示すように、物流等においては、必要最低限な交通を確保する必要がある

ことを十分考慮に入れる必要がある。また、観客・来訪者の交通については、その

性質上「Reduce」で対応することは不可能であり、「おもてなし」の観点からどの

ように対応するか考慮する必要がある。 

 

 
Reduce： 不要な移動は行わない、自家用車の利用は避ける  
Re-route： 目的地まで別の経路で移動する  
Re-time： 時間帯を変えて移動する 
Re-mode： 違うモードを使う  

（地下鉄が混んでいるならバス、バスが混んでいるなら徒歩等）  

図 4-6 交通手段別・目的別・転換可能性（Choice/Captive）別 

誘導方法のイメージ  
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4.2 シナリオ案に対応したシミュレーション 

本節では、前節に示したシナリオ案に対応したシミュレーションを構築した。以

下に、シミュレーションの設定等と結果について示す。  

4.2.1  分析シナリオの検討 

平常時における公共交通（鉄道・バス）を利用した人の流れを基準として、オリ

ンピック・パラリンピック期間中の混雑状況の変化、ART 運行開始による効果、行

動変容を促す施策による効果を、シミュレーションを用いて分析する。本業務では、

前節に示したシナリオ案に基づき、以下の分析シナリオを設定した。 

 

(1) 平常時 

公共交通を利用した人の流れをシミュレーションし、この結果を基準として混雑

状況の変化を分析する。 

 

(2) オリンピック・パラリンピック期間中  

オリンピック・パラリンピック期間中において、観客および大会関係者の交通需

要が上乗せされた状況をシミュレーションし、混雑の影響を分析する。  

 

(3) ART 

2020 年に ART 運行開始が計画されている。オリンピック・パラリンピック期間

中において、ART が運行開始された状況をシミュレーションし、ART 運行による

混雑状況の変化を分析する。  

 

(4) 行動変容 

オリンピック・パラリンピック期間中において、公共交通の利用者に対して行動

変容を促した場合の状況をシミュレーションし、行動変容の効果を分析する。  

本業務では、行動変容として、オリンピック・パラリンピックに直接関与しない

移動（通勤・通学等）を目的とした交通需要を削減（Reduce）した場合の混雑状況

の変化を分析・評価する。  
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本節における分析シナリオを表 4-1 に示す。  

 

表 4-1 シミュレーションのシナリオ 

No. シミュレーションのシナリオ  
行動  

変容  

交通需要 交通手段 

通勤・ 

通学等 

観客・ 

関係者 
鉄道 バス ART 

1 ・平常時（イベントなし）  なし  ● － ● ● － 

2 ・オリンピック・パラリンピック期間中 なし  ● ● ● ● － 

3 
・オリンピック・パラリンピック期間中 

・ART 運行開始  
なし  ● ● ● ● ● 

4 

・オリンピック・パラリンピック期間中 

・ART 運行開始  

・行動変容（Reduce）の施策実施  

Reduce ● ● ● ● ● 

 

  



第 4 章 シナリオ案および仮説の検討 

4-12 

 

4.2.2  シミュレーション  

(1) シミュレーション概要／目的  

本調査にて活用したシミュレータの概要について図 4-7 に示す。 

本シミュレータは、4.2.1 項にて検討したシミュレーションシナリオに沿った適

切なデータを入力し、混雑度に関する出力データを得るフローを有する。  

入力データとしては、解析対象データと静的なデータの 2 つに大分される。前者

の解析対象データにおいては、移動データ（出発地、目的地、出発時刻、移動経路、

移動手段等の移動に関する情報）と、運行データ（運行路線、車両数、定員、運行

ダイヤ等の運行に関する情報）が挙げられる。また、後者の静的なデータにおいて

は、路線データ（路線の形状などに関する情報）や、駅データ（駅の位置、規模等

に関する情報）が挙げられる。  

これらの入力データを基に、毎時刻における人や車両の状態、流れ等を、シミュ

レータを介して数値化し、得られた結果を元に混雑度の推移、移動時間の推移、路

線利用者数の推移に関するデータの解析を行う。  

 

 

 

図 4-7 シミュレータの入出力データ  
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(2) シミュレーション条件  

1) 平常時の交通需要について  

平常時の交通需要については、平成 22 年度大都市交通センサスの下記データを

使用した。 

 

 鉄道及びバス・路面電車乗降駅・停留所間利用人員調査票 

 鉄道及びバス・路面電車輸送力実態調査票 

 

 

2) オリンピック・パラリンピック時のシミュレーションに必要な情報の調査  

オリンピック・パラリンピック期間中の混雑状況をシミュレーションするために

必要な情報を検討し、以下のデータを入力条件として設定することとした。  

 

 競技に関する情報（競技会場、最寄駅、収容人数、開始時刻、終了時刻） 

 宿泊施設に関する情報（最寄駅、収容人数） 

 ART に関する情報（運行ルート、輸送能力） 

 路線バスに関する情報（東京臨海部の路線） 

 観客に関する情報（移動の起点、観客動員数、移動時間帯） 

 公共交通の路線ネットワークに関する情報（鉄道、バス、ART） 

 

以下に、それぞれの入力条件について調査した結果を示す。  

 

a. 競技に関する情報  

東京臨海部および新国立競技場で開催される競技の情報については、東京都オリ

ンピック・パラリンピック準備局のホームページから収集し、整理を行った。  

（参考資料「1. 競技に関する情報」に示す）  

 

 

b. 宿泊施設に関する情報  

観客および大会関係者が宿泊する施設の情報については、東京 2020 オリンピッ

ク・パラリンピック招致委員会の立候補ファイルから収集し、整理を行った。  

（参考資料「2. 宿泊施設に関する情報」に示す）  
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c. ART に関する情報  

ART に関する情報については、東京都報道発表資料「都心と臨海副都心とを結ぶ

BRT について」を参考に整理を行った。  

 

①運行ルート  

ART 開業当初のルートとして計画されている図 4-8 に示すルート（幹線ルート、

シャトルルート、フィーダー輸送）を ART 路線として設定した（ただし、幹線ル

ートのうち、第２～東京駅のルート及び国際展示場駅～東京テレポート駅のルート

は除く）。 

 

出典 ：東京都報道発表資料「都心と臨海副都心とを結ぶ BRT について」 

図 4-8 ART 計画路線  
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②輸送能力 

図 4-8 に記載されている輸送能力を参考に、1 時間あたりの発車本数を表 4-2 の

とおり試算した。なお、ART の運行時間は、東京臨海部を運行しているバスの一般

的な営業時間に合わせて、7 時～22 時に設定した。  

 

表 4-2 ART 発車本数の試算  

項目 

運行ルート  

幹線ルート  
シャトル 

ルート 

フィーダー

輸送 

輸送能力（人／時）  1,300 500 800 

輸送能力（人／車両） 130 130 130 

発車本数（本／時）  10 4 6 

発車間隔（分）  6 15 10 
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d. 路線バスに関する情報  

都内を運行している路線バスのうち、東京臨海部を運行ルートに含むバス路線を

移動手段として設定することとした。本シミュレーションにて設定したバス路線を

表 4-3 に示す。なお、各路線の停留所については、鉄道との乗換え利便性を考慮し、

駅周辺に位置する停留所の情報を抽出し、設定することとした。  

 

表 4-3 路線バス  

No. バス事業者  系統名 

1 都営バス 東 16 

2 都営バス 都 05 

3 都営バス 海 01 

4 都営バス 波 01 

5 都営バス 葛西 21 

6 都営バス 臨海 28 甲 

7 都営バス 西葛 20 乙 

8 京成バス 環 07 

9 京成バス 環 08 

10 都営バス 錦 13 乙 

11 都営バス 門 19 甲・乙 

12 都営バス 門 19 甲 

13 都営バス 江東 01 

14 都営バス 錦 22 

15 都営バス 臨海 22 

16 都営バス 臨海 28 乙 

17 都営バス 木 11 甲 

18 都営バス 錦 18(平日のみ）  
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e. 観客に関する情報  

①観客動員数  

「1. 競技に関する情報」で整理した競技会場の総収容人数を、観客動員数として

設定した。 

（参考資料「1. 競技に関する情報」に示す）  

 

②移動の起点  

観客の主な移動経路としては、宿泊先のホテル等から競技会場に向かう場合と、

自宅等から直接競技会場に向かう場合が考えられる。  

上述の「2. 競技に関する情報」で整理した宿泊施設の総収容人数を、宿泊施設か

ら出発する観客の総数と設定した。また、宿泊施設の総収容人数を超えた人数につ

いては、宿泊せずに自宅等から直接競技会場に向かうものと設定した。  

（参考資料「2. 競技に関する情報」に示す）  

 

表 4-4 観客および大会関係者の起点  

種別 人数 

ホテル等の宿泊施設から出発  163,020 

自宅等から出発  218,050 

合計 381,070 

 

③競技会場への来場時間 

競技会場への来場時間は、競技が開始される時刻には殆どの観客が到着している

ものと想定し、開始時刻の 1 時間前をピークとする正規分布で設定した。  

 

表 4-5 来場時間帯の割合  

来場時間帯  割合(%) 

競技開始 150 分前 1 

競技開始 120 分前 6 

競技開始 90 分前 24 

競技開始 60 分前 38 

競技開始 30 分前 24 

競技開始時  6 

競技開始 30 分後 1 
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図 4-9 来場時間帯の割合   

 

 

  



第 4 章 シナリオ案および仮説の検討 

4-19 

 

 

④競技会場からの退場時間  

競技会場からの退場時間は、競技終了時間前から観客の退場が始まるものと想定

し、競技終了時刻をピークとする正規分布で設定した。  

 

表 4-6 退場時間帯の割合  

退場時間帯  割合(%) 

競技終了 90 分前 1 

競技終了 60 分前 6 

競技終了 30 分前 24 

競技終了時  38 

競技終了 30 分後 24 

競技終了 60 分後 6 

競技終了 90 分後 1 

 

 

図 4-10 退場時間帯の割合   
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f. 公共交通の路線ネットワークに関する情報  

前述の調査結果を元に、首都圏の鉄道路線ネットワークに加えて、路線バスおよ

び ART の路線ネットワークを設定した（図 4-11）。 

 

図 4-11 設定した公共交通ネットワークのイメージ  

 

  

国際

：鉄道 

：バス 
：ART 
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(3) シミュレーション結果  

1) 平均移動時間（首都圏全体）  

表 4-7 及び図 4-12 は、 4.2.2 (2) で上述したシミュレーション条件のもとに、

首都圏を移動する全ての移動者を対象に、各シナリオの平均移動時間を比較したも

のである。また、図 4-13 は各シナリオのシミュレーション実施状況を比較したも

のである。図中、水色の丸は駅での滞留人数、黄色の丸は電車あるいは路線バスの

一編成を表す。  

 

表 4-7 平均移動時間（首都圏全体）  

No. シナリオ 平均移動時間(分) 

1 ・平常時（イベントなし）  38 

2 ・オリンピック・パラリンピック期間中  39 

3 ・オリンピック・パラリンピック期間中  

・ART 運行開始  
39 

 

 

 

図 4-12 平均移動時間（首都圏全体）  
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図 4-13 シミュレーション実施状況（イメージ）   

  

シナリオ No.１ 

シナリオ No.2 

シナリオ No.3 
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シナリオ No.2 でオリンピック・パラリンピックの交通需要が増加した場合でも、

平均移動時間はほとんど変化が無い結果となった。また、シナリオ No.3 で ART が

運行開始された場合の効果も大きくは見られなかった。図 4-13 のシミュレーショ

ン実施状況を比較してもシナリオ No.2 とシナリオ No.3 はほとんど変化が見られな

い。これは、オリンピック・パラリンピックの交通需要に対して、首都圏全体の交

通需要が非常に大きいため、マクロ的には変化が見えにくくなっているものと考え

られる。 
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2) 移動者割合および平均移動時間（東京駅→国際展示場駅）  

表 4-8 及び図 4-14 は、東京駅から国際展示場駅を移動経路に含む移動者を対象

に、シナリオ No.1 を基準とした移動者数の割合と平均移動時間を、各シナリオで

比較したものである。  

 

表 4-8 移動者割合および平均移動時間（東京駅→国際展示場駅）  

No. シナリオ 移動者割合  平均移動時間(分) 

1 ・平常時（イベントなし）  1.0 39 

2 ・オリンピック・パラリンピック期間中  2.0 45 

3 ・オリンピック・パラリンピック期間中  

・ART 運行開始  
2.1 44 

 

 

図 4-14 移動者割合および平均移動時間（東京駅→国際展示場駅）  

 

シナリオ No.2 でオリンピック・パラリンピックにより交通需要が増加した場合、

東京駅から国際展示場駅を移動経路に含む利用者が増加し、その影響を受けて平均

移動時間も増加する結果となった。また、シナリオ No.3 で ART が運行開始された

場合、移動者数、平均移動時間ともにほとんど変化が見られなかった。以上の結果

から、東京駅から国際展示場駅を移動経路に含む移動者の中で、ART を利用した人

の割合は低いと考えられる。   
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3) 移動者割合および平均移動時間（新橋駅→国際展示場駅）  

表 4-9 及び図 4-15 は、新橋駅から国際展示場駅を移動経路に含む移動者を対象

に、シナリオ No.1 を基準とした移動者数の割合と平均移動時間を、各シナリオで

比較したものである。  

 

表 4-9 移動者割合および平均移動時間（新橋駅→国際展示場駅）  

No. シナリオ 移動者割合  平均移動時間(分) 

1 ・平常時（イベントなし）  1.0 27 

2 ・オリンピック・パラリンピック期間中  2.1 51 

3 ・オリンピック・パラリンピック期間中  

・ART 運行開始  
2.7 51 

 

 

 

図 4-15 移動者割合および平均移動時間（新橋駅→国際展示場駅）  

 

シナリオ No.2 でオリンピック・パラリンピックによる交通需要が増加した場合、

前述した東京駅からの移動と同様に、利用者が増加し、その影響を受けて平均移動

時間も増加する結果となった。また、シナリオ No.3 で ART が運行開始された場合、

利用者が更に増加したが、平均移動時間には影響が見られなかった。これは、ART

の運行開始により、輸送能力が増強されたことによるものと考えられる。  
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4) 行動変容 

シナリオ No.3 の条件（オリンピック・パラリンピック期間中に ART が運行され

ている状況）において、オリンピック・パラリンピックには直接関与しない移動（通

勤・通学等）を目的とした交通需要（シナリオ No.1 の対象者）を削減（Reduce）

した場合の混雑状況の変化を把握することができるシミュレーションを構築した。 

ここでは、シナリオ No.1 の移動者数、すなわち平常時の移動者数のうち、10%

あるいは 30%の人が移動をしなかった場合を想定し、Reduce の割合を 10%,30%の

2 条件とした。  

図 4-16 は、東京駅から国際展示場駅を移動経路に含む移動者を対象に、シナリ

オ No. 1 を基準とした移動者数の割合と平均移動時間を、各シナリオで比較したも

のである。 

 

表 4-10 移動者割合および平均移動時間（東京駅→国際展示場駅）  

No. シナリオ 移動者割合  平均移動時間(分) 

3 ・オリンピック・パラリンピック期間中  

・ART 運行開始  
2.1 44 

4(1) ・オリンピック・パラリンピック期間中  

・ART 運行開始  

・行動変容（Reduce10%）の施策実施  

2.0 44 

4(2) ・オリンピック・パラリンピック期間中  

・ART 運行開始  

・行動変容（Reduce30%）の施策実施  

1.8 43 
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図 4-16 移動者割合および平均移動時間（東京駅→国際展示場駅）  

 

本検討で構築したシミュレーションでは、東京駅から国際展示場駅を移動経路に

含む移動者で見た場合、交通需要が削減されていることを示すことができた。また、

シミュレーションを用いて、ART を導入したシナリオと比べて行動変容によりわず

かながら平均移動時間が減少していることを示すことができた。  

このように、本業務で構築したシミュレーションを用いて、例えば出発地・到着

地別やトリップ目的別などの需要を行動変容により削減するようなシナリオを詳細

に設定することで、より精緻に臨海部の交通状況を表現することが可能なことを示

すことができた。 
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(4) 考察／まとめ 

オリンピック・パラリンピックによる交通需要の増加がもたらす影響評価を行っ

た。新橋駅～国際展示場駅については、ART 運用開始や人々の行動変容による需要

減によってアクセシビリティーが向上したことを、利用者の増減や平均移動時間の

変化で把握することができた。  

本シミュレーション業務においては、行動変容として Reduce（交通需要を減ら

す）について分析を行ったが、ロンドンオリンピック・パラリンピックにおいて実

施された Re-time（時間を変える）、Re-route（ルートを変える）および Re-mode

（交通手段を変える）についての分析や、出発地・到着地別やトリップ目的別など

の需要を行動変容により削減するような施策等、さまざまな施策について今後分析

していくことが重要と考える。  
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5.1 概要（考え方） 

本章では、第 2 章～第 4 章の検討結果に基づき、平成 28 年度以降に実際のイベ

ント時等の現場で実証実験計画及び啓発シナリオ設計を行った。 

 

(1) 実証実験計画の考え方  

実証実験計画の検討にあたっては、具体的な場面（対象となるイベント）、時期、

取得データおよび定量的な評価指標と目標値を設定するとともに、システムの有効

性や市民の親和性・受容性などを定量的に評価することを含め計画を立案した。ま

た、実証実験計画設計においては、先に示したモビリティ・マネジメント（MM）

の手法を用いて、検討を行った。 

 

(2) 啓発シナリオの考え方  

啓発シナリオの設計においては、市民への情報提供など啓発活動の「中長期的」

なシナリオが重要であるとの観点に基づき、検討を行った。 

 

(3) 実証実験計画・啓発シナリオで考慮すべき事項  

第 4 章までの検討に基づくと、実証実験計画・啓発シナリオの設計にあたって、

特に考慮すべき事項として以下が考えられる。  

 情報提供の主体 

• ロンドンでは、多様な交通機関をロンドン交通局（TfL）が一元的に

管理・運営していることから、情報提供を一元的に行うことが可能だ

った 

• 我が国では、交通手段や施設の管理主体が多様に存在する現状であり、

これらの関係主体が一堂に会する協議機関等を設置し、情報提供を一

元的に行えるような主体を組織することが、現状では現実的な方策と

思われる  

 情報提供のタイミング（長期計画） 

• 「2020 年の東京オリンピック」「○○年後の東京都市圏」等、目標に

合わせた長期的（数ヶ月～年単位）な情報提供のタイミングを検討す

る必要がある  

 長期的な効果持続（レガシー）に向けた検討 

• ロンドンオリンピックの知見を踏まえると、東京オリンピックに向け

た施策の効果をその後も持続させることや、施策の「成功体験」を共

有することが重要である。  
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5.2 実証実験計画の立案 

5.2.1  実証実験施策候補の選定  

(1) 実証実験施策候補の抽出  

第 4 章までの整理をもとに、ロンドンオリンピックの事例等を踏まえた、我が国

で想定される情報提供施策の例を整理した。整理結果を次頁に示す。  

 

(2) 実証実験施策候補の選定  

(1)に掲げた施策のうち、次年度実証実験を行う施策の候補を選定した。  

選定にあたっては、以下の 2 つの観点を考慮することとした。  

 

1) 自発的な取組を促す施策であること  

情報提供をはじめとする各種の取組は、自発的な行動の変化を期待する取組と、

ある程度の強制性を伴って行動の変化を誘導する取組がある。このうち、強制性を

伴った施策については、少なくとも実証実験の段階では、国民の理解を得にくいと

想定されることから、平成 28 年度に実施する施策については、自発的な行動の変

化を促す施策に絞り込むこととした。  

 

2) 民間事業者の協力を得つつ、単一の行政主体や交通事業者が実施できる施策

であること 

先に示したように、ロンドンオリンピックでは TfL がマルチモーダルな交通の運

行、管理ならびに情報提供を一元的に行っている一方、我が国（特に首都圏）では

複数の交通事業者、行政主体が様々な交通機関の運行、管理、情報提供を担ってい

る。東京オリンピック・パラリンピックを見据えると、これらの主体が協業する体

制を構築する必要があると考えられるが、その構築は長期的に取り組む必要がある。 

一方、我が国では民間事業者が公共交通等に関する情報提供を行っている状況が

ある。このことから、平成 28 年度に実施する施策については、民間事業者の協力

を得つつ、単一の行政主体や交通事業者が実施できる施策であることが望ましいと

考えられることから、そのような施策に絞り込むこととした。  

 

 以上の観点に基づき、実証実験施策候補を次頁の通り選定した。  
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表 5-1 ロンドンオリンピックの事例等を踏まえた、我が国で想定される情報提供施策の例  
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5.2.2  実証実験施策候補の施策イメージの整理  

前頁に示したように、実証実験施策候補を以下の 3 案選定した。  

 

候補 1）スマホアプリ等を用いた大規模イベント「来訪者」への情報提供  

候補 2）交通事業者による大規模イベント「来訪者」への情報提供  

候補 3）大規模イベントの交通混雑を避けるための「事業者」への情報提供  

 

以下に、それぞれの施策イメージを示す。  

 

(1) スマホアプリ等を用いた大規模イベント「来訪者」への情報提供  

 イベント来訪者にスマホアプリを入れてもらい、来場時間や帰宅時間の

「Retime」や、「Remode」「Re-route」を促す（「Reduce」は促さない） 

 スマホアプリ等を用いた事前・リアルタイムの情報提供を想定 

 スマホの移動履歴等で、情報提供による効果を把握  

※情報提供のコンテンツ等作成を目指し、民間情報提供事業者と協議を行った。 

 東京オリンピックを見据えた場合、来訪者や一般住民向けの情報提供ツールと

なり得る 

 

 

図 5-1 情報提供のイメージ（スマホアプリによる来訪者への情報提供）  
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(2) 交通事業者による大規模イベント「来訪者」への情報提供  

 鉄道事業者、バス事業者等が、利用者に「Retime」や「Re-route」を促す取組  

 混雑を避けることで、ゆっくりと観光を楽しむことができる等のメリットを提

示 

 利用者数の増減やアンケート等で、効果を把握  

 東京オリンピックを見据えた際、来訪者（＋一部の一般住民）向けの情報提供

ツールを検討する材料となり得る  

 

図 5-2 情報提供のイメージ（交通事業者による来訪者への情報提供）  
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(3) 大規模イベントの交通混雑を避けるための「事業者」への情報提供  

 大規模イベントの混雑時に、会場周辺の物流事業者や商店等を対象に、「混雑情

報を事前提供すること」や「混雑に備えた計画（BCP）策定の要請」による効

果を計測 

 どのように事業活動を変えるか（4 つの R のどれを選択するか）をヒアリング

やアンケート等により把握  

 実際のイベント時に、どのように事業活動を変えたかをヒアリングやアンケー

ト、もしくはプローブ調査等で把握  

 東京オリンピックを見据えた際、事業者向けの情報提供ツールを検討する材料

となり得る  

 

図 5-3 情報提供のイメージ（交通事業者による来訪者への情報提供）  

 

(4) 平成 28 年度に実施を想定する実証実験の選定  

上記 3 案のうち、平成 28 年度に行う実証実験は、単一の行政主体が実施する施

策として実現可能性が大きい「候補 1」について、民間事業者との連携を想定しつ

つ、具体的な検討を行った。検討案を事項に示す。  
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5.2.3  実証実験計画の具体案整理  

本項では、「スマホアプリ等を用いた大規模イベント来訪者への情報提供」の具体

案を整理する。  

 

(1) 実証実験のねらい  

 イベント前後に来訪者に情報提供を行うことで、混雑を避ける方向（Reduce

以外の 3 つの R）に行動を促す  

 個人属性（居住地（海外を含む）、来訪回数、性年齢等）による情報提供への

リアクションの違いを、アンケート等にて把握する  

 情報提供に合わせて来訪者の移動状況を把握することにより、将来的な混雑

予測との連動可能性を検証する  

 検索結果や移動履歴を混雑予測にフィードバックし、予測精度を向上させる  

 

(2) 情報提供の概要  

 イベント来訪者にスマホアプリを入れてもらい、来場時間や帰宅時間の

「Retime」や、「Remode」「Re-route」を促す（「Reduce」は促さない） 

 スマホアプリ等を用いた事前・リアルタイムで情報提供  

 事前には、イベント時は混雑する、ということを情報提供し、会場への経

路検索時に、「ちょっとだけ時間をずらす」提案や、最寄り駅より少し遠い

駅（路線）を使って、「ちょっと歩いてもらう」提案する。また、「ちょっ

と」に合わせて、近隣のスポットを紹介、クーポン等を配布する。  

 イベント直前には、イベント終了時、すぐに最寄り駅に帰らずに、「ちょっ

とだけ時間をずらす」「ちょっと歩いてもらう」ためのプッシュ通知を、イ

ベント終了直前 or イベント開始直前に送付する。 

 

図 5-4 情報提供のタイミングと内容  
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(3) 情報提供の方法  

 参加者にスマホアプリを入れてもらう方法として、下記のうちからイベントの

特性等に合わせた方法を採用する。  

 イベントのチケット購入時に、アプリ登録を誘導  

 イベントの案内チラシ等の配布物で、アプリ登録を誘導  

 経路検索サイトで、イベント開催地の最寄り駅にイベント開催直前に到着

する検索を行った人に広告バナーを出して誘導  

 イベント直前にチラシ等で誘導 等 

 

(4) 評価方法と指標  

 アンケートによる情報提供群と非提供群（統制群）の比較  

 イベント来場時間、手段 

 退場時間、手段  

 近隣店舗、スポット等への立ち寄り状況  

 情報収集の状況  

 個人属性 等 

 GPS による行動履歴の把握（登録時に許可を得て）  

 寄り道のためのクーポン利用状況 等 

 

(5) 目標値 

 我が国のモビリティ・マネジメント事例、ならびにロンドンオリンピックにお

ける行動の変化率、ならびにシミュレーション結果等を勘案し、情報提供によ

り 3 割程度の人が行動を変えることを目標にすることを想定する。  

 

(6) 対象とするイベント  

 対象とする対象とする大規模イベントは、東京オリンピック・パラリンピック

での適用性を踏まえると、以下の条件を満たすことが望ましい  

 会場は、主に湾岸地区で実施されるイベントが望ましい  

 来場者の来場傾向は、来訪者が思い思いの時間に集まる展示会系のイベン

トよりも、多くの人が一つの時間帯に集中して集まるイベントが望ましい  

 候補を次頁に列挙するが、単一のイベントでなく、複数イベントで行うことも

含め、実施イベントは次年度の課題と認識している  
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表 5-2 対象とするイベント候補  
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5.3 中長期的な啓発シナリオ設計 

前節では平成 28 年度に実施する実証計画案を提示した。  

2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックを見据えると、対象とす

るセグメントの拡大や関係者間の連携等に留意しながら中長期的なシナリオを策定

する必要がある。以下に、東京オリンピック・パラリンピックを見据えた中長期的

な啓発シナリオを示す。 

 

 

図 5-5 中長期的な啓発シナリオ  

 

上図に示すように、平成 28 年度は来訪者向けの実証実験を実施する計画として

いるが、29 年度、30 年度にかけて、居住者や事業者等、情報提供の相手（セグメ

ント）に応じた情報提供施策を検討していく必要がある。  

また、情報提供の手法についても、平成 28 年度は来訪者向けのスマホアプリの

試作のみを計画しているが、2020 年に向け、居住者や事業者等への提供手法を開

発・検討する必要がある。これについては、先に示したモビリティ・マネジメント

の手法が援用できると考えられることから、既往の事例を参考に、MM 手法の大規

模な展開が必要である。また、ロンドンオリンピックでは予測技術と情報提供が連

携していることから、我が国においても検討することが重要である。  

また、首都圏には様々な公共交通の運営主体や道路管理者、行政主体等が存在し、

情報提供や交通需要のマネジメント等の主体が多数存在していることから、それら

の一元化を目指した関係組織間の協議が必要である。  
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様々な交通主体・交通目的が大量に発生・集中するオリンピック・パラリンピッ

ク時の移動を快適かつ安全に促すためには、以下の取組がきわめて重要である。  

 

1. 国籍、障害者、年齢等、多様な来訪者とそのトリップ目的に応じた情報提供  

2. 混雑経路や時間帯をつくらないような市民参加と行動変容を促すための情報提供  

3. 上記 1.、2.を実行するための情報提供内容の確認、システム作成、早い段階か

らの試行実験と本格実施 

 

上記を適切に実現するためには、以下を検討することが急務であり、今後の課題

である。 

 

・ 国籍、障害者、年齢等の多様な来訪者とトリップ目的（会場への移動だけでな

く、観光・食事等を含めた移動目的）に対応した交通サービスとその情報提供

（案）の作成  

・ 非常時・緊急時にも対応した情報提供  

・ 関係者間の連携（オリパラ組織委員会、交通行政（国、地方自治体、警察）、交

通事業者、他関係機関）、公共交通以外のモード（道路等）との連携も  

・ 提供すべき交通サービスの関係機関の情報共有（オープンデータも考慮し、民

間にできることは民間に）  

・ 大会時を想定した多様な交通主体（市民、企業、関係機関）への行動変容を促

す情報内容（目的の共有、行動の選択肢）、提供方法、タイミング、実行可能性

とその影響の検討  
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